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はじめに 

 
 家庭的養護の推進は、社会的養護の大きな柱として、社会的養護専門委員会で議論され、

平成 23 年 7月には「社会的養護の課題と将来像」という形で取りまとめられた。そのなかで

社会的養護の基本的方向は、①家庭的養護の推進、②専門的ケアの充実、③自立支援の充実、

④家族支援・地域支援の充実であり、今後十数年をかけて施設機能の地域分散化を進めると

同時に、家庭養護である里親・ファミリーホーム（小規模住居型家族養育事業）への委託を

推進し、社会的な養護を必要とする子どもたちの 3分の１を担う方向性が示された。 

 また、平成 23 年 3 月末に厚生労働省から発出された「里親委託ガイドライン」にも、‘里

親委託優先の原則’が示されるなど、里親委託等の推進は、社会的養護の中でも大きな課題

の一つである。 

 このため、公益財団法人全国里親会において、関係各方面の参画を得て「全国里親委託等

推進委員会」を設置し、情報共有、意見交換を行うとともに、里親等の養育技術の向上、里

親支援及び里親委託等の推進策の向上を図るための調査研究を行い、全国の里親や里親支援

機関、児童相談所等の関係者に提供することとした。 

 本調査は、近年の里親委託率の増加幅の大きな自治体の推進のあり方を調査し、全国の自

治体等に紹介することで、里親委託等の推進の一助としていただくことを目的としている。

調査対象となった福岡市（近年の委託率の増加幅が全国１位）の特色は、行政と市民が協働

で里親推進に取り組んだことにある。また、大分県（全国２位）の特色は、行政が継続的・

積極的に里親推進に取り組んだことにある。各自治体の地域性に合わせて参考にしていただ

けたら幸いである。 

 本報告書は各自治体がすぐに活用できるように、また、里親推進に向けて具体的に取り組

めるように、事業の予定表、案内チラシ、組織構成や取り組みメンバー表など、さまざまな

既存の資料を多く収集した。手に取った関係者の方々の参考になり、里親委託等が推進され

ることを切望している。 

最後に、本調査のためにご尽力くださった福岡市と大分県の関係者の皆様に厚くお礼を申

し上げたい。 

 
 平成 25 年 2 月  

 
全国里親委託等推進委員会 

 
 



 
調査の目的 
 
最近７年間の里親等委託率の増加幅が大きい福岡市と大分県を調査し、その推進の方策等

をまとめて紹介することにより、全国の自治体・児童相談所および里親支援機関等が里親委

託等を推進する一助となるものを作成する。 
 
調査方法 
 
１）福岡市 

平成 24 年 7 月、全国里親委託等推進委員会の調査チームが福岡市を訪問し、福岡市児童

相談所（こども総合相談センター）、特定非営利活動法人子ども NPO センター福岡、特定

非営利活動法人子どもの村福岡へのヒアリング調査及び資料収集を行った。 
 
２）大分県 

平成 24 年 7 月、全国里親委託等推進委員会の調査チームが大分県を訪問し、大分県中央

児童相談所へのヒアリング、里親支援専門相談員の定例会議の傍聴等の調査及び資料収集

を行った。 
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＜福岡市について＞ 

福岡市は平成 17 年度から、行政と民間の協働による「市民参加型里親普及事業」というモデ

ル事業を実施し、新規里親登録数が毎年 10 世帯以上という、それまでにない成果を上げた。３

年後の平成 20 年度からは「里親養育支援共働事業」と名を変え、継続して里親制度の普及啓発

支援事業を行っている。  
平成 23 年度に厚生労働省が発表した「里親等委託率を大きく増加させた自治体における里親

推進の取組事例」では「里親等委託率の最近６年間の増加幅の大きい自治体（H16→H22）」の

第１位として公表された。平成 23 年度末の里親等委託率は 27.9％である。平成 16 年度（6.9％）

と比べると実に４倍、21％上昇したことになる。 
 そこで、平成 24 年７月、福岡市とＮＰＯ法人の協力を得て、委託率上昇につながったと思わ

れる取り組みを、全国里親委託等推進委員会として調査した。なお、データはモデル事業が始ま

る前年である平成 16 年度から平成 23 年度までとした。 
 
【注】同じ目的のために対等の立場で協力して共に働くことを意味する「きょうどう」は、通常「協働」

という漢字を使うことが多いが、福岡市では「共働」という字を使用している。 

 
 
【目次】 

１ 福岡市の概要と社会的養護の資源 

２ 福岡市における里親等委託の増加の推移 

３ きっかけは 

「児童養護施設の空きがない！」 

４ 民間の力を借りる 

５ 官民合同の勉強会から始めた 

６ ３年間のモデル事業としてスタート 

７ 「ファミリーシップふくおか」とは？ 

８ 里親を知ってもらう 

市民フォーラムを開催 

９ ４ヵ月後には第２回フォーラムを開催 

10 平成１9年からイメージを統一 

11 感動でつながっていく仕組みづくり 

12 里親だけでなく協力者も募集 

13 メディアとの協働 

14 現在の里親委託推進事業 

15 市民が参加する出前講座と里親サロン 

16 データで見る里親と委託児童の増加 

17 児相職員の意識が変化  

⇒「まず、里親を探そう」 

18 里親が増えたことで何が変わったか 

19 里親家庭支援は最重要課題 

20 里親支援の専従班をつくる 

21 里親と子どもへの支援内容 

22 里親研修 

23 「子どもの村福岡」の設立 

24 「子どもの村福岡」の事業と活動 

25 参考 福岡市里親会の活動 

26 まとめと今後の課題  
福岡市 資料一覧 
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■福岡市の概要【平成23年 4月１日段階】 

面積：341.7 平方ｋｍ 政令指定都市中第 13 位（１位は静岡県浜松市）【2011 年 10 月段階】 
 全人口：約 147 万人 

政令指定都市中第６位（１位は横浜市）、人口密度は第７位（１位は大阪市） 
児童人口：約 25 万人 全人口における児童人口の割合は 17％  

【注】平成24年 7月１日現在、全人口は149万人に増えている。 

 

■福岡市こども総合相談センター「えがお館」とは 

 子ども本人や家族関係者からの複雑・多様化してきている相談などに総合的に対応するため、

福岡市児童相談所、青少年相談センター、「育児 110 番」及び教育委員会相談部門を統合し、子

どもの問題に総合的に対応する施設として、平成15年５月５日に開設した。 

 窓口の一元化による利便性の向上と専門性

の強化を図り、関係機関とも適切に連携しなが

ら、0～20 歳までの子どもや保護者を対象に、

子どもに関するさまざまな問題に対して、保

健・福祉・教育分野から総合的・専門的な相談・

支援を行っている。 

平成 23 年度は、児童福祉司と児童心理司を

増員し、児童虐待への対応をさらに充実させる

ほか、法的対応など専門性の向上を図るため、

新たに弁護士の資格を有する課長級職員の配

置を行うなど、相談体制を強化している。 

 

 

えがお館（福岡市こども総合相談センター） 

〒810‐0065 福岡県福岡市中央区地行浜２丁目１－28 

電話（事務室）：092‐832‐7100  FAX：092‐832‐7830 

HP（URL）：www.city.fukuoka.lg.jp/egaokan/ 

 

 

 

★主な事業 

・相談事業                  ・情報提供、広報、啓発事業の実施 

・里親制度の推進の取り組み          ・児童虐待防止対策などの取り組み 

・教育相談事業と不登校対策          ・思春期相談の取り組み          

・地域支援                  ・非行防止活動 

１ 福岡市の概要と社会的養護の資源 
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■福岡市における社会的養護の資源（施設）（平成24年度定員） 

児童相談所数１ヵ所：福岡市こども総合相談センター「えがお館」（中央区） 

 一時保護所の定員は40名 

乳児院数２ヵ所：福岡子供の家 みずほ乳児院（城南区 定員20名） 

福岡乳児院（博多区 定員45名） 

計 65名のうち、市枠の定員は51名 

児童養護施設数３ヵ所：和白青松園（東区 定員106名） 

福岡育児院（東区 定員95名） 

福岡子供の家（早良区 定員96名） 

計 297名定員 

情緒障害児短期治療施設０ヵ所：県内施設の市枠の定員は6名 

自立援助ホーム１ヵ所：かんらん舎（城南区 定員６名） 

 

■福岡市内の児童福祉施設等一覧 

 

 
【注】「子どもの村福岡」は児童福祉施設ではないが、参考のために表示してある。 

福岡子供の家 

福岡子供の家 みずほ乳児院 

（かんらん舎）

■こども総合 
相談センター

福岡乳児院 

福岡育児院 

和白青松園 

乳児院 

児童養護施設 

自立援助ホーム 

子どもの村福岡 子どもの村福岡

福岡子供の家　みずほ乳児院

かんらん舎

福岡子供の家

福岡乳児院

福岡育児院

和白青松園
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福岡市における里親等委託の増加の推移 

 

福岡市では、社会的養護を必要とする 18 歳未満の子どものうち、里親やファミリーホームで

暮らす子どもの数は平成 23 年度末で 115 人となり、里親等委託率は27.9％になる。 
 

■里親委託の現状 

登録里親数 98世帯  

委託里親数 55世帯  

委託児童数 115人  

ファミリーホーム数 ８世帯 ファミリーホーム事業者は全員、里親登録をしてい

る。 

ファミリーホームへの委

託児童数 

45人 里親への委託児童数の内数に入っている。 

【注】平成23年度末 

 

 しかし、８年前（平成 16 年）までは全国平均より低かった！ 

 
平成 16 年度、福岡市において里親に委託されている子どもの数は 27 人、里親委託率は6.9％。

全国平均（8.4％）よりも低い状況だった。 
 
■里親と委託児童数、里親等委託率の推移 

年度 
登録里親数 

（世帯） 

委託児童数 

（人） 

福岡市の里親

等委託率（％）

里親等委託

率の全国平

均（％） 

H16 43（20） 27 6.9 8.4 

H17 51（30） 41 10.6 9.1 

H18 64（37） 53 12.7 9.5 

H19 76（39） 65 15.6 10.0 

H20 77（40） 75 18.3 10.5 

H21 73（40） 85 20.9 11.1 

H22 85（51） 105 24.8 12.1 

H23 98（55） 115 27.9 13.6 

                         【注】数字は各年度末。 

登録里親数のかっこ内の数字は委託里親数。平成21年度からはファミリーホームを含む。 

 

 

 

２ 福岡市における里親等委託の増加の推移 
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■福岡市の里親等委託率（％）の推移（全国平均と比較） 

 

委託率は、平成16年度の6.9％から23年度の27.9％まで、７年間で21％もの増加が見られて

いる。委託児童数も27人から115人と、4.26倍となっている。 

【注】平成20年度までは「里親委託率」。平成21年度からファミリーホーム（小規模住居型児童養育事業）

が加わったため、「里親等
．
委託率」となっている。 

 

■福岡市における施設入所児童数と里親等委託児童数の推移 

 

 



8

   
  8  

 

 

 

■当時の一時保護所の状況 

福岡市の児童相談所である「福岡市こども総合相談センター（えがお館）」は、平成15年に開

設された。法律に基づき、児童相談所の設置とともに一時保護所を附設している。当時の一時保

護所の定員は30名だった（その後、定員は平成17年度35名、平成20年度40名とした）。 

 
■子どもたちは地元・福岡を離れて、遠くの施設へ 

平成 16 年秋、福岡市内の児童養護施設が満杯になる。その後、福岡県内の児童養護施設（11
ヵ所）もいっぱいになった。 
その結果、県外の児童養護施設に福岡市の子どもたちの入所をお願いしなければならなくなっ

た。まずは隣の佐賀県から、そして長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県へ。施設の多くは県庁所

在地から離れているため、片道４時間近くかかる場合がある。ケースワーカー（児童福祉司）は

子どもに会いに行きづらく、親も会いに行けないという状況が生まれた。 
 

■混雑し、“野戦病院化”する一時保護所 

一時保護所に入所する子どもは、平成 12 年度の 250 人から増え続け、平成 17 年度をピーク

に、その後も高い水準で横ばい状態となった。 

行き先が決まらず、一時保護所で何週間も過ごす子どもたち。子どもたちは対人関係のストレ

スと行き先が決まらないストレスを抱え、集団が不安定となった。それがまたストレスを生むと

いう悪循環があり、一時保護所はさながら“野戦病院化”していった。 

 

 
 

３ きっかけは「児童養護施設の空きがない！」 
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市内に施設を新設するのはむずかしい。お金も時間もかかってしまう。 

↓ 

里親委託を検討するも、平成 16 年当時の福岡市の里親登録数は 43 家庭と少なく、 

しかも、そのうち約半数の 20 家庭には既に子どもが委託されていた。 

↓ 

 困った！  

 

■市民の力に目覚める 

平成16年 12月 10、11日 日本子どもの虐待防止研究会（ＪａＳＰＣＡＮ） 第 10 回学術集

会福岡大会（実行委員長 満留昭久さん／福岡大学医学部小児科教授（当時））が開催された。 
ＪａＳＰＣＡＮの大会の関連事業として、子ども関係団体で実行委員会をつくり、第３回市民

フォーラム「子どものいのちと心が尊重される社会の実現をめざして」を開催した。市民フォー

ラムの事務局は、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）「子どもＮＰＯセンター福岡」（代表 大谷

順子さん）。 
実行委員の中に里親制度に興味のある人がいて、分科会の一つで「里親」について取り上げた。

市民フォーラム全体では、２日間で 1000 人もの市民が集まった。 
 

それを目の当たりにした行政は、 

「里親開拓にＮＰＯの力、市民の力を活かせないか？」と考えた。 

↓ 

 施設定員を増やすのではなく、⾥親を増やす⽅向に舵を切った。 

 
 

みつどめ
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「頼れるのは里親さんしかいない！」「里親さんを増やそう」 

↓ 

しかし、従来のような取り組みでは限界がある。 

児童相談所職員の努力だけでは、里親は増えない。地域の中に入っていくことが必要。 

そこで、市民団体やＮＰＯ法人のネットワークと協働して里親開拓を行うことにした。 

 市⺠の⼒をお借りしよう！  

 市⺠とともに⾥親を増やして、⼦どもたちの⾏き場所を増やそう。 

 

福岡市の特性は、子どもの課題に取り組むＮＰＯが多くあり、それらの間にネットワークと連

携が進んでいること⇒市内のＮＰＯ法人に「里親制度普及促進事業」を委託することに 

 

■「子どもＮＰＯセンター福岡」に打診 

福岡市内には里親に取り組むＮＰＯ法人がなかったため、子ども分野にネットワークを広げ、

そのセンターとしての役割を持つ「子どもＮＰＯセンター福岡」に事業委託を打診した（平成17

年１月）。「子どもＮＰＯセンター福岡」は、子ども分野のＮＰＯと連携して、子どもの権利や子

どもの課題に積極的に取り組んできた活動実績があった。 

 

■ネットワークを持っている団体を選んだ理由 

「ネットワークとは、みんなで考えることであり、活動の基盤になるものです。しかし、一から

ネットワークをつくっていくのはむずかしく、時間もかかるため、既に幅広いネットワークを持

っている組織に依頼することは、重要なポイントです。幅広いネットワークを持っている子ども

ＮＰＯセンター福岡にお願いしたことは、結果として、とても良かったです」 

 （こども総合相談センター長 藤林武史さん） 

 

■「子どもＮＰＯセンター福岡」とは？ 

福岡市には、それまでにも子ども関連のＮＰＯ法人が多くあった。 

平成15年、「子ども劇場福岡県センター」が呼びかけ、子どもに関わる市民グループやＮＰＯ

法人と実行委員会を立ち上げて「子どもが育つ地域づくりフォーラム」を開催した。いろいろな

団体とつながり、一緒に活動することで、幅広い視野で多様な動きができる。情報の発信、受信

も幅広くできる。刺激し合え、共通の課題も見えてくる。 

この動きの中から、さまざまなＮＰＯをつなぎ、推進するセンターとしての機能が必要となり、

平成15年９月、「子どもＮＰＯセンター福岡」を立ち上げた。 

【注】子ども劇場は、文化芸術や遊びの体験を通じ子どもと大人がともに育ち合える地域をつくっていこ

うという活動。昭和41（1966）年に福岡で始まった市民運動に端を発している。 

４ 民間の力を借りる 

いち
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■行政側には、民間委託に対する戸惑いもあった 

「福岡市役所内では当初、ＮＰＯ法人に委託することに対して反対もあったと聞いています。 

福岡市こども総合相談センター（えがお館）の藤林所長は、精神科医で、ご自身もＮＰＯ法人

に関わられており、市民活動にも理解が深い。えがお館名誉館長の坂本雅子さん（現・子どもの

村福岡村長）も小児科医で、もともとは民間の方です。そのおふたりが、私たちが市民フォーラ

ムで1000人を集めた実績を評価して、『あそこに頼めば、うまく行きます』と強力に押してくれ

たと聞いています」（「子どもＮＰＯセンター福岡」事務局長 宮本智子さん） 

 

■「子どもＮＰＯセンター福岡」の活動及び関係図 

 

※資料 福岡１ 特定非営利活動法人「子どもＮＰＯセンター福岡」のパンフレット（三つ折り） 

 
 

特定非営利活動法人 子どもＮＰＯセンター福岡 

〒810-0042 福岡県福岡市中央区赤坂1-2-7みずほビル506号 

TEL/FAX 092-716-5095 

E-Mail  kodomo-npo.cf@rose.ocn.ne.jp 

HP(URL): http://www3.ocn.ne.jp/~kodomocf/ 
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■事業委託を受けるにあたってＮＰＯ法人の不安と決断 

「私たちは、子どもの健全育成の分野で活動してきた者がほとんどでしたので、“里親”とい

う言葉は知っていても、深いことは何も知りませんでした。それに『行政責任で専門家が行うこ

と』という認識がありましたし、『私たちにできるのだろうか？』という不安もありました。実

際、『素人が手を出すような仕事ではない』と、反対の意見もあったほどです」 
「それでも、私たちが『これは受けなければならない』と決断したのは、初めて知った、社会

的養護の子どもたちの厳しい現実だったのです」 
（「子どもＮＰＯセンター福岡」代表 大谷順子さん） 

 
■市民ネットワークと行政との協働で進めよう 

 「子どもＮＰＯセンター福岡」は、まわりのＮＰＯ法人に参加を呼びかけた。児童相談所の関

係者も実行委員会に参加した。 
呼びかけに集まった団体は、「子どもＮＰＯセンター福岡」「ふくおか・こどもの虐待防止セン

ター」「アジア女性センター」「福岡ＹＷＣＡ」「にじいろＣＡＰ」「チャイルドライン もしもし

キモチ」などのメンバー、そして、こども総合相談センター（児童相談所）の関係者。 

市内の里親で参加したのは、当初は１名だけだったが、後に福岡市里親会につながり、会長と

副会長が参加した。小児科医も関心が高く、参加するようになった。 

 

  市⺠のネットワークと官⺠協働型の実⾏委員会が、事業の成功のカギとなった。   

 
■「市民参加型里親普及事業」実行委員会の結成 

 松本壽通さん（松本小児科医院院長、ふくおかこどもの虐待防止センター代表）を委員長とし

て、実行委員会が結成された。 

事業を始めるにあたって、里親制度を知るための勉強会を３回実施した。そこで社会的養護の

現実を知ると共に、取り組むべき課題がすこしずつ見えてきた。 
【注】「市民参加型里親普及事業」の事業内容は14ページを参照。 
 

■勉強会を通して、お互いにショックを受ける 

 勉強会は、お互いを知る良い機会になった。民間側は、それまで全く知らなかった市内の子ど

もたちの状況を知った。 

「勉強会では、“里親”という名前に暗いイメージがあるから増えないのではないか？ など

と話し合いました。こども総合相談センターの所長や職員も参加して要保護児童の状況を話して

くれたのですが、そこで、私たちは福岡市内の子どもたちが県外へ、遠くは鹿児島県の児童養護

施設まで行っていると知り、大きなショックを受けたのです」 
（「子どもＮＰＯセンター福岡」事務局長 宮本智子さん） 

５ 官民合同の勉強会から始めた 
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一方、行政側は、里親制度や社会的養護のことが市民には全く知られていない現状を突き付け

られた。 
「福岡市の社会的養護の現状と里親制度の必要性を、幅広く市民に伝える必要があることを痛

感しました。そして、知っていただいた人の中から、里親登録を希望する人も出てくるのではな

いか？ と考えました」（こども総合相談センター長 藤林武史さん） 
 
 

「私たちＮＰＯは長年、子どもたちに関する活動を続けてきたのに、 

要保護児童が見えていなかった……。 

 

なぜ、要保護児童たちの実情を市民に知らせないの？ 

自分たちが住んでいる町で何が起きているかを知るのは、とても重要なこと」 

↓ 

 「市⺠参加型⾥親普及事業」の始まり  

 



14

   
  14  

 

 

 

 

■委託事業を受ける 

 平成 17 年３月、「福岡市子ども総合計画」が発表された。里親委託率の目標は「５年後の平成

22 年に 13％」となっていた。 
４月、里親支援事業（市民参加型里親普及事業）を３年間のモデル事業として、「子どもＮＰ

Ｏセンター福岡」が受ける。当時、こども総合相談センター長の藤林さんは「里親を 20 名増や

せたら、いいですね」と話していたという。 
 
実際は、平成17年度から19年度までの３年間で45世帯もの新規里親登録があった。

里親委託率は 19 年度末には 15.6％になり、５年計画だった目標を３年で達成した。 

 

■最初にイメージをつくる＝市民ならではの柔軟な発想 

 初めに、事業のイメージをつくることにした。「里親＝暗いイメージ」を払拭したい。明るく、

素晴らしいイメージに変えていきたい。そのために、プロのデザイナーにデザインを、コピーラ

イターにコピー（キャッチフレーズや説明文）を依頼した。 

 「社会的養護の分野は言葉が堅いので、一般の人たちになじみやすい言葉で伝えていくことが

必要だと思いました」（「子どもＮＰＯセンター福岡」代表 大谷順子さん） 

 コピーライターは、１年近くフォーラムとミニ講座に通って、平成18年２月、「新しい絆プロ

ジェクト」「ファミリーシップふくおか」というコピーを提案した。 

 

 事業名を「新しい絆プロジェクト」と名付ける。 

 

■新しい絆プロジェクト（市民参加型里親普及事業）の内容 

・事業の目的は「里親制度の普及啓発・里親の新規開拓・里親委託数の増加」 

・事業の実行委員会の名前を「ファミリーシップふくおか（市民参加型里親普及事業実行委員会）」

とする。 

・実行委員は、「子どもＮＰＯセンター福岡」の呼びかけで集まった市内のＮＰＯ法人、市民団

体、こども総合相談センター（児童相談所）の職員、福岡市里親会のメンバー、小児科医。 

・こども総合相談センターと「子どもＮＰＯセンター福岡」で、1 年間の活動計画（行事）を決

めて実施する。 

【注】「ファミリーシップふくおか」の詳しい内容に関しては、次のページ（15ページ）を参照。 

 

 

６ ３年間のモデル事業としてスタート 
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■新しい言葉をつくり出す 

◇事業の名称は、「新しい絆」プロジェクト 

里親と子どもの出会いに象徴される「新しい絆」。里親家庭を支える地域のつながりもまた「新

しい絆」。その名称は、出会い方の多様なイメージを限りなく広げるものとなった。 
◇実行委員会の名称は「ファミリーシップふくおか」 

ファミリーシップ（Familyship）はコピーライターの造語。友情を表わすフレンドシップや、

協力関係を表わすパートナーシップにちなんで、家族（ファミリー）と船出（シップ）の２つの

言葉をつなげた。 

「ファミリーシップふくおか」には、「みんなで夢に向かって漕ぎ出そう」という思いが込め

られている。その後、「ファミリーシップ」は実行委員会名だけでなく、市民参加型の運動の名

前になり、他自治体でも使われ始めている。 

 

「ファミリーシップふくおか」のモットーは「家庭を必要とする⼦どもに⾥親を」 

 

■「ファミリーシップふくおか」はボランティア 

実行委員会のメンバーは全員ボランティアで、メンバーは 25 人。代表は満留昭久さん（福岡

国際医療福祉学院 学院長 、福岡大学名誉教授）。 

実行委員会の会合は、年に７回開催している。開催は平日の 19:00～20:30。毎回 15 人程度参

加する。会場は、福岡市内の公共施設の会議室。 

話し合いの内容は、里親普及や委託の現状報告に始まり、事業の報告、今後の企画などについ

てで、ＮＰＯ法人、里親会、行政など、それぞれの立場から熱く活発な意見が交わされる。 

 

■「ファミリーシップふくおか」の会合の内容 

開催月によっても異なるが、会合の主な内容は以下の通りである。 

 ・里親委託の現在の状況報告 
 ・里親サロン、里親講座の報告 
 ・直近の事業のまとめ 
 ・今後の企画内容についての検討 
 ・虐待防止活動など、さまざまな社会的養護の活動の交流（必要な場合はミニ学習会を開く） 
 ・次回の開催日時などの確認 
会合の内容を委員全員で共有するために、事務局から毎回、議事録を実行委員に送っている。 

 

※資料 福岡２ 平成23年のファミリーシップふくおか 名簿 

 

 

７ 「ファミリーシップふくおか」とは？ 
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■里親委託等推進委員会との違い 

「ファミリーシップふくおか」はボランティアの実行委員会であり、国が示している「里親委

託等推進委員会」とは異なる。しかし、他自治体からの視察の人にその違いを理解していただく

ことは非常にむずかしい。 

 

【参考】里親委託等推進委員会とは？ 

 里親委託等推進委員会は、厚生労働省が定め、平成20年４月から実施されている里親支援機関

事業のうち、「里親委託推進・支援等事業」に定められたものである。 

里親委託等推進委員会は、児童相談所に配置された里親委託等推進員（福岡市では「里親対応

専門員」という名称）、児童相談所の里親担当職員、里親及び施設職員により構成し、必要に応

じて学識経験者を加える。里親委託等推進委員会は「里親委託推進・支援等事業」の実施にあた

り、必要な助言・指導を行う。 

 

 福岡市における里親委託等推進委員会は、「子どもＮＰＯセンター福岡」が事務局となり、年

３回実施している。 

委員会を構成する団体：大学（２）、市里親会、市乳児院、市児童養護施設、市民生委員児童

委員協議会、市社会福祉協議会、子どもＮＰＯセンター福岡、行政（市役所担当課、区子育て支

援課、区保健福祉センター、児童相談所） 

里親委託等推進委員会は、行政関係者や専門家からなるフォーマルな団体である。ファミリー

シップふくおか（実行委員会）は、里親委託を推進していく役割だけではなく、ＮＰＯとフォー

マルな団体の関係者との関係をつくっていく役割も果たしている。 

 

※資料 福岡３ 平成23年度 福岡市里親委託等推進委員会 委員名簿 

 

■実践記録の報告『新しい絆を求めて～ファミリーシップふくおか ３年のあゆみから』 

 「子どもＮＰＯセンター福岡」では、福岡市における市民と行政の協働の記録を本にまとめて、

出版・販売している。 

判型：Ａ５版  ページ数： 90 ページ  定価：600 円 
 

＜報告書の紹介文から＞ 
「平成17年の里親委託率は6.9％。３年後の平成19年度末は15.63％。各界の注目をあびた“驚異

の伸び”のヒミツはどこにあったでしょうか？ 「家族と暮らせない子どもたち」を迎える「新

しい絆」。その模索の中から見えてきたものは？ これは、福岡市における市民と行政の協働に

よる里親普及の取り組みの記録です。 

お名前とご住所、連絡先と希望冊数を書いて、下記まで御連絡下さい。振込用紙と請求書を同

封の上お送り致します。送付の場合は、別途送料100円。料金は申込者の負担となります。」 
【注】「子どもＮＰＯセンター福岡」の連絡先は、11ページを参照。 

 
※資料 福岡４ 『新しい絆を求めて～ファミリーシップふくおか３年のあゆみから～』のチラシ 
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■フォーラム開催にあたって 

 当初、福岡市からは「区ごとに説明会を開く」という事業計画案が示された。それに対し、「子

どもＮＰＯセンター福岡」代表の大谷順子さんが「市の案のとおりにしなくてもよければ、受け

ます」と言った経緯がある。 
これが分岐点になり、市全体を対象にする市民フォーラムの開催に至った。 
⇒行政の感覚で進めるのではなく、市民感覚を持つＮＰＯの考えを活かす。 

 
■ＮＰＯの人脈を活かした大量のチラシ配布＝民間ならではの広報活動 

 市民フォーラムのチラシを 6000～7000 枚（現在は 1 万枚）刷って、ありとあらゆるところに

置いてもらった。子どもプラザ、区役所、公民館、図書館、大学、民生委員などの福祉関係、県

内の６児童相談所（京築、宗像、福岡、久留米、大牟田、田川）、県内の児童養護施設、県内の

乳児院など。また、ＮＰＯの集まりや講演会など、多様な市民が集まる場にも配布している。 
チラシの＜「家庭」を失った子どもたちのために＞というタイトルが市民の目を引いた。チラ

シを市役所１階にある「情報プラザ」に置いたら、ミニコミ紙の取材が来た。 
のちに、施設関係者の意見を元に『「家庭」を失った』を『「家族」と暮らせない』に変更した。 

【注】「情報プラザ」では、市内のイベントや暮らしに役立つお知らせ、市職員や市営住宅の募集など、市

政や文化・スポーツ・レクリエーションに関する情報を提供している。 

 

 市⺠の興味を引くタイトルをつけ、広い範囲に知らせる。 

 
■第１回フォーラムは大成功 

 平成 17 年７月 16 日に開催。参加者は 192 名。申し込みの段

階から反響が大きかったが、主催者の予想を超える参加者が集ま

った。 
 フォーラムの内容は、社会的養護を必要とする子どもたちの現

状と里親の体験談。講師は（故）坂本和子さん（当時、東京都の

ＮＰＯ法人「里親子支援のアン基金プロジェクト」の事務局長）、

福岡市の里親さん、坂本雅子さん（えがお館名誉館長）。 
【注】なお、「ＳＯＳ子どもの村」の情報は、このときに坂本和子さん

からＮＰＯ法人にもたらされた。「ＳＯＳ子どもの村」については、『23 

「子どもの村福岡」の設立』（41～44ページ）を参照。 

 
 

 

 

８ 里親を知ってもらう市民フォーラムを開催 
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■フォーラムで得た感動を実際の行動につなげていく仕組み＝アンケート 

講師の話（体験談）はかなりのインパクトがあり、参加者の心を動かした。とくに、実際に里

親をしている人の話は印象が強い。 
 ⇒里親の体験談には力がある。 

参加者は、自分たちの住んでいる市で起きていることなのに現状を知らないことにショックを

受け、「自分たちに何ができるか」を考えるようになった。 
 ⇒「協力アンケート」に積極的に記入（アンケートには、書いた人の連絡先を記入

する欄もある）。 

【注】「協力アンケート」の内容については、『12 里親だけでなく協力者も募集』（24ページ）で詳しく説

明している。 

 

■アンケートに表れた市民の関心の高さ 

「里親制度に関心を持つ」と答えた人がほとんど。 
「里親をもっと知りたいか？」……「はい」が 30～40 名 
「里親になりたいか？」……「はい」が 12 名  
⇒これを受け、２ヵ月後の９月に里親についてのミニ講座を開催する。 
開催にあたっては、アンケートに「里親をもっと知りたい」「里親になりたい」と記入して

くれた人に案内を送付した。 
ミニ講座は昼と夜の２回開き、それぞれ 20 名の参加があった（計 40 名）。 
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■里親の次は、子どもたちの体験談を聞く 

 「里親の次は、里親家庭で育つ子どもたちの話が聞きたい」と

いう意見があり、11 月にトークセッション「里子たちが語る 家

族」を開催。103 名が参加した。 
「徹子の部屋」ならぬ「たけしの部屋」と称し、藤林武史所長

が対談形式で、里親家庭で育った２人の青年から話を聞いた。 
 
■当事者である子どもの意見を聞くことで…… 

 里親家庭で育った青年たちの体験談は、参加者に強い印象を与

えた。 
「彼らの話を聞いて、産みの親から切り離された子どもたちは

すごい葛藤の中で育つのだな、と思いました。里親家庭に委託された子どもはあるとき、家族の

中で自分だけが違う存在であることに気づき、『ここにいて、いいのか？』という悩みに突き落

とされるときがあります。それから、『ここにいても、いいんだ』と、心底思えるようになるま

で、もがくように苦しむ時期があります。このことは、その後、多くの子どもたちからも共通の

体験として聞きましたが、その葛藤をどのように乗り越えるのか？ 彼らの立場に立って考え、

向き合う大人のありようが決定的に重要であると感じました」 
（「子どもＮＰＯセンター福岡」代表 大谷順子さん） 

 
■「子どもはみんな社会の子」 
市民フォーラムや里親ミニ講座のアンケートには、「子どもはみんな社会の子」という感想や

メッセージが多かった。 

さまざまな事情で家庭を失った子どもたちが、どの子もみんな“社会の子”として、家庭的な

温かさに包まれ、地域に支えられて育つことを願う。 

それが、「新しい絆プロジェクト」の基本姿勢になっていった。 
 

■浮かび上がってきた３つの主題 

 里親家庭で育った青年たちの話を聞いたことで、次の主題が浮かび上がってきた。 
① 「里親＝かわいそうな子を預かっている人」というイメージは正しくない。 

② 大事なことは、子どもを中心にして、子どもの立場で考えること。 

③ 社会の保護を必要とする子どもたちが大人になるための育ちと、その後の人生を保

障するにはどうしたらいいのか？ 

 

■子どもを地域で育てるには 

 里親だけでなく、地域の人も含めてチームで、そして地域のつながりで、里親家庭の子どもた

ちを育てていくことが大事であるという認識が出てくる。 

９ ４ヵ月後には第２回フォーラムを開催 
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 そのためには、里親であることを隠さない。 

⇒「オープンでなければ広まらない」 

  ⇒ 社会的養護を市民全体の関心事にしていく。 

 

 「⼦どもはみんな社会の⼦」という認識の広がり  

↓ 

 平成 17（2005）年は、福岡市における「⾥親元年」となった。 

 

■ヘネシー澄子さんを呼んでフォーラムを開催 

 平成 18 年２月３日、フォーラム『愛着の絆を結ぶために～わが子にあげたい「一生の幸せの

鍵」～』を開催した。 
ヘネシーさんは、画像やビデオを使って、愛着の絆が脳の正常な発

達を促すことを説明。愛着の絆は、血のつながりのない里親と子ども

の間柄でもきちんと結べること、愛着の絆を結べなかった 80 代の母親

と 60 代の息子も、修復療法によって絆を結び直すことができた話など

をやさしい語り口で説明した。 
このテーマ（愛着障害）への関心は深く、幼稚園・保育園、民生委

員・児童委員、主任児童委員、医療福祉系専門学校、里親会、児童相

談所、行政職員、施設、子どもに関わる民間団体、個人など、さまざ

まな分野から 301 名が参加した。 
 

■社会的養護の“社会化”へ 

 市民に知ってもらうことで、次のような流れが出てきた。 
 

 市⺠が市内の⼦どもと家庭の実情を知る。 

↓ 

 要保護児童の問題を⾃分たちの課題につなげていく。 

↓ 

 社会的養護の““社会化”  
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 上段の左端は、平成 18 年 7 月のフォーラムのチラシである。翌 19 年のフォーラムからはデザ

イナーに依頼し、手のひらと家族をイメージしたイラストと「新しい絆」という言葉を用いて、

イメージを統一している。一目でわかるので、市民の目を引きやすい。 
 

【平成 18 年まで】   ⇒  【平成 19 年から】 わかりやすく、親しみやすいイメージに 

    

    

  
  

10 平成１9 年からイメージを統一 
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■一般の人にわかりやすい言葉で伝える 

 こども総合相談センターとして、「里親さん募集」のパンフレットを作成。デザインはデザイ

ナーに入ってもらい、言葉づかいは「ファミリーシップふくおか」のメンバーからもアドバイス

をもらった。 
「市民の感覚が入ると、私たち行政の職員に比べると自由な発想があり、デザインや言葉がや

さしく、わかりやすいですね」（現・里親事業推進係長） 
 

※資料 福岡５ こども総合相談センターの「里親さん募集」のパンフレット（三つ折り） 

※資料 福岡６ こども総合相談センターの「里親さん募集 Ｑ＆Ａ」のチラシ 

 
■市営地下鉄の駅に電照広告板を設置 

 「子どもの村福岡」の尽力で、地下鉄の駅構内にある電照広告板を借りることができた。この

スペースに「子どもの村福岡」と里親募集を合わせてデザインした。 
数ヵ所の駅に飾られた広告は、＜「新しい絆」を子どもたちが待ってる 福岡市で里親さん募

集！＞との呼びかけと、可愛いデザインで人目を引き、評判になった。 
 
 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

▲地下鉄駅ホームの壁に設置された電照広告板 

 

■「市政だより」などによる広報啓発 

 「ふくおか市政だより」において、「里親制度をご存じですか？」というタイトルで特集記事

を掲載した。また、市政放送番組「つぼラボ」で里親制度を放送し、制度の説明と共に、実際に

里親をしている人の声を紹介した。 
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■市民フォーラムの講師の決め方 

 フォーラム「新しい絆」は毎年２回実施している。講師は、実行委員会である「ファミリーシ

ップふくおか」で決めている。フォーラムの内容は、①基調講演 ②社会的養護を必要とする子

どもたちの現状 ③里親さんや元里子さんが語る体験談（生き生きと実例を語っていただく）。 
※資料 福岡７ ファミリーシップふくおかフォーラム「新しい絆」  各回の内容と講師一覧 

 
■感動の共有が市民の心を動かした 

 司会は、「ファミリーシップふくおか」のメンバーが交替で担当している。ときには、フォー

ラムの中でやさしい音楽を流したり（５～10 分程度）、絵本『ふたりのおかあさんからあなたへ

のおくりもの』（発行・家庭養護促進協会大阪事務所）を朗読したり、一緒に歌をうたうことも

ある。こうした試みはアンケートでも好評である。行政からの報告は、よくある「制度の説明」

ではなく、福岡市の児童虐待と社会的養護の現状を伝えている。 
「私たちの願いは、社会的養護を必要とする子どもたちを家庭環境で育てていくこと。その願

いを実現させていくには、そこに向けて市民の心が動くようにしなければなりません。そのため

に、フォーラムの中で感動をどうつくり出すかが大事なことでした」 
              （「子どもＮＰＯセンター福岡」代表 大谷順子さん） 

 フォーラムは一見、同じことを繰り返しているように見えるかもしれないが、毎回、参加者の

４割は新しい人が参加している（６割がリピーター）。 

 感動の共有が成功の秘訣  

 
■市民が参加しやすい工夫＝託児の充実 

子育て世代や里親さんも参加しやすいように、必ず託児を設ける。預かる子どもの人数は 30
～40 名と多くなるので、小学生未満と小学生以上が分かれて活動するように、スタッフ体制をと

っている。また、里親会の定例会や里親サロンでも、子どものためのワークショップやプログラ

ムを行っている（絵本作り、音を楽しもう、松ぼっくりツリー作り、バルーンアート、１日プレ

イパーク、ハーモニカ演奏など）。福岡で活動している芸術家やアート系グループ、外遊びのプ

レイワーカーなど、いろいろな団体をコーディネートして充実した内容を工夫している。 

 ⼦どもが参加したいイベントには、⼤⼈も付いてくる。 

※資料 福岡８ 子どもプログラムのチラシ 

 
■こまめに案内＝リピーターをつくる 

 一度でもフォーラムに来てくれた人には、封書で案内を送る。そのとき、いろいろなチラシや

市民フォーラムのお知らせも同封する。市外や県外から来てくれた人にも案内を送る。遠方に住

んでいても、里親サロンやミニ講座に参加したい人はいる。 

11 感動でつながっていく仕組みづくり 
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■平成20年度から、新たなステージへ 

平成17～19年度において展開された「市民参加型里親普及事業」は、３年間のモデル事業だ

ったため、平成20年３月に終了した。 

平成20年４月からは、「里親養育支援共働事業」として新たな事業が始まっている。この事業

は福岡市の重点事業として位置づけられている。 

「里親養育支援共働事業」の目的は、ＮＰＯ団体などの地域浸透力を活かし、里親制度の普及

啓発を推進することにより、里親の開拓及び委託児童数の増加、里親家庭への支援をはかること

である。 

 

■里親養育支援共働事業の内容 

平成20年度からの「里親養育支援共働事業」において、「子どもＮＰＯセンター福岡」が行っ

ている事業は２種類である。 

① 里親制度普及促進事業（広報啓発活動など） 

市民フォーラム「新しい絆」（年２回）、施設見学会、出前講座の開催 

② 里親委託推進事業・支援等事業 

・市民フォーラムや出前講座などへの参加者を中心に「協力アンケート」への記入を募り、里親

と子どもへの支援が可能な人材を発掘。協力ボランティアとして登録し、必要な里親家庭へ派遣

している。 

⇒里親と子どもの支援体制づくり 

・里親サロン、里親ミニ講座の開催 

 里親や里親を希望する人が集い、定期的な交流を行う。相互の情報交換や里親の養育技術向上

などを図る。 

・里親委託等推進委員会の開催 

 実施回数は年３回。社会的養護の現状及び里親委託などの現状や取り組みについて報告し、市

の取り組みについて、情報の共有を図る。 

【注】里親委託等推進委員会について、詳しくは16ページを参照。 

14 現在の里親委託推進事業 
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■市民フォーラムがメディアに取り上げられる 

 年に２回の市民フォーラム（シリーズタイトル「新しい絆」）と、地域の公民館で里親が体験

談を語る出前講座には多様な市民が集まる。 

地元のメディア（マスコミ）は市民フォーラムを積極的に取り上げ、里親家庭を取材した。地

元の西日本新聞が社会的養護に関連した記事を連載したこともあった。その結果、里親制度や社

会的養護への関心が少しずつ市民の間に広がっていった。 

 

※資料 福岡10 市民フォーラムを紹介する西日本新聞の記事 

 

■メディアを味方につける 

ＮＰＯ法人の方針は、新聞をはじめとするメディアを協働のパートナーとして、ともに子ども

たちの支援者になっていくこと。 

 ⼦どものことを、丁寧に考える市⺠の輪をつくっていく。 

 
■メディアとの協働で、児童相談所と市民の関係が変わる 

 こども総合相談センター（児童相談所）は、以前はメディアに対して苦手意識があったが、友

好的な関係に変わった。 
 こども総合相談センターは、新聞社・テレビ局・ラジオ局などから、取材のために「里親さん

を紹介してください」という要望があったら、応える。 
西日本新聞に、児童相談所の密着記事が載ったことで、市民の児童相談所への理解が深まった。 
⇒市民と児童相談所の関係が変わり、互いを「活用する」意識ではなく、パートナー

シップが築かれていく。 

 メディアはパートナー  

 
■メディアに取り上げられると、問い合わせが増える 

 新聞・ラジオ・テレビなどで取り上げられるにつれ、電話での「里親になりたいのですが……」

という問い合わせが、こども総合相談センターや「子どもＮＰＯセンター福岡」に来る。そうい

う人には、里親ミニ講座や里親サロンを紹介している。 
【注】里親サロンについては、『15 市民が参加する出前講座と里親サロン』（27～28ページ）を参照。 

 
■他県からの視察が多い 

 平成 23 年度にあった他県の行政の視察は 12 ヵ所だった。視察の目的としては、行政とＮＰＯ

法人との協働に関心が高い。 

13 メディアとの協働 
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■平成20年度から、新たなステージへ 

平成17～19年度において展開された「市民参加型里親普及事業」は、３年間のモデル事業だ

ったため、平成20年３月に終了した。 

平成20年４月からは、「里親養育支援共働事業」として新たな事業が始まっている。この事業

は福岡市の重点事業として位置づけられている。 

「里親養育支援共働事業」の目的は、ＮＰＯ団体などの地域浸透力を活かし、里親制度の普及

啓発を推進することにより、里親の開拓及び委託児童数の増加、里親家庭への支援をはかること

である。 

 

■里親養育支援共働事業の内容 

平成20年度からの「里親養育支援共働事業」において、「子どもＮＰＯセンター福岡」が行っ

ている事業は２種類である。 

① 里親制度普及促進事業（広報啓発活動など） 

市民フォーラム「新しい絆」（年２回）、施設見学会、出前講座の開催 

② 里親委託推進事業・支援等事業 

・市民フォーラムや出前講座などへの参加者を中心に「協力アンケート」への記入を募り、里親

と子どもへの支援が可能な人材を発掘。協力ボランティアとして登録し、必要な里親家庭へ派遣

している。 

⇒里親と子どもの支援体制づくり 

・里親サロン、里親ミニ講座の開催 

 里親や里親を希望する人が集い、定期的な交流を行う。相互の情報交換や里親の養育技術向上

などを図る。 

・里親委託等推進委員会の開催 

 実施回数は年３回。社会的養護の現状及び里親委託などの現状や取り組みについて報告し、市

の取り組みについて、情報の共有を図る。 

【注】里親委託等推進委員会について、詳しくは16ページを参照。 

14 現在の里親委託推進事業 
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■フォーラムなどで「協力者アンケート」を配布 

里親関係のフォーラムや出前講座などに参加した人にはアンケートの記入をお願いしている

が、何らかの形で、里親家庭や地域への活動などに協力していただける方には「協力者アンケー

ト」に記入してもらう。フォーラムでの託児ボランティアも、「協力者アンケート」に「協力で

きる」と記入してくれた人にお願いしている。 
 

※資料 福岡９ 「新しい絆フォーラム」などで配布するアンケート用紙 

 
■里親家庭の協力者（ボランティア）を募る 

 里親家庭のためのボランティアは無償。 

ボランティアの集め方は、フォーラム後のアンケートによる。具体的には、アンケートにボラ

ンティアの申し込み欄をつけておき、その欄にその人ができることを記入してもらう。それを「子

どもＮＰＯセンター福岡」の事務局が整理し、登録しておく。 

 ボランティア希望者には、里親家庭から要望があったときに連絡をする。ボランティアと里親

家庭のマッチングは、「子どもＮＰＯセンター福岡」が行う。 

児童相談所の里親対応専門員から「このようなボランティアが欲しい」という連絡があったら、

それを提供できる複数のボランティア希望者に電話をし、できたら面接をして選ぶ。選んだら、

里親対応専門員に連絡し、一緒に里親家庭を訪問する。 

 
■里親家庭で暮らす子どもへの支援メニュー 

 ①遊び相手、相談相手……子どもの外出に付き合ったり、里親に言いにくいことなどの相談。 
 ②学習指導＝家庭教師……時間をかけて、ゆっくりと教えてくださる方にお願いする。 
 
■地域での活動を支援 

 ①ＰＲ・広報活動 
 ②里親講座などの企画 
 
■その他 

託児ボランティア……里親の会合や研修の際、里親が子連れでも気軽に参加できるように託児

を引き受ける。 
⇒協力者になることで、市民意識が醸成される。 

⇒里親制度に理解のある市民は、里親に子どもが委託された後、地域の良き理解者と

なる。「○○家の応援団をつくろう！」 

 

 ⾝近な地域レベルでの⼦育て⽀援が広がっていく。 

12 里親だけでなく協力者も募集 
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■市民フォーラムがメディアに取り上げられる 

 年に２回の市民フォーラム（シリーズタイトル「新しい絆」）と、地域の公民館で里親が体験

談を語る出前講座には多様な市民が集まる。 

地元のメディア（マスコミ）は市民フォーラムを積極的に取り上げ、里親家庭を取材した。地

元の西日本新聞が社会的養護に関連した記事を連載したこともあった。その結果、里親制度や社

会的養護への関心が少しずつ市民の間に広がっていった。 

 

※資料 福岡10 市民フォーラムを紹介する西日本新聞の記事 

 

■メディアを味方につける 

ＮＰＯ法人の方針は、新聞をはじめとするメディアを協働のパートナーとして、ともに子ども

たちの支援者になっていくこと。 

 ⼦どものことを、丁寧に考える市⺠の輪をつくっていく。 

 
■メディアとの協働で、児童相談所と市民の関係が変わる 

 こども総合相談センター（児童相談所）は、以前はメディアに対して苦手意識があったが、友

好的な関係に変わった。 
 こども総合相談センターは、新聞社・テレビ局・ラジオ局などから、取材のために「里親さん

を紹介してください」という要望があったら、応える。 
西日本新聞に、児童相談所の密着記事が載ったことで、市民の児童相談所への理解が深まった。 
⇒市民と児童相談所の関係が変わり、互いを「活用する」意識ではなく、パートナー

シップが築かれていく。 

 メディアはパートナー  

 
■メディアに取り上げられると、問い合わせが増える 

 新聞・ラジオ・テレビなどで取り上げられるにつれ、電話での「里親になりたいのですが……」

という問い合わせが、こども総合相談センターや「子どもＮＰＯセンター福岡」に来る。そうい

う人には、里親ミニ講座や里親サロンを紹介している。 
【注】里親サロンについては、『15 市民が参加する出前講座と里親サロン』（27～28ページ）を参照。 

 
■他県からの視察が多い 

 平成 23 年度にあった他県の行政の視察は 12 ヵ所だった。視察の目的としては、行政とＮＰＯ

法人との協働に関心が高い。 

13 メディアとの協働 
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■平成20年度から、新たなステージへ 

平成17～19年度において展開された「市民参加型里親普及事業」は、３年間のモデル事業だ

ったため、平成20年３月に終了した。 

平成20年４月からは、「里親養育支援共働事業」として新たな事業が始まっている。この事業

は福岡市の重点事業として位置づけられている。 

「里親養育支援共働事業」の目的は、ＮＰＯ団体などの地域浸透力を活かし、里親制度の普及

啓発を推進することにより、里親の開拓及び委託児童数の増加、里親家庭への支援をはかること

である。 

 

■里親養育支援共働事業の内容 

平成20年度からの「里親養育支援共働事業」において、「子どもＮＰＯセンター福岡」が行っ

ている事業は２種類である。 

① 里親制度普及促進事業（広報啓発活動など） 

市民フォーラム「新しい絆」（年２回）、施設見学会、出前講座の開催 

② 里親委託推進事業・支援等事業 

・市民フォーラムや出前講座などへの参加者を中心に「協力アンケート」への記入を募り、里親

と子どもへの支援が可能な人材を発掘。協力ボランティアとして登録し、必要な里親家庭へ派遣

している。 

⇒里親と子どもの支援体制づくり 

・里親サロン、里親ミニ講座の開催 

 里親や里親を希望する人が集い、定期的な交流を行う。相互の情報交換や里親の養育技術向上

などを図る。 

・里親委託等推進委員会の開催 

 実施回数は年３回。社会的養護の現状及び里親委託などの現状や取り組みについて報告し、市

の取り組みについて、情報の共有を図る。 

【注】里親委託等推進委員会について、詳しくは16ページを参照。 

14 現在の里親委託推進事業 
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■福岡市が行っている出前講座 

 福岡市では、市民とともにまちづくりを進めるための取り組みとして、市の職員が地域に出向

いて、市の取り組みや暮らしに役立つ情報などを説明する「出前講座」を行っている。平成 24
年度は 190 の講座を取りそろえた。 
市内に在住、勤務、または在学するおおむね 10 人以上で構成されたグループで、用意された

テーマから受けたい講座を選び、担当課に申し込む。 
費用は無料だが、会場は申し込むグループで用意する。開催は福岡市内に限る。講師料、交通

費など、講座にかかる費用は無料（会場経費が必要な場合は、申込団体の負担になる）。 
 

■出前講座＜「里親」のことを知ってください！＞ 

○市の講座 
 里親に関する講座＜「里親」のことを知ってください！＞は、こども未来局の出前講座の一つ。

内容は「里親制度の概要／里親になるためには／福岡市の取り組み」。担当は、こども総合相談

センターのこども支援課である。 
 出前講座を申し込みたい人は、出前講座のパンフレットの中にある申込書に記入して、こども

支援課にＦＡＸするか、電子メールで申し込む。 
出前講座のホームページのURL  http://www.city.fukuoka.lg.jp/demae/ 

 
○ＮＰＯの講座 

 一方、行政の出前講座とは別に、「子ども NPO センター福岡」でも「出前講座致します！！」

のチラシを作成し、さまざまな機会に配布している。また、ホームページにも出前講座案内の掲

載をして、独自に申し込みを受け付けている。 
なお、こども支援課と子どもＮＰＯセンター福岡は、それぞれにどのような申し込みが来たか

を情報交換している。基本的には申し込みを受け付けたところが行くが、どちらが行くか、一緒

に行った方が良いかなど、相談して対応することもある。理由は、講座を聞く相手によって聞き

たい内容が異なるためで、民生委員には行政が話し、学生や企業相手ならＮＰＯ法人が話すこと

が多い。申し込みは年に 10 件弱。 
 

※資料 福岡11-１ 「出前講座いたします！！」のチラシ（ＮＰＯ法人） 

※資料 福岡11－2 出前講座申込書（福岡市） 

 

■里親サロンの工夫 ――「オープン」と「クローズド」 

 サロンには「オープン」と「クローズド」の２種類がある。開催時間は２時間程度。参加者に

は、サロンでの内容についてはプライバシーに配慮するように注意を喚起している。 

開催回数は、合わせて年に10回程度、土曜日か日曜日に開催している。 

Ａ 「オープン」は、制度と里親に関心のある人が対象で、基礎研修を兼ねている。サロンでは

15 市民が参加する出前講座と里親サロン 
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養育についての話し合いを通して、里親として養育をしている人と里親希望者との交流がはから

れている。サロン開催日の午前中は、里親希望者を対象とした講座も開催して、登録につなげる

ようにしている。 
Ｂ 「クローズド」は、里親登録者のみが対象（未委託の人も含む）。全員が発言できるように、

８人前後に分かれてグループで話し合う。 
ファシリテーター（進行役）は６人で、「子どもＮＰＯセンター福岡」の宮本さん、こども総

合相談センターの里親対応専門員や里親担当者が担っている。 
サロンでは、グループのメンバーが固定しないように、グループの分け方に配慮している。登

録種別（特別養子縁組の里親、養育里親、現在市内８ヵ所にいるファミリーホーム事業者）、委

託している子どもの年齢によるものなど。同じ立場だと、話題が共通しているので、話が盛り上

がる。また、話し合うテーマを決めることもある。サロンでの様子が気になった里親さんに対し

ては、その後の支援につなげる。 
子どもを委託している里親世帯で、サロンに参加しているのは半分弱。１度でも参加した人を

入れると、委託里親の半数が参加したことがある。新規登録の際には、里親サロンに参加するこ

とが基礎研修の一環になっている。 
 

■市民参加でもたらされた変化 

 里親サロンは、平成20年度から実施している。行政としては「ＮＰＯ法人の職員で、一市民

でもある宮本さんがファシリテーター（進行役）として参加することで、サロンが活性化されて

いる」と感じている。 

 「里親サロンは『里親同士で何でも話せる場』という意味があるのですが、そのサロンにＮＰ

Ｏ法人の職員が参加することで、オープンな形で開催することができています。それによって、

“里親制度は市民が参加するもの”という意識が広まっていきました。最初から市民参加を想定

していたわけではありませんが、結果として、そういう方向性になりました」 

（こども相談総合センター長 藤林武史さん） 
 

 「⾥親制度は市⺠が参加するもの」という意識が広まる。 

 

※資料 福岡12 「平成24年度 里親サロンのお知らせ」のチラシ 

※資料 福岡13 「里親についての講座のお知らせ」のチラシ 
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 平成 17年～19年度にかけて行われた「市民参加型里親普及事業」、そして、平成20年度から

の「里親養育支援共働事業」によって、登録里親数も委託児童数も大幅に伸びている。 

その成果を数字で見てみよう。 

 

■登録里親と委託児童の数の年度別推移 

① 登録里親数等 

里 親（世帯） 委託児童（人）  

 

区分 

新規 

登録数 

登録 

削除数 

年度末 

登録数 

年度末 

委託数 

新規 

委託数 

委託 

解除数 

年度末 

委託数 

平成16年度 3 3 43 20 8 5 27 

平成17年度 13 5 51 30 18 4 41 

平成18年度 15 2 64 37 24 12 53 

平成19年度 17 5 76 39 26 14 65 

平成20年度 6 5 77 40 19 9 75 

平成21年度 14 18 73 40 27 17 85 

平成22年度 16 4 85 51 39 19 105 

平成23年度 13 0 98 55 42 32 115 

【注】福岡市の登録里親に委託されている管外児（県からの委託）は含まない。管外里親に福岡市が委託

している児童を含む。養育里親からファミリーホームへの措置変更は新規委託数、委託解除人数に含まな

い。 

 

登録里親数（世帯） 委託里親数（世帯）  

養育 専門 短期 縁組 親族 ＦＨ 計 養育 専門 短期 縁組 親族 ＦＨ 計 

Ｈ16  36 2(2) 6  1  43 19 0 0  1  20 

Ｈ17 46 3(3) 4  1  51 28 0 1  1  30 

Ｈ18 58 4(4) 4  2  64 35 0 0  2  37 

Ｈ19 70 5(5) 3  3  76 36 0 0  3  39 

Ｈ20 70 6(6) 4  3  77 37 0 1(1)  3  40 

Ｈ21 63 7(7)  6 4 2(2) 73 33 2(1)  0 4 2 40 

Ｈ22 69 11(11)  12（3） 7 5(5) 85 38 1  0 7 5 51 

Ｈ23 79 14(14)  16(4) 7 8(8) 98 35 1  4 7 8 55 

【注】（ ）内の数は養育里親にも計上されている数で、内数。 

 平成21年度の法改正により、短期里親が廃止され、養子縁組を前提とした里親（養子縁組里親）が追加

された。また、小規模住居型児童養育事業(ファミリーホーム＝ＦＨ)が新たに設置された。 

  

 

16 データで見る里親と委託児童の増加 
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② 里親への委託児童数 

委託児童数（人）  

養育 専門 短期 縁組 親族 ＦＨ 計 

H16 26 0 0  1  27 

H17 39 0 1  1  41 

H18 51 0 0  2  53 

H19 60 0 0  5  65 

H20 69 0 1  5  75 

H21 65 2  0 8 10 85 

H22 65 1  1 11 27 105 

H23 57 1  3 9 45 115 

 

■登録里親数、委託里親数、委託児童数の推移 

 

 

【注】平成21年度に「登録里親数（世帯）」が減った理由 

平成21年度から、すべての養育里親に研修が義務づけられた。認定研修を終了した者は、都道府県・政

令指定都市・児童相談所設置市の長が作成する「養育里親登録簿」に登録される。登録は５年間有効で、

再登録には更新研修を受けなければならない。新しい規定が実施されたことによって、登録を辞退する里

親世帯や実質稼働していない里親世帯が整理されたことが減った理由と考えられる。この傾向は全国のデ

ータでも見られる。 

委託児童数（人）

登録里親数（世帯）

委託里親数
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里親委託児童数と里親等委託率が飛躍的に伸びたことで、児童相談所の職員たちの姿勢

に変化が生じた。当初は、施設の満床問題の解決策としての里親委託だったが、要保護児童

の委託先として、里親優先の意識が出てきた。 

 

 ⼦どもの委託先を探すとき、「まず、⾥親を探そう！」 

 
■子どもの居場所をつくることが最優先 

「保護された子どもたちを見ていると、集団養育ではうまくいかない子ども、家庭での養育が

必要な子どもが多いことに改めて気付かされます。そして、行く場所のない子どもは非常に多い

です。一時保護所にずっと置くより、里親養育の経験のない登録間もない方であっても、子ども

を委託して、支援をしていく方針です。そのためには、里親に無理をさせないことが重要で、細

心のマッチングを図っています」（前・里親事業推進係長） 

 

■子どもの表情が明るくおだやかに 

 職員が里親家庭を訪問したとき、委託した子どもが、一時保護所にいたときとはまるで変わっ

て、明るくおだやかな表情になっていた。 

  ⇒「里親に委託して良かった！」という成功体験は、次の里親委託への大きな意欲

につながる。 

 

施設の満床問題の解決策としての里親委託ではなく、子どもの委託先を考えるときは、「必要

な子どもには里親家庭を」と、子どもの利益を中心に置いた発想に変化していった。 

子どもの援助方針会議では、地区担当児童福祉司や児童心理司から里親委託を提案するように

なってきた。 

  ⇒職員の意識が里親優先になった！ 

 

「児童相談所職員にとって、里親委託は手間がかかります。施設には心理士などの専門職がい

ますが、里親家庭の場合はすべて児童相談所の職員が行うことになります。 

正直、地区担当の児童福祉司や児童心理司、里親対応専門員など、担当職員にとって『里親委

託は大変かな』と思うときもありますが、『里親に委託した子どもたちの子どもらしい表情や笑

顔を見ると、うれしいよ』と言ってくれるのを聞くと、私もうれしくなります」 

（現・里親事業推進係長） 

 

 職員の成功体験によって、⾥親委託優先の意識が⾼まる。 

17 児相職員の意識が変化⇒「まず、里親を探そう」 
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■児童福祉審議会は年10回開催 

 福岡市が求める里親像は、国の示す里親の要件に合った人。 

児童福祉審議会は、８月と12月以外は開催している（年10回）。 

新規登録者は、年間10組以上いる。 

 
■里親が増えたことで…… 

○大勢の子どもが里親家庭に行くことができた。 ⇒子どもの新しい受け皿が増えた。 

○地区担当児童福祉司は、子どもの保護者に「里親委託」という選択肢の説明を丁寧にして、理

解を得る努力をしている。 

○地区担当児童福祉司も、子どもの保護者も、そして子ども自身も、「里親がいる」という発想

を持つようになってきた。 

○里親家庭、ファミリーホームにはそれぞれ個性（家風、家庭の文化）がある。 

⇒子どものニーズ（必要）に応じた、多様な選択肢が増えた。 

○里親家庭で不調になった子どもは、施設に入所させるのではなく、できるだけ次の里親を見つ

けて里親委託する。 

 

■子どもに合った里親を見つける 

 さまざまな特徴を持った子どもたちが続々と保護されてくる。愛着障害、発達障害、対人緊張、

不登校、高校生、無職少年など。 

 これらの多様な子どもたちのニーズに応えるためには、短期、長期、乳幼児、思春期、障害児、

校区里親など、里親の活動も多様になる必要がある。 

 

 家庭を必要とする⼦どもたちのニーズに合った、多様な⾥親が必要  

 

■「校区里親」とは？ 

「校区」は児童・生徒の通学地域のこと。主に西日本で使われる言葉で、東日本では「学区」

という。 

 これまで、子どもたちは親と暮らせなくなると、それが短い期間であっても、児童相談所の一

時保護所に保護されることが多かった。一時保護所に入所すると、学校には通えず、友だちに会

うこともできない。 

校区里親の発想は、「保護が必要な期間が２～３週間なら、学校を休ませたくない、変えさせ

たくない」という関係者の願いから生まれた。 

 現在は、一時保護に限らず、子どもたちができるだけ住み慣れた地域で暮らし続けることを保

障するために、少なくとも、一小学校区内に一里親家庭の確保を目指す動きになっている。 
また、「子どもＮＰＯセンター福岡」では、里親に登録している世帯を入れた地図を作成し、

18 里親が増えたことで何が変わったか 
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どこに里親がいるかを可視化できるようにしている。 
 

■プロ意識を持った里親がいてもいい 

 仕事で保育や教育をしてきた、保育士や教員が里親やファミリーホームになるケースも出てき

ている。 

たとえば、児童養護施設では24時間体制の交代制勤務なので、自身の子育てと仕事との両立

がなかなかできない。施設の職員が里親になることで、子育てと委託児童の養育を両立できる。

つまり、生活の中でこれまで培ってきた専門性を活かすことができる。 

  ⇒里親は職業ではないが、プロ意識のある人たちが里親になってもいい。 

 

■高まる里親家庭支援の重要性 

 里親等委託率が上がる＝里親への委託児童数が増える。 

里親家庭内において、子どもや里親のさまざまな問題や課題が頻回に発生する。毎日、毎週が

里親や子どものニーズに沿った相談支援の連続になる。 

 

児童相談所と里親との信頼関係の確立と、里親家庭への支援体制が欠かせない！ 

 増加する⾥親と⼦どものニーズに応える＝⽀援体制の充実  
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■前提として――良いマッチングは重要な里親支援 

 マッチングとは、子どもに合った里親家庭を選ぶことである。子どもの年齢、性格、背景など

に適した里親家庭を選ぶことで、子どもを委託した後に生じる不適応行動や、里親と子ども間の

摩擦を減らすことが期待される。 

マッチング協議は所長以下、関係者で行う。里親事業推進係長は各里親の現状を把握しておき、

マッチング協議のときに里親の状況に関する意見を述べる。 

 里親委託の子どもたちの７～８割は、被虐待経験者。年齢的にはまんべんなくいるため、里親

家庭に委託するときは、他の委託児童や実子と同学年にならないように配慮する。 

 発達障害や思春期の子どもの養育は実親でも大変なので、実子を育てた経験のある里親でも、

最初からむずかしい子どもを委託するのは避ける。情緒障害児短期治療施設などでしっかりとケ

アを受けてからの里親委託もある。 

 委託してみて、初めて気がつくことも多い。 

良い里親委託をしていくには、委託をした後のフォローや対応が大事である。それらを通して、

児童相談所が経験知を蓄積していくことができる。 

 

■里親への相談支援メニュー 

・必要に応じて、または緊急時の電話相談と家庭訪問 

・里親のレスパイト（休息） 

・子どものケア（具体的には、定期的に里親と一緒に児童相談所に通い、児童心理司が心理的

ケアを行う） 

・児童精神科医の診療 

・保育所や学校との連絡調整など 

 

■里親と子どもの関係が悪化したら――予防と対処 

里親と子どもとの関係が悪化したときは、粘り強く関係改善を試みるが、そうならないように、

最初に委託をするときに子どもの特性を話しておく。 

里親に子どもの情報を隠すようなことはしない。 

子どもを委託するときは、「何かあったら、いつでも児童相談所にご連絡ください」と伝えて

おく。 

 

■相談しやすい児童相談所になる 

 里親からさまざまな相談が寄せられることは、信頼関係ができている証拠である。 

福岡市では、非常勤の里親対応専門員を２名置き（24年度はさらに１名増員した）、担当する

里親家庭を分担している。 

里親委託をしたときは、区役所の各種届出に里親対応専門員が同行し、その後もこまめな電話

や訪問など、日常的なコミュニケーションをとっている。状況を把握していると、どのような支

19 里親家庭支援は最重要課題 
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援が必要かの予測がつきやすい。また、里親のほうも状況を一から説明しなくて済むので、相談

の電話をかけやすい。 

【注】詳しくは、『21 里親と子どもへの支援内容』（38～39ページ）を参照。 

 

 ⾥親普及と⾥親⽀援は、⾞の両輪  

 

■完璧な里親はいない 

 所長の藤林さんは、これまで200名以上の里親希望者に面接しているが、「最初から完璧な里

親はいません」と話す。 

「面接のときに伺うのは、子どもが委託されて何かあったときに、助けてくれる人が周囲にい

ますか？ ということです。周囲の人のサポートを受け入れるオープンさや柔軟性があれば、何

とかやって行けるのではないでしょうか」（こども総合相談センター長 藤林武史さん） 

 

 完璧な⾥親はいない。⾥親に必要なのは、何かあったときに助けてくれる⼈  
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 福岡市では、こども総合相談センター（児童相談所）に里親担当職員を複数配置し、里親支援

の専従班をつくっている。 

 

■児童相談所の体制強化＝里親担当職員の配置 

  児童相談所の体制 

  児童福祉司数（人） 
 

（里親対応専門員／人） 

うち里親担当職員（人） 
年

度  

児相数 

 
 

うち 

専任 

うち 

他業兼務 

 常勤 
非常

勤 

 
里親制

度従事

者の合

計数 

（人） 

 

里親委託

児童数 

（その年度

の里子の実

数／人） 

H16 1 － 1 1 0 - - - 1 32 

H17 1 － 1 1 0 1 0 1 1.7 45 

H18 1 19 2 1 1 1 0 1 2.2 65 

H19 1 21 2 1 1 1 0 1 2.2 79 

H20 1 22 2 1 1 1 0 1 2.2 84 

H21 1 24 2 2 0 1 0 1 2.7 102 

H22 1 25 2 2 0 2 0 2 3.4 124 

H23 1 28 2 2 0 2 0 2 3.4 147 

【注１】非常勤（嘱託）は0.7人扱い。 

【注２】平成17年に改正された児童福祉法施行令第２条には「児童福祉司の配置は、人口５万から８万に

つき１人」となっている。福岡市の人口は147万人であるので、配置基準は「18～29人」となる。 

【注３】「里親対応専門員」とは、国で定める里親委託等推進員のこと。 

 

■里親支援班のスタッフ配置 

平成 15 年度に里親担当主査を 1 名配置、平成 17 年度には、里親の養育技術の向上と精神的負

担の軽減を図る目的から里親対応専門員（嘱託）を 1 名配置し、さらに平成 18 年度には、係員

1 名が配置された。 
また、里親と里親家庭への委託児童数の増加に伴って、平成 22 年度に里親対応専門員が 1 名

増員され、係長 1 名、係員 1 名、里親対応専門員（嘱託）２名の４人体制となっている。 
平成 24 年度はさらに、里親対応専門員（嘱託）が 1 名増えた。公務員に異動はつきものだが、

里親事業推進係長は平成17年度から22年度まで同じ人が務めていた。 

 

■里親対応専門員 
現在２名いる里親対応専門員は、里親を直接支援する立場の非常勤職員（週に27.5時間勤務）

で、担当制になっている。非常勤（嘱託）は準公務員扱いで、年間雇用。 

【注】里親対応専門員の担当制については、『21 里親と子どもへの支援内容』（38～39 ページ）で詳しく

20 里親支援の専従班をつくる 
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説明している。 

 

■児童福祉司と里親担当職員の協働 

委託後は、委託した子どもの状況に応じて、里親対応専門員、地区担当児童福祉司、児童心理

司の３人１組で、里親家庭や学校などへの訪問を実施し、また、こども総合相談センターに通所

してもらって、子どもへの心理ケアと里親への養育支援により、里親と子どもの新たな絆を深め

る支援を実施している。  
また、里親家庭で起こる悩みは、同じ立場の里親同士のほうが理解しやすく、共有されやすい

面もあるので、里親会や里親サロンへの参加を促し、孤立しないように配慮している。 
里親行事での託児や里親会のキャンプなどで、子ども同士が顔なじみになり、里親同士の関係

が強くなると、レスパイト・ケアの際も子どもの預け先として顔なじみの里親家庭が可能となる。 
里親サロンの運営や託児においても、「子どもＮＰＯセンター福岡」の協力を得て、里親と子

どものつながりを深める取り組みを行っている。 
 

■里親制度だけに専念できる職員の配置の必要性 

 平成 18年度より里親担当の児童福祉司を配置し、係長と計２人となった。地区担当を兼任し

ていると、どんどんケースが上がってくるので、専任にした。 

専任にしたのは、「里親制度だけに専念できる組織及びケース数に応じた相談支援職員の配置

は必須である」という考えに基づいている。 

 こども総合相談センター所長 藤林武史さんは、次のように語っている。 

「里親支援は特別なソーシャルワークです。地区担当のケースワーカー（児童福祉司）の通常の

仕事内容とは異なりますし、施設入所の子どもたちのためのソーシャルワークとも違います。里

親制度における支援において、実親・里親・子どもの関係調整は独特なものがありますので、地

区担当のケースワーカーが一人で行うのはむずかしいのです。 

 また、児童相談所という組織としても、里親支援ソーシャルワークの経験やノウハウを蓄積し、

組織の中に根づかせていかなければなりません。 

そのためにも、里親制度に専従するスタッフを複数置く必要があります。年々増加していく里

親と委託児童を支えるには、里親支援の専従班が絶対に必要です」 

 

 児童相談所に⾥親制度の専従組織があったほうが⽀援しやすい。 
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■里親ごとに担当者（里親対応専門員）をつける 

 実親対応をしている地区担当児童福祉司、児童心理司、里親対応専門員の３人がチームを組ん

で、里親委託中の各種対応にあたる。 

 里親対応専門員（非常勤・週４日勤務）は、その里親家庭の担当者になる。 

里親担当者の決定は、里親の年齢、子育て経験を勘案して、里親事業推進係長が行う。里親担

当者は、里親と子どもが交流しているときから担当する。 

 

 ⾥親担当職員は、⼀貫した関わりが⼤事  

 

家庭訪問は里親担当者（里親対応専門員）が行うが、里親に不安や心配がある場合は、里親事

業推進係長も同行する。里親からの連絡は、基本的に担当者が受ける。ただし、担当者が不在の

場合は、係長が受ける。 

 

■日常的なコミュニケーションの重要性 

① 里親担当者は、できるだけ頻繁に里親に電話をする。雑談の中から、子どもや家庭の様子が

わかる。 

② 日常生活ではさまざまな雑事が起こる。子どもが来たときの住民票の届出、予防接種の際に

必要な母子健康手帳、子どもの通帳作成など。里親から問い合わせが来る前に、その里親家庭に

いま何が必要なのかを判断し、先回りをして情報提供をする。 

③ 住民票の届出、児童手当の申請などに、担当者が同行することもある。 

 

■子どもへの支援 

① 児童相談所への通所によるケアやカウンセリング。必要に応じ、児童心理司による定期的な

カウンセリングを受けている。 

なお、福岡市は人口に比して、それほど面積が広くなく、公共交通の便もいいので、片道１

時間あれば、市内のどこからでも通所できる。 

② 子どもは児童心理司がプレイセラピーやカウンセリングを行い、その間、里親は里親対応専

門員や地区担当児童福祉司と面談する。通所の回数は月１回が多いが、ときには２～３週に

１回の場合もある。通所のメリットとして、「えがお館」（児童相談所が入っているこども総

合相談センターの愛称）の近くにヤフードームがあり、親子でゆっくり過ごすことができる。 

【注】ヤフードーム（福岡Yahoo! JAPAN ドーム） 

福岡ソフトバンクホークスの専用球場（本拠地）で、球場内にはハンバーガーショップをはじめ、

さまざまな飲食店、ソフトバンクホークスのグッズを売るショップがある。ドーム周辺にも「暖手の

広場」や鷹観世音大菩薩など、親子が楽しみながら散策できるようになっている。 

③ 必要に応じて、児童精神科医の診察を受けてもらう。 

21 里親と子どもへの支援内容 
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④ 学齢児を委託している場合は、学校の先生にも会いに行く。里親家庭で暮らす子どもを担当

した経験のない教師は多く、子どもの行動に対して、どのように対処していいのかわからな

いことが少なくない。そのため、学校と児童相談所の連携が大事になる。 

⇒保育園や学校との連絡調整 

⑤ 子どもの意見を聞く。子どもが困らないように、子どもの意見を聞きながら対応する。 

 

■子どもと実親との交流 

養子縁組が主流であった時代から、養育里親が多くなってきている現在、実親との家族再統合

の数も増えてきている。里親家庭における実親との交流や、家族再統合のためのプログラムは重

要な課題となっている。 

福岡市では、児童福祉法 28 条ケースで強制的に保護した子ども以外は、実親と交流させたほ

うがいいと考えている。 

子どもにとって祖父母にあたる年代の里親なら、実親のサポートができる。面会は、基本的に

は児童相談所で行うが、里親宅で会う場合もある。 

実親との面会交流の際、より専門的なサポートを必要とする子どもは「子どもの村福岡」の育

親(里親)に預けることもある。「子どもの村」には事務局が入ったセンターハウスがあり、育親

だけでなくスタッフも常にいるため、個人宅より面会を行いやすい。 

 

■情報共有の迅速性 

 児童相談所は、こども総合相談センター内のワンフロアーにある。 

地区担当児童福祉司と里親担当職員が近くに座っているので、問題の共有や対応を迅速に行う

ことができる。 

 里親側の担当者と子ども側の担当者の意見が異なる場合は、里親推進事業係長が調整する。そ

ういった調整がすぐにできるのも、児童相談所が１ヵ所の強みといえる。 
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■登録研修  

 里親希望者への研修内容は、基礎研修（ミニ講座、里親サロン、施設見学）、認定前研修（丸

２日）、施設実習。 

平成22年度までは、希望者がある程度集まってから研修を実施していた（年２～３回）。しか

し、人数が集まってから研修の予定を立てる方式だと、受講者や担当者の予定が立ちにくい。そ

のため、平成23年度からは年間の予定を組んで、年に４回実施している。 

 

■ステップアップ研修 

里親登録者の養育技術の向上を図ることを目的に、年２～３回のステップアップ研修を実施し

ている。 

平成23年度・24年度の内容は、「躾と体罰」「ライフストーリーワーク」「真実告知」「子ども

の権利擁護」などだった。ステップアップ研修は、養子縁組が成立した人にも案内を送っている。 

 

■専門里親継続研修 

 平成 24年度から、専門里親の継続研修を実施している。２日間のうちの検討会以外の講義は、

専門里親ではない里親も受講が可能である。 

 検討会は、専門里親とファミリーホームのみを対象とし、「子どもの村福岡」が行っている「ケ

アスタディ」の発想を活かした内容にしている。ケアスタディは自分たちのケアに焦点を当てて

学び合うもので、ファシリテーターは、こども支援課長で臨床心理士の瀬里徳子さん。 

それぞれの養育体験を発表した後は、周りからサポーティブな意見が出た。専門里親の継続研

修を受けるメンバーはお互いに顔なじみだが、発表し合うことで「こんなに深い養育体験を聴く

のは初めて」という声が上がった。所長の藤林さんは「皆さん、よくやっていらっしゃいますね」

と感心していた。 

【注】ケアスタディについては『24 「子どもの村福岡」の事業と活動」（43～44ページ）も参照。 

 

■「子どもの村福岡」の研修会に参加 

 「子どもの村福岡」において開催されている研修会に、里親会のメンバーや児童相談所の職員

も参加し、スキルアップに努めている。 

 

 

22 里親研修 
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■ＳＯＳ子どもの村（ＳＯＳキンダードルフ） 

 第２次世界大戦後、ヨーロッパでは多くの戦争孤児が社会問題になった。 

当時、若い医学生だったヘルマン・グマイナーは「子どもたちがそれぞれの家庭を持たない限

り、問題の解決はない」と、1949年、オーストリアのインスブルグ郊外のイムスト村に最初の「子

どもの村」を設立した。 

「ＳＯＳ子どもの村」のスローガンは、「すべての子どもに愛ある家庭を」。「すべての子ども

は、家庭で育ち、愛され、尊敬され、守られる」というのが理念である。 

 現在、「ＳＯＳ子どもの村」は133ヵ国に広がる国際ＮＧＯとして、教育・医療・地域支援な

ど、さまざまなプログラムを展開している。「子どもの村」の数は2010年の統計で518ヵ所。 

【注】ＮＧＯとは？ 

Non-Governmental Organizationの略。開発、人権、環境、平和など、地球規模の問題に国境を越えて取

り組んでいる非営利の民間組織を「ＮＧＯ」と呼ぶ。 

 

■愛着の絆・永続的な支え・子どもの権利を守るために～「ＳＯＳ子どもの村」の４原則 

・マザー：実親に代わって、子どもたちを育む親。 

・兄弟姉妹：複数のきょうだいの絆の中で育つ。 

・家：どの家族も「独自の家」を持つ。いつでも帰ることができ、常に安心して過ごせる家。 

・村：「村」は社会につながるドア。マザーと子どもたちは地域の一部として生活する。地域に

おいて、人々と出会い、未来を築く機会を得る。 

 

■「子どもの村福岡」 

 「ＮＰＯ法人 子どもの村福岡（理事長・満留昭久さん）」は、「ＳＯＳ子どもの村」の理念と

プログラムを日本の家庭養護のモデルとして取り入れるべく、平成22（2010）年４月に開村した。 

設立までに要した費用は、建設費として２億3500万円、設立準備に約6000万円。それらはす

べて寄付でまかなった。開村後も、年間約7000万円の運営費が必要とされている。 

「子どもの村」は福岡市西区今津の市有地にある。敷地内に「家族の家」５棟と事務局などが

入ったセンターハウスが建てられている。 

センターハウスには、村長、子ども家庭相談

室長、センタースタッフがいる。このほか、子

どもの村を支える専門家チームとして、音楽療

法士、児童精神科医、心理臨床士、保健師、小

児科医、ソーシャルワーカーが関わっている。 
 現在の村長は、えがお館名誉館長でもある坂

本雅子さん。 
「子どもの村福岡」では、「マザー」のこと

を「育親」と呼んでいる。現在４人いる育親（職

23 「子どもの村福岡」の設立 

いくおや
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員）は全員、福岡市に里親登録をしており、福岡市里親会（つくしんぼ会）に入会している。そ

のほか、育親アシスタントが３人いる。 
 なお、「子どもの村福岡」は平成21年６月、国税庁長官より「認定ＮＰＯ法人」として認定さ

れた。 

 

※資料 福岡14 ＮＰＯ法人「子どもの村福岡」の組織図  

 

■開村から２年間の子どもの委託状況 

 開村にあたっては、地域と覚書を取り交わした。内容は、 

① 思春期などの高齢児ではなく、低年齢の未就学児から育てる。 

② 子どもの村の子どもたちが、１学年５人以上にならないようにする。 

 子どものマッチングや養育計画については、村長を窓口にして行うこととし、児童相談所と覚

書を取り交わしている。 

開村時には、１歳から６歳までの４人の子どもたちが３家庭に委託された。平成24年 12月現

在、14人の子どもたちが４家庭に委託されている。 

12月に一家庭がファミリーホームとなったが、「子どもの村」としては、今後も一家庭ずつフ

ァミリーホームへ転換していくことと、児童家庭支援センターの設置を目指している。 

 

■地域とともに育てる 

 ＳＯＳ子どもの村のガイドラインでは、『地域の一部となる』ように示している。 

「子どもの村」のある“今津の子”として、みんなに育ててもらうため、地域の行事には積極

的に参加している（神社の春祭り、掃除、夏祭り、盆踊り、精霊流し、地域の運動会、公民館の

子育て学習会など）。 

 

 地域が、傷ついた⼦どもたちをケアしてくれる  
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■「子どもの村福岡」のセンターハウス事業 

 事務局が入っているセンターハウスでは、以下の事業を行っている。 

① 子育て相談やプレイセラピー 

 カウンセリングルームやプレイルームで、毎週土曜日（10～16時）、臨床心理士が相談を行う。 

② 健康相談 

 たまごホール（多目的ホール）で月1回、土曜日（10～12時）に小児科医や歯科医が健康診断

や健康相談、発達相談を行う。地域の親子も利用できる。 

③ 子育てミニ講座 

 「子どもの村福岡」の理事長（小児科医）が、地域の親子や「子どもの村」の育親向けに、子

育てに関する講座を行う。 

④ たまご広場 

 毎週火曜日、地域の親子を対象に子育てサロンを行う。離乳食教室や遊びのプログラムも行う。 

⑤  ミニコンサートや読み聞かせ 

 さまざまなボランティアによって、地域との文化活動が行われている。 

 

■「ＳＯＳ子どもの村」のマザー研修を学んで行う「里親専門研修」 

 「ＳＯＳ子どもの村」のマザー研修を学んで、子どもの村の育親（職員）、福岡市里親会、こ

ども総合相談センター（児童相談所）、地域小規模児童養護施設職員、乳児院などの職員が一緒

に受けられる研修を行っている。この研修は、平成 21 年から独立行政法人福祉医療機構より「家

庭的養護の人材育成プログラム開発」として助成金を受けている。 
 

※資料 福岡15 「里親専門研修」各回の内容（2010年～2012年度） 

 
■ケアスタディの取り組み 

 講義とともに、「ケアスタディ」を行っている。 

ケース検討会（ケース・カンファレンス）では、子どもの課題に焦点が当たりがちだが、「ケ

アスタディ」は、自分たちのケアに焦点を当てて学び合う方式の研修である。ケース検討ではな

く、子どもへのより良いケアを考えることで、自分の養育に引き付けて考えることができる。 

「ケアスタディ」を行う条件として、参加者は30名以下。毎回、テーマを決める（たとえば、

「性的虐待を受けた子どもとその家族への支援」など）。 

講義では、専門家や研究者に基本的な話をしてもらい、その後、里親が自分の養育の課題につ

いて提案し、グループで話し合う。司会は「子どもの村福岡」の専門家チームが分担する。参加

者は「自分のうちではこのようにしている」と体験談や意見を発表し、みんなで体験を共有する。 

なお、「ケアスタディ」の参加者には、守秘を意識づけるために「誓約書」を書いてもらう。 

 

※資料 福岡16 ケアスタディの参加者に記入してもらう誓約書（見本） 

24 「子どもの村福岡」の事業と活動 
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■社会的養護を支える多分野のネットワークづくり 

 小児科医会、精神科病院協会、弁護士会などと一緒に講演会や研究会などを共催し、ネットワ

ークづくりを進めている。 

 

■冊子「弁護士に聞く 里親として知っておきたいこと」の発行 

 「子どもの村福岡」は、福岡市里親会と市内の弁護士有志と協働で、里親が子育て中に感じる

疑問や不安に対して、弁護士が法律的な立場から答えるＱ＆Ａ方式の冊子を発行した（平成24

年３月）。これは大変好評で、増刷が決定した（１冊500円）。今後は、社会的養護に関わる人た

ちの意見を取り入れ、さらに深めた実践編を発行する予定である。 

 

『弁護士に聞く 里親として知っておきたいこと』 

里親養育の問題を弁護士の支援から「Ｑ＆Ａ」でわかりやすく

説明している。 

・平成24年３月発行 

・48ページ 

・1冊 500円 

・編集・発行 「弁護士に聞く里親として知っておきたいこと」

製作実行委員会 

 

 

■『国連子どもの代替養育に関するガイドライン ＳＯＳ子どもの村と福岡の取り組み』の発行 

 上記の冊子の発行に先駆けて、『国連子どもの代替養育に関

するガイドライン ＳＯＳ子どもの村と福岡の取り組み』を出

版した。 

 第１部は、2009（平成21）年11月 20日に、国際連合が正

式に採択した「子どもの代替養育に関するガイドライン」の翻

訳。第２部は、「ＳＯＳ子どもの村」の紹介と、日本初の「Ｓ

ＯＳ子どもの村」となる「子どもの村福岡」が設立された経緯

と福岡市における社会的養護の発展が記されている。 

・平成23年 11月発行 

・254ページ 

・1冊 2100円（発行：福村出版） 

・編集 「子どもの村福岡」 

 

申し込みは２冊とも「子どもの村福岡」事務局へ  電話 092(737)8655 

 

■「子どもの村東北」「日本ＳＯＳ子どもの村」の活動 

 国際組織の一員として、「日本ＳＯＳ子どもの村」を立ち上げた。また、宮城県で始まった「子

どもの村東北」の設立を支援している。 
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■福岡市里親会（つくしんぼ会）の状況 

・会員数（平成23年度末）：37世帯 

・里親会への加入率：37.8％ （登録里親数98世帯のうち、加入里親数37世帯） 

・会報：月１回、「つくしんぼだより」を会員に郵送、または電子メールに添付して送る。 

・会報の内容：定例会で話し合った内容の周知、里親としての悩みや想いを文章にしていただく

「分かち合いコーナー」、行事での写真を掲載する「つくしんぼギャラリー」 

・会費：全会員対象の基本会費月500円(年間6000円)＋委託児童一人当たり月500円（年間6000

円）の運営協力金を４月・10月の半期ごとに徴収する。 

子どもの活動に関わる活動費の不足分は、行政からの補助金のほか『つくしんぼ基金』からの

寄付金や会員負担金によって、まかなっている。 

 

■里親会の事務局体制 

・事務局の所在：こども総合相談センター「こども支援課」が窓口になっている。 
平成 24 年 12 月より、同センターの図書室に文書整理棚を置くスペースを借用したことで、週

１回の割合で定例の役員会が開催できるようになった。 
・事務局員：なし。７名の理事と三役による役割分担で集団事務局体制を機能させている。 

・こども支援課にお願いしている事務内容：文書管理と里親賠償責任保険の手続き、定例会・総

会の準備補助。なお、里親会の事業計画や会計管理は里親自身が行っている。 
 

■定例会の内容と平成24年度からの変化 

定例会は月１回、第２土曜日の午前中（10時～12時）に開いているが、臨時の会合もある。

会員が参加しやすいように、会議を開く際は必ず託児をもうけている。 

平成 24 年度からは、会議を前半と後半に分けるようにした。 
前半（1 時間弱）は各事業の経過報告、研修会やフォーラムについての話し合い、こども支援

課からの連絡事項などを行う。後半（1 時間強）は、各部会や地域別の里親グループに分かれて、

自由に話し合ってもらう。これらの工夫によって、従来の課題だった出席者の固定化現象から脱

皮しつつあり、新しい会員や久しぶりに参加される方など、徐々に出席者が増えてきている。 
【注】「部会」の説明は48ページを参照。 

 
■会議中の託児 

これまでも、人形劇・英会話教室・カラーセラピーなど楽しい催しをそのつど企画して、子ど

もたちには楽しんでもらってきた。 
平成 24 年度からは、提携団体の「子どもＮＰＯセンター福岡」が「子どもプログラム」を提

供してくれている。また、多くのボランティアが参加してくれるため、ワークショップなどの活

動、絵画・工作・野外遊び、観劇や九州交響楽団によるアウトリーチ（出張）コンサートなど、

多様な支援を受けている。 

25 参考 福岡市里親会の活動 
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■つくしんぼ会の活動内容（平成23年度） 

 総会、内部研修会、合同研修（キャンプ・施設訪問）、他の里親会との交流会、定例会、物品

販売、新年会は、里親会が独自に開催した。 
なお、キャンプには、里親と子ども（委託児童）だけでなく、施設の子どもたちにも参加して

もらっている。 
 
※資料 福岡17 福岡市里親会会則 

※資料 福岡18 本会（福岡市里親会）の経費（会計）について 

※資料 福岡19 平成23年度 つくしんぼ会（福岡市里親会）事業報告書 

※資料 福岡20 平成24年度 つくしんぼ会（福岡市里親会）事業計画書 

 

 

 

 福岡市里親会の変化と改革  

 福岡市里親会では、平成23年度末から自己変革とも言える機構改革を行っている。それに関

して、平成23年度まで２年間、会長を務めた木村康三氏にご報告いただいた。 

以下は、木村さんの文章である。 

 

●ふたつのきっかけ 

福岡市里親会（つくしんぼ会）が自己変革を迫られる大きなきっかけは、ふたつあった。一つ

は３年前、平成22年４月の「子どもの村福岡」（福岡市西区今津）の誕生と、その後に始まった

研修・交流である。もう一つは、平成23年 12月初旬に行われた札幌市里親会との交流である。 

【注】この交流会は、札幌市里親会が全国里親会における里親会モデル事業の一つとして実施した。 

 

●「子どもＮＰＯセンター福岡」と「子どもの村福岡」 

「子どもの村福岡」の設立への動きは、我々里親会（里親）に少なからぬインパクトを与える

ものであった。それは、「子どもの村福岡」と協働関係を結び、歩んできた「子どもＮＰＯセン

ター福岡」の存在のインパクトでもある。 

「子どもＮＰＯセンター福岡」は、「ファミリーシップふくおか」として主催する年２回の「新

しい絆」フォーラムと、「子どもＮＰＯセンター福岡」自身による「子どもにやさしいまちづく

り」の実践及びそのフォーラムを開催していた。我々里親はそれぞれに参加していたが、里親会

としての組織的な参加にはなっていなかった。 

ことに、「子どもの村福岡」に対して、里親会はその誕生までの動向に関して批判的・非協力

的なポジションを維持していた。自らの組織に対する防衛的・守旧的態度は、外圧によってより

いっそう硬化する。まさに「黒船来航！」との表現のように、“外からの脅威”に対する警戒心

が露出していた。 
そのような関係の中、平成 22 年４月 24 日の開村記念式典に新旧の会長・副会長が招待され、

初めて「子どもの村福岡」と出会い、向き合うこととなった。いわば、今津港に停泊する“黒船”

を見学に行き、その船に乗せてもらった形である。大砲こそ持たないものの、その大がかりな装
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置に圧倒され、あっさりと“開国”したというわけだ。 
その後、時をおかず、乗組員である「育親さん」４名が里親会に加入し、その日に 1 年分の会

費を納入してくれた。ジリ貧状態が続いていた里親会が「育親さん」たちを歓迎しないわけには

いかない。こうしたインパクトある出会いから、「子どもの村」とのお付き合いが始まった。 
その後は、「子どもの村福岡」が提供する年に５～６回の一般研修（関心ある人は誰でも参加

できる）と、年４～５回の専門研修（育親・里親・ファミリーホーム事業者が対象）に参加する

ことで交流を深め、養育の質向上を目指している。 

 

●九州冒険王の「こどもプログラム」 

専門研修時の託児時間に提供される、「九州冒険王」（代表：大西清文さん）のもとに集うボラ

ンティアグループと、「子どもの村福岡」が共同で開発した「こどもプログラム」は、独自の里

親・里子支援として特筆される。 

遠く、宮崎や静岡など県外から馳せ参じるボランティアスタッフと固い絆で結ばれつつある子

どもたちは、今では「こどもプログラム」の日を待ち望むようになってきている。「こどもプロ

グラム」は、子どもたちのアドベンチャーキャンプ（平成24年８月に９泊10日の日程で実施さ

れた）へと発展した。さらに、それはあろうことか、里親と子どもが一緒に参加する「里親のた

めのリフレッシュキャンプ（２泊３日）」へ結実する。 

リフレッシュキャンプでは、子どもたちは「子どもプログラム」に参加し、里親は丸１日、子

どもたちから離れ、ゆっくりと骨休めをする。夢のようなひとときであった。参加家族が３家族

という少人数で、子どもの人数以上のスタッフがボランティア＋手弁当で全国各地から駆けつけ

てくれたからこそ実現できた快挙だったのだが、民間の手によって、これほどの素晴らしい里親

家庭支援ができるというモデルともなった。 

こうした前例をつくることに、行政は通常及び腰となることが多いのだが、福岡市の児童相談

所は理解し、支援してくれたことも付け加えておく。 

こうした一連の取り組みと支援によって、里親の意識改革とともに、子どもたちの「自己肯定

感・自尊感情」の向上が見られるようになった。 

と同時に、里親同士・子ども同士の“絆”は深まり、＜児童相談所・里親（ファミリーホーム

を含む）・子どもの村福岡・子どもＮＰＯセンター福岡・九州冒険王＞という、里親と子どもを

支援し、ケアする重層的なネットワークの広がりが、結果として養育の質をも深化する流れを生

み出していると言える。 

 

●里親会の機構改革の影響 

 里親会への加入率が実に93％という札幌市里親会との交流は、大きな刺激となった。たった一

日の交流ではあったが、里親会改革の具体的なイメージを描くことができた。それが、平成24

年度における機構改革と規約・規定改正と財政基盤確立への展望へとつながり、さらに大胆な機

構改革によって、里親自身の意識変革をも見通すことができるようになった。 

では、どこが、どのように変わり、これから、どのように変わろうとしているのか？ 

 

◆その１：児童相談所との関係が変わった 

新規里親の研修と登録（認定）、児童の委託・措置・解除という権限を持つ児童相談所に対し
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て、里親はともすれば受け身となりがちである。しかし、本来は対等であり、ともに社会的養護

（家庭養護）の拡充・整備を進めるパートナーである。 
里親の側にその自覚が欠けると、仲間内での児童相談所に対する非難や中傷、陰口など生産

的・建設的でない関係にとらわれる。家庭養護をともに担うパートナーだという自覚に立てば、

里親は児童相談所に対して、より建設的な提言を行う権利がある。 

他方、児童相談所は、里親からそのような提言や意見具申を引き出す責任がある。つまり、お

互いがものの言いやすい関係を構築していく義務がある。そういった関係が、ひいては子どもに

最善の利益を保障するための必要条件ともなる。 

このような視点から、「つくしんぼ会」は今年度当初、初めて児童相談所との懇談会を開催す

ることができた。それはあくまでも第１歩を踏み出したに過ぎないが、忌憚のない意見交換がで

きたことは画期的であったと言える。 

 

◆その２：組織機構の改革によってもたらされた変化 

① 「理事」の設置 

これまでは会長１名、副会長２名（三役）、会計２名、監査１名というシンプルな役員体制だ

ったが、新たに「理事」というポストを設けた。理事には、次期会長・副会長候補（次年度は既

に内定）、前会長・副会長、前々会長・副会長など、役員経験者及び部会の代表者を当てること

で役員の負担を軽減するとともに、執行体制の継続を図ることを企図した。 

「理事」の新設と役員会・理事会の定例化によって、定例会の議事運営だけでなく、日常活動

も進めやすくなったと言える。 

 

② 「部会」の新設 

月例会の後に「部会」を行うことで、各部会からの提案を必要な時点で行い執行を図ることが

できるようになった。同時に、多くの構成員が積極的に活動する空気が生まれて来たと言える。 

「部会」は、今年度は「企画・研修部」「親睦部」「広報部」の３部会でスタートしたが、固定

した分掌ではなく、必要に応じて、業務内容を改変したり、構成人員の増減を行ったりできる、

ゆるやかな組織となっている。 

たとえば、「企画・研修部」は、来年度は「企画部」・「自立支援部」とし「11歳からの自立支

援プログラム」を研究開発しようと考えている。「広報部」はメンバーを新たに募り、「つくしん

ぼだより」の内容の充実や配布方法の工夫、「つくしんぼ会」のホームページ作成など、新たな

企画の準備を進めている。 

「親睦部」では、「地域別里親サロン」という新企画を考案・実施し、出席者から好評をいた

だいている。市内の各区を基礎単位とした、お互いが行き来しやすい近隣地域で里親同士の交流

を深めることがそのねらいである。内容・実施時期・回数などは各地域にゆだねられているが、

推進委員（理事）が核となって考案・実施して、事後報告をするようになっている。したがって、

取り組みの地域格差が生まれ、やっていない地域にはノルマとなりプレッシャーとなる仕組みで

ある。この「地域サロン」が新機軸となって根付いていくことで、里親の孤立や虐待を防ぎ、里

親会の活性化が図れるものと考えている。 

 

③ 他団体（支援団体）との連携・共働による事業が増えてきた 
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これによって、里親家庭への支援内容をより具体化し進めることができるようになった。各理

事を支援団体の窓口とすることによって、その事業をより広げる展望を切り拓くことができた。 

たとえば、弁護士との連携共同で『弁護士に聞く、里親として知っておきたいこと』（続編）

の発行、子どもの村・九州冒険王・子どもＮＰＯセンター福岡との共同で実施予定の「里親子の

ためのリフレッシュキャンプ」、「子どもの村」主催の専門研修時や里親会定例会時の託児を「子

どもＮＰＯセンター福岡」との共同で行う「子どもプログラム」の実行、「いっしょ☆ふくおか」

や「そだちの樹」との連携で行う自立支援など、これらは現在進行形だが、今後企画し、実行し

ていく共同事業をいくつか予定している。 

社会的養護という制度改革と機を一にして、草の根で進む里親家庭支援の一端を紹介してきた。

福岡市里親会としての社会的活動（ソーシャルワーク）は、多様なネットワークに支えられて展

開しつつある。 

虐待死ゼロの実現のために里親としてできることは、虐待のループから抜け出し、自立できる

次世代を育てることだろう。 

 

 社会的養護を⽀える⾥親会に＝⾥親は次世代の健全育成を担う存在  

 

※資料 福岡21 福岡市里親会の新しいきこう組織図（平成24年６月） 
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■７年間の取り組みで意識が広がった 

「施設がいっぱいなので、行き先確保のために里親を増やそう」 
⇒里親委託の成功体験  

⇒「家庭を必要とする子どもたちに、たくさんの里親を」 
「家族と暮らせない子どもたちのために、理解と支援の環を広げていこう」 

⇒福祉関係者だけに閉じられていた社会的養護の課題が、市民の共通課題へと発展 
 

■里親普及と支援は車の両輪として 

 さまざまな課題を持つ子どもたちを家族として受け入れ、養育するには、専門的支援と地域の

支援が欠かせない。 
里親が増えなかった理由として、支援体制が充分でなく、地域からも孤立しがちであったため

という側面がある。 

里親普及と支援体制の拡充を車の両輪として取り組む必要がある。 
 
■里親養育を支える多分野のネットワークがつくられた 

児童相談所、里親会、弁護士会、小児科医会、ＮＰＯなどのさまざまな団体によるネットワー

クができた。 
 

■子どもたちを支える、新しい社会的養護の活動が生まれた 

「子どもの村福岡」「かんらん舎（自立援助ホーム）」「そだちの樹（子どものシェルター）」な

どの新しい活動が生まれている。 
 

■市民を信じ、市民の力を借りる 

子どもたちの現状を知ることで、「自分にできることがあれば手伝いたい」という市民はたく

さんいる。この社会の中に里親がいることが広く知られることで、里親支援の動きは広がる。そ

の先にあるのが「子どもは社会全体で育てていく」という考え方である。 
 
■今後の課題 

（１）委託後の丁寧な支援 

 福岡市においては、17年度から23年度までの7年間で、登録里親数、里親・ファミリーホ

ームに委託する児童の数が急激に増加した。委託児童が増えれば増えるだけ、各里親家庭でさま

ざまな問題が発生するため、委託後の里親と子どもへの丁寧な支援が課題である。 

（２）児童相談所職員と里親との信頼関係の構築と、職員の専門性の確保 

委託児童の増加に伴い、里親支援の職員の増加はなされているものの、職員異動時の円滑な

引継ぎや、里親支援の専門性の確保が課題である。 
（３）里親家庭における実親との交流や、家族再統合のためのプログラム 

26 まとめと今後の課題 
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実親との交流のある子どもが増えている中、交流のあり方や再統合の支援が課題である。 
（４）未委託里親のモチベーション維持のための取り組み 

（５）里親普及と里親支援のための区役所（市町村）との協力関係づくり 

（６）校区里親の充実 

社会的養護を必要とする児童が可能な限り、住み慣れた地域で暮らし続けることを保障する

ために、少なくとも１小学校区に１里親家庭の確保を目指した“校区里親”の開拓が望まれる。 

（７）より一層の登録里親の開拓と確保 

  「里親委託を必要とする児童の３倍の里親を確保しておかなければ、適切なマッチングがで

きない」と言われているため。 

（８）施設との協力関係 

  施設の小規模化、高度化、地域化の流れの中で、児童相談所と里親、そして施設の良い関係

づくりを行い、社会的養護を市民化し、質を向上させていくことが必要になってきた。 

 

 

現在の福岡市のモットーは、 1 ⼩学校区に 1 ⾥親家庭を！ 
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福岡９ 24 「新しい絆フォーラム」などで配布するアンケート用紙 

福岡10 25 市民フォーラムを紹介する西日本新聞の記事 
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福岡11－2 27 出前講座申込書（福岡市） 

福岡12 28 「平成24年度 里親サロンのお知らせ」のチラシ 

福岡13 28 「里親についての講座のお知らせ」のチラシ 

福岡14 42 ＮＰＯ法人「子どもの村福岡」の組織図  

福岡15 43 子どもの村福岡の「里親専門研修」各回の内容（2010年～2012年度） 

福岡16 43 ケアスタディの参加者に記入してもらう誓約書（見本） 

福岡17 46 福岡市里親会会則 
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福岡21 49 福岡市里親会の新しい組織図（平成24年６月） 
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福岡13 28 「里親についての講座のお知らせ」のチラシ 

福岡14 42 ＮＰＯ法人「子どもの村福岡」の組織図  

福岡15 43 子どもの村福岡の「里親専門研修」各回の内容（2010年～2012年度） 

福岡16 43 ケアスタディの参加者に記入してもらう誓約書（見本）

福岡17 46 福岡市里親会会則 

福岡18 46 本会（福岡市里親会）の経費（会計）について 

福岡19 46 平成23年度 つくしんぼ会（福岡市里親会）事業報告書 

福岡20 46 平成24年度 つくしんぼ会（福岡市里親会）事業計画書 

福岡21 49 福岡市里親会の新しい組織図（平成24年６月） 

福岡市 資料一覧 
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平成 23 年度 ファミリーシップふくおか 名簿 

 所 属 団 体 

代表 福岡国際医療福祉学院 学院長 、福岡大学名誉教授、NPO 法人子どもの村福岡理事長 

副代表 福岡市こども総合相談センター名誉館長 

事務局長 NPO 法人 子ども NPO センター福岡代表理事 

  NPO 法人 ふくおかこどもの虐待防止センター代表、小児科医 

  福岡市こども総合相談センター所長 

 NPO 法人 ふくおかこどもの虐待防止センター事務局長、弁護士 

  NPO 法人 にじいろ CAP 代表理事 

  福岡市里親会 会長 

  福岡市里親会 副会長 

  NPO 法人 チャイルドラインもしもしキモチ事務局長 

  NPO 法人 青少年の自立を支える福岡の会理事長 

 NPO 法人 子どもの村福岡事務局 

 福岡市南区保健福祉センター所長 

 福岡市中央区保健福祉センター所長 

  福岡市こども総合相談センター こども支援課長 

                〃              里親事業推進係長 

                〃              里親事業推進係 

               〃              里親対応専門員 

               〃              里親対応専門員 

  NPO 法人 子ども NPO センター福岡事務局長 
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平成 23 年度 ファミリーシップふくおか 名簿 

 所 属 団 体 

代表 福岡国際医療福祉学院 学院長 、福岡大学名誉教授、NPO 法人子どもの村福岡理事長 

副代表 福岡市こども総合相談センター名誉館長 

事務局長 NPO 法人 子ども NPO センター福岡代表理事 

  NPO 法人 ふくおかこどもの虐待防止センター代表、小児科医 

  福岡市こども総合相談センター所長 

 NPO 法人 ふくおかこどもの虐待防止センター事務局長、弁護士 

  NPO 法人 にじいろ CAP 代表理事 

  福岡市里親会 会長 

  福岡市里親会 副会長 

  NPO 法人 チャイルドラインもしもしキモチ事務局長 

  NPO 法人 青少年の自立を支える福岡の会理事長 

 NPO 法人 子どもの村福岡事務局 

 福岡市南区保健福祉センター所長 

 福岡市中央区保健福祉センター所長 

  福岡市こども総合相談センター こども支援課長 

                〃              里親事業推進係長 

                〃              里親事業推進係 

               〃              里親対応専門員 

               〃              里親対応専門員 

  NPO 法人 子ども NPO センター福岡事務局長 
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平成 23 度 福岡市里親委託等推進委員会 委員名簿 

関係機関名 役職名等 備 考 

会長  

福岡市里親会 

副会長  

会長  

福岡市乳児院児童養護施設協議会 

副会長  

子ども家庭部会長  

福岡市民生委員児童委員協議会 

主任児童委員代表  

福岡市社会福祉協議会 地域福祉部長  

関
係
機
関 

子どもＮＰＯセンター福岡 代表  

こども未来局こども部こども家庭課 課長  

区保健福祉センター福祉・介護保険課

子育て支援課 
課長  

南区保健福祉センター 所長  

名誉館長  

所長  

行
政 

福岡市こども総合相談センター 

こども支援課長  

筑紫女学園大学 

人間福祉学科 
教授  

学
識
等 精華女子短期大学 

(幼児保育学科) 
副学長    
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●ファミリーシップふくおか フォーラム「新しい絆」 各回の内容と講師一覧 

（平成 17～24 年度／講師の敬称略） 

 

年度 実施年月日 講演内容等 参加者数

H17. 7.16 「家庭」を失った子どもたちのために 
基調報告：坂本雅子（こども総合相談センター名誉館長） 
講 演：「里親制度の課題と展望 

～アン基金プロジェクトの実践より～」 
坂本和子(ＮＰＯ法人アン基金プロジェクト事務局長） 
実践報告：里親１名 

192 名 
 

H17.11.27 トークセッション 
「里子たちが語る家族 

～あることの大切さ、話すことの大切さ～」 
出 演：元里子２名 
ビデオメッセージ：川嶋あい（シンガーソングライター） 

103 名 

17 年度 

H18. 2. 3 講演会「愛着の絆を結ぶために 
～わが子にあげたい「一生の幸せの鍵」～」 

講 師：ヘネシー澄子 
（社会福祉学博士・臨床ソーシャルワーカー） 

301 名 

H18. 7.29 基調報告：藤林武史（こども総合相談センター所長） 
講 演：「血のつながりを超えた“新しい絆”を支えて」 
岩﨑美枝子（社団法人家庭養護促進協会理事） 
事例報告：ふれあいお盆里親１名 

114 名 18 年度 

H19.2.17 基調講演：「親子の絆～一小児科医の立場から」 
満留昭久(福岡国際医療福祉学院学院長、福岡大学名誉教授） 
トークセッション：里親３名 

145 名 

H19.9.15 基調報告：瀬里徳子 
（こども総合相談センターこども相談課長） 

講 演：「隣人のパンと私たち～家族と暮らせぬ子らのライ

フ・チャンス保障」 
津崎哲雄（京都府立大学福祉社会学部教授） 

120 名 19 年度 

H20.3.23 講 演：「地域における里親支援とは？」 
庄司順一（青山学院大学文学部教授） 
トークセッション：里親３名 

100 名 

H20.7.19 講 演：「東京での里親養育を通して」 
坂本和子(ＮＰＯ法人アン基金プロジェクト副理事長） 
基調報告：瀬里徳子 

（こども総合相談センターこども相談課長） 
事例報告：ふれあいお盆里親１名 

130 名 20 年度 

H21.2.15 講 演：「子どもとの関係性の結びなおし」 
～アタッチメント（愛着）の観点から～ 
西澤 哲（山梨県立大学人間福祉学科教授） 
基調報告：藤林武史（こども総合相談センター所長） 
体験報告：里親１名 

241 名 

福岡 7
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H21.10.12 講 演：「地域の中で里親とともに子どもを育てる」 
宮島 清（日本社会事業大学専門職大学院准教授） 
基調報告：河浦龍生 

（こども総合相談センター緊急支援課長） 
トークセッション：里親里子１組 

108 名 

H22.2.27 講 演：「家族」をつくる ～子どもには家庭と地域が必要～ 
村田和木（フリーライター） 
基調報告：河浦龍生 

（こども総合相談センター緊急支援課長） 
トークセッション：里親３名 

102 名 

H22.9.18 講 演：「里親制度が目指すものってなんでしょう」 
渡邊 守（「キーアセット」ディレクター、国際フォスター

ケア機構理事） 
トークセッション：里親２名、ボランティア２名 

112 名 

21 年度 
 

H22.12.18 講 演：「里親にはどんな力が求められるの？ 10 のことを

考える」 
宮島 清（日本社会事業大学専門職大学院准教授） 
基調報告：重永侑紀（NPO 法人 にじいろＣＡＰ） 
トークセッション：里親里子各１名 

91 名 

H23.9.10 講 演：「おうちのごはんはいいね」 
～横堀ホーム設立への思いと三十年の暮らしの中から～ 
横堀三千代（横堀ホーム） 
講 演：「実子として里親家庭をともに生きて」 

～養育への参加と里親研究を通して～ 
横堀昌子(青山学院女子短期大学子ども学科准教授） 

138 名 23 年度 

H24.2.4 講 演：「里親家庭の作り方」～社会的養護の目指すもの～ 
木ノ内博道 
（全国里親会理事､千葉県里親家庭支援センター理事長） 
基調報告：河浦龍生 

（こども総合相談センター緊急支援課長） 
トークセッション：里親３名 

136 名 

H24.9.15 講 演：「世界で一番貴いいとなみ  

～子どもはみな、親を必要としている～」  
渡井 さゆり（特定非営利活動法人 社会的養護の当事者参加推

進団体日向ぼっこ理事長） 

基調報告：瀬里徳子 

（こども総合相談センターこども支援課長） 

トークセッション：もと里子２名 

222 名 24 年度 

H25.2.23 
これから実施 

講 演：「心の回復プロセスと里親」 

津崎哲郎（花園大学特任教授、元大阪市中央児童相談所長、養

育里親） 

基調報告：蔭山孝雄 
（福岡子供の家みずほ乳児院施設長） 

トークセッション：里親３名（予定） 
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福岡市里親会定例会の時の 子どもプログラム 

今年度６月より、里親会定例会開催時に子どもたちは、子どもプログラムを楽しんでいます。

今後の子どもプログラムの予定は、下記のように開催します。どうぞ、お楽しみに！

※内容として、乳幼児には難しい場合は、別に絵本の読み語りや紙芝居、折り紙など

行っています。

 

１０月１３日（土）10：00～12：00 

絵本を作ろう！ 
絵本を通して感じたことを 

表現したり、自分だけの絵本 

を作ってみよう。 
  

協力：CLCworks（しーえるしーわーくす） 

１１月１０日（土）10：00～15：30 

１日プレイパークで遊ぼう！ 
隣の支援学校のグランドを借りて、思いっき

り遊びましょう！ 昼食休憩を挟んで、午後      

の里親サロンの時間も 

遊びます。 
  

協力：PLAY FUKUOKA 

 
１２月８日（土）10：00～12：00 

松ぼっくりツリーを作ろう！ 
松ぼっくりに、ビーズなど 

で飾りをつけて、自分だけ 

の小さなツリーを作りま 

しょう！ 

 
  

 

 

2013 年１月１２日（土）10：00～12：00 

音を楽しもう！ 
今まで聞いたことのない音を 

聴いたり、廃材や身近なもの 

を使って楽器づくりをして 

楽しもう！ 
 

協力：CLCworks（しーえるしーわーくす） 

 
  

 

 

2013 年２月９日（土）10：00～12：00 

あら不思議？科学で遊ぼう！ 
あっと驚く体験をしましょう。 

ペットボトルのキャップで 

顕微鏡づくり？！ 
 

協力：CLCworks（しーえるしーわーくす） 

 
  

 

 

2013 年３月９日（土）10：00～12：00 

色を楽しもう！ 
廃材になった化粧品などから 

「自分だけの色」を作って、 

絵を描きます。「自分だけの 

色」はおみやげで持ち帰ります。 
 

協力：CLCworks（しーえるしーわーくす） 
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里 親 
 

についての講座 のお知らせ

里親普及・啓発のフォーラムに参加された方たちを中心にお送りしています。

里親のことをもっと詳しく知りたい、関心があるという方たち向けに講座を開催します。

福岡市の社会的養護を必要とする子どもたちの現状や、里親制度や里親さんの状況などを、

担当者から詳しくお話しして頂きます。質問や交流の時間もたくさん取りたいと思います。

たくさんの方たちのご参加をお待ちしています。

尚、当日午後からは同じ部屋で里親サロンを開催します。オブザーバーでの参加も受付けます。

詳細は別紙のチラシをご覧下さい。

※この講座は、初めて参加される方が対象です。 

里親さんや以前にご参加頂いた方は、お知り合いの方などへお声かけ下さい。 

 

 

 

 

 

 
＜お申込み・問合せ＞ （特）子どもＮＰＯセンター福岡   

TEL/FAX 092-716-5095    E-Mail…kodomo-npo.cf@rose.ocn.ne.jp 

 

 

里親についての講座  参加申込票 2012.10.27 

＊必要事項をご記入の上、このまま または、メールで送り下さい。（記載内容は上記のとおりです）
※ 尚、この名簿は、当日の受付などで利用し事務局で管理します。

◆講 師：草場 浩子さん（福岡市こども総合相談センターこども支援課 里親事業推進係長） 

◆日 時：2012 年１0 月 27日(土)10:00～12:00 ※託児もあります 

◆会 場：福岡市こども総合相談センター・えがお館 ７Ｆ視聴覚室 

◆参加費：無料   

お電話又はＦＡＸ､ﾒｰﾙでお願いいたします。 

  

 

（ふりがな）

お名前

ご住所 〒

託児希望の場合：お子さんの名前と性別・年齢

福岡市こども総合相談センター・ＮＰＯ 里親養育支援共働事業 

（お送りした住所と同じ場合は、未記入で結構です） 

かか 

※準備の都合上、お申し込みはできるだけ10/25日まで

にお願いします。 
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福岡 15
※子どもの村福岡の実施
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

                     A Loving Home for Every Child 

Children’s Village Fukuoka 

 

��������� 

����������������������������� 

����������������������������� 

��������������������������� 

 

 

 

� � � 

 
�� ����������������������������� 

�������������������������� 

 

 

�������������������������������� 

������������������������������� 

����� 

 

 

 

   �  � � 

 

��        

 

 

 

福岡 16



79

 

 

福 岡 市 里 親 会 会 則  

  （名称） 

  第１条 この会は、福岡市里親会（通称「つくしんぼ会」以下「本会」）という。 

 

  （目的） 

  第２条 本会は、福岡市の里親相互の連携と研さんを積み、児童の福祉増進のた 

     め、効果的な活動を推進することを目的とする。 

 

  （事務局） 

  第３条 本会の事務局は、福岡市こども総合相談センター内におく。 

 

  （会員） 

  第４条 本会は、福岡市等の登録里親または登録里親であった者で、本会の趣旨 

     に賛同し、入会届を提出した者をもって会員とする。 

 

  （役員） 

  第５条 本会に、次の役員をおく。 

    (1)会長１名 (2)副会長２名  (3)理事若干名（役員経験者、部会代表者他）   

(4)会計２名  (5)監査１名   

 

  第６条 役員の任務は、次のとおりとする。 

      (1) 会長は、本会を代表し、会務を統轄する。 

     (2) 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときは、その職務を代行する。 

     (3) 理事は、本会の業務決定を行うとともに、会務の連絡にあたる。 

      (4) 会計は、本会の金銭出納にあたる。 

      (5) 監査は、本会の会計を監査する。 

    

  第７条 役員の任期は、１年とする。但し、再任を妨げない。 

      ２．補欠役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

  第８条 会議は、総会、定例会、理事会とする。 

      ２．会議は会長が召集し、総会は副会長が、定例会、理事会は会長以外の 

役員が議長となる。 

      ３．会議は、定員の過半数の出席がなければ、その会議を開き議決すること   

      ができない。なお、出席ができない場合には、委任状をもって議決の委任 

        をすることができる。 

        ４．会議の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数の場合は、議長 

        の決するところによる。 

 

    第９条 定例会、理事会において審議する事項は、次のとおりとする。 

     (1)  業務執行に関する事項。 

     (2) 総会に付議すべき事項、又は総会により付議された事項。 
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  第 10 条 総会は、年１回これを開く。ただし、会長が必要と認める場合は、臨時 

     に召集することができる。 

      ２．総会に付議すべき事項は、次のとおりとする。 

      (1)  事業計画及び歳入、歳出、予算の議決並びに、事業報告、決算の承認に 

       関する事項。 

       (2)  会則の変更に関する事項。 

 

  （会計） 

  第 11 条 本会の経費は、会費、里親会運営協力金、賛助（支援）金、寄付金、 

その他の収入をもってあてる。 

      ２．会費は、基本会費を月額５００円とし正会員全世帯より徴収する。 

    ３、里親会運営協力金として、４月、１０月時点での委託児童一人当たり 

月額５００円を基本会費に加算し、半期毎に徴収する。 

    ４、賛助（支援）会員（別途規定する）は、会費年額個人３０００円（一口）、 

      団体１万円(一口)を納入することによって、必要な情報を取得したり、会の支援活

動に参加することが出来る。 

       

  第 12 条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

 

  （弔慰金） 

  第 13 条 本会会員死亡の場合には、弔慰金として、１０，０００円を支出する。 

      ２．その他特に必要と認める場合については、定例会の承認をもって 

        １０，０００円以内で支出する。 

 

  （見舞金） 

  第 14 条 本会会員が２週間以上入院する場合は、５，０００円を、また災害によ 

     り、住居・家財に重大な損失を受けた時は、５，０００円以内を、それぞ 

     れ見舞金として支出する。 

 

  （推進業務費） 

第 15 条 本会の業務を推進するために、会役員に一律２０００円を推進業務費 

として支出する。 

 

  付則  この会則は、昭和４９年１０月１５日から施行する。 

          改正  昭和５９年５月２６日（第１５条） 

          改正    昭和６２年４月２６日（第４、１５条） 

          改正    平成 ９年４月１２日（第５、１４、１５条） 

          改正  平成１１年４月２４日（第９条２） 

          改正    平成１３年４月２８日（第１６条） 

            改正    平成１５年４月１２日（第３条） 

            改正    平成１７年４月２３日（第４条） 

            改正    平成１８年４月２２日（第４条） 

            改正    平成２１年４月２５日（第１２条） 

        改正    平成２３年５月１４日（第５、７、１６条） 

      改正    平成２４年５月１２日（第４条以降全て） 
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本会の経費(会計)について 
 
２０１２年度(平成２４年度)より、下記の通りとする。 
【経費】 
① 基本会費         年額６，０００円 （全正会員に適用） 
② 里親会運営協力金     月額  ５００円 （委託児童一人につき） 
③ 賛助（支援）会費     個人年額３，０００円(一口)、団体年額１万円（一口） 
  
① 基本会費について 
 ・正会員とは福岡市里親会（つくしんぼ会）会員 

    ※総会における議決権をもつ 
    ※里親会関係の全ての活動や会議に参加できる。 

※「つくしんぼだより」「機関紙」「文集」の全てを無償配布 
    ※会員内の名簿・連絡網を所有できる。 

 
② 里親会運営協力金について 
・4 月 1 日、10 月 1 日時点での委託児童でカウントする 

  ・特別養子縁組・普通養子縁組里親の場合は該当しない。 
  
 ③ 賛助（支援）会費について 
 ・正会員以外で福岡市里親会（つくしんぼ会）の活動に支援、協力していただける 

個人、団体 
   ※里親会関係の活動や会議に参加できる。 

※「機関紙」等を配布 

福岡 18
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平成２３年度	
 つくしんぼ会事業報告書	
 
	
 

4月	
 5月	
 6月	
 7月	
 8月	
 9月	
 10月	
 11月	
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 3月	
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損
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保
険
更
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・
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交
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長
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地
区
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研
修
大
会	
 

・
お
盆
ふ
れ
あ
い
行
事	
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研
修
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ラ
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・
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会
�
キ
�
ン
プ
�	
 

・
え
が
お
館
主
催
里
親
研
修	
 

・
全
国
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親
月
間	
 

・
全
国
里
親
大
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・
里
親
会
会
長
会
議	
 

・
札
幌
市
里
親
会
・
福
岡
市
里
親
会
交
流
会	
 

・
施
設
訪
問	
 

・
つ
ば
さ
コ
ン
サ
�
ト	
 

・
新
年
会	
 

・
里
親
フ
�
�
ラ
ム	
 

・
損
害
賠
償
保
険
更
新	
 

・
つ
く
し
ん
ぼ
基
金
か
ら
の
祝
金
贈
呈
式	
 

・
え
が
お
館
主
催
里
親
研
修	
 

	
 	
 	
 ＜	
 定	
 例	
 会	
 ＞	
 	
 	
 	
 	
 

＊月1回	
 定例会	
 

《内容別》	
 
行	
 事	
 期	
 日	
 参加者等	
 実	
 施	
 内	
 容	
 等	
 

総	
 	
 会	
 5月14日（土）	
 
会員	
 	
 34名	
 
子ども	
 32名	
 

[会場]	
 福岡市こども総合相談センター	
 
[議題]	
 ①平成22年度事業報告・収支決算報告	
 

②平成22年度会計監査報告	
 
③平成23年度事業計画・収支予算	
 
④会則の改正	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 他	
 

内部研修会	
 8月20日（土）	
 
大人	
 	
 19名	
 
子ども	
 22名	
 

[会場]	
 プチサンク	
 
[内容]	
 男性懇話会	
 
	
 	
 	
 	
 女性茶話会	
 
	
 	
 	
 	
 歓送迎会	
 

合同研修	
 
・キャンプ	
 
・施設訪問	
 

9月7日（土）	
 
大人	
 	
 21名	
 
子ども	
 33名	
 

[場所]	
 若杉山キャンプ場	
 

1月14日（土）	
 会員	
 	
 13名	
 [場所]	
 報恩母の家	
 

札幌市里親会・福岡
市里親会交流会	
 

12月6日（火）	
 会員	
 	
 	
 5名	
 
[場所]	
 福岡市こども総合相談センター	
 
[内容]	
 両都市活動報告	
 

全国里親大会	
 
・里親研究協議会	
 

10月1日（土）
～2日（日）	
 

会員	
 	
 	
 4名	
 

[会場]	
 愛知県	
 ウィルあいち	
 
[分科会]「虐待を受けた子どもの、回復と育ちを支える支援の中でつまずくこと」他	
 
[基調講演]「愛着の絆は、子どもの未来を創る～脳の仕組みを知って～」	
 
[対談フォーラム]「子どもの命を守るために」	
 

九州地区	
 
里親研修大会	
 

7月23日（土）	
 
7月24日（日）	
 

会員	
 	
 15名	
 

[会場]	
 福岡県	
 クローバープラザ	
 
[基調講演]	
 「里親と子どもの課題」	
 
[基調報告]	
 全国里親会理事	
 	
 
[ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ]	
 「里親が出来てよかった、あってよかった、やってよかった、会えてよかった」 	
 
[分科会]「告知について」「自立支援について」「思春期への対応について」「愛着発達障害について」「里子と語ろう 」	
 

会
議	
 

九州地区会長会	
 7月23日（土）	
 会長代理	
 22年度事業報告について、22年度収支決算について	
 他	
 

里親会会長会議	
 12月10日（土）	
 会長代理	
 IFCO(国際フォスターケア機構)日本世界大会開催について	
 他	
 

	
 
定	
 例	
 会	
 

	
 

4月9日（土）	
 

役員・会員	
 
	
 
延べ人数	
 

251名	
 
(定例会の参加人

数のみ）	
 

	
 

ランドセル式、今後の里親会の在り方、総会の日程について	
 	
 	
 	
 他	
 

5月14日（土）	
 本日の総会について、里親損害賠償責任保険	
 他	
 

6月11日(土)	
 男性懇話会、今年度の行事の担当者の選出、そうめん販売について	
 他	
 

7月9日(土)	
 懇親会、物品販売、合同研修会(ｷｬﾝﾌﾟ)、福岡市虐待防止推進委員会について	
 他	
 

8月20日(土)	
 懇親会、物品販売、合同研修会(ｷｬﾝﾌﾟ)、「子どもの村福岡」主催の研修について	
 他	
 

9月17日(土)	
 懇親会、「子どもの村福岡」主催の研修について	
 他	
 

10月8日(土)	
 合同研修会(ｷｬﾝﾌﾟ)	
 、「子どもの村福岡」主催の研修、全国里親研修大会	
 	
 他	
 

11月12日(土)	
 こども虐待防止ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ、札幌市里親会との交流会、施設訪問、新年会について	
 他	
 

12月17日(土)	
 札幌市里親会との交流会、全国里親会会長会議報告、施設訪問、新年会日程について	
 他	
 

1月14日(土)	
 施設訪問、新年会、2月定例会、巣立ちの会、役員人事について	
 他	
 

2月11日(土)	
 施設訪問報告、新年会、巣立ちの会、役員人事、4月の定例会・総会について	
 他	
 

3月10日(土)	
 新年会、巣立ちの会、4月定例会、総会の課題・日程について	
 他	
 

物品販売	
 5月～7月	
 	
 バザーや物品販売	
 

えがお館主催研修・	
 
ＮＰＯ講演会	
 

9月10日(土)	
 会員	
 	
 17名	
 フォーラム「新しい絆｣	
 
10月	
 8日(土)	
 会員	
 	
 19名	
 里親研修「しつけと体罰、どこから虐待？」	
 
2月	
 4日(土)	
 会員	
 	
 14名	
 フォーラム	
 ｢新しい絆｣	
 
3月13日(火)	
 会員	
 	
 18名	
 里親研修「里子のライフストーリーワークについて」	
 

お盆ふれあい	
 
行事	
 

	
 8月12日(木)	
 
	
 	
 ～15日(日)	
 

会員	
 	
 5世帯	
 
	
 乳児院・養護施設に入所している子どものうち、お盆の時期に一時帰省で
きない子どもを自らの家庭に預かり、家庭生活を体験させる。（主催：こど
も総合相談センター）	
 

新年会	
 	
 2月11日(土)	
 94名	
 	
 [会場]	
 わざわざ博多本店	
 
贈呈式	
 	
 3月10日(土)	
 対象里子5名	
 つくしんぼ基金からの祝金贈呈式	
 

 

福岡 19
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平成 24年度	
 つくしんぼ会事業計画書	
 
	
 

4月	
 5月	
 6月	
 7月	
 8月	
 9月	
 10月	
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 1月	
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員
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こ
相
と
の
懇
談
会	
 

・
九
州
地
区
里
親
研
修
大
会	
 

・
ふ
れ
あ
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お
盆)

里
親
行
事	
 

・
合
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研
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会
�
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シ
�
ン
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・
こ
相
主
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・
全
国
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大
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・
全
国
里
親
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・
施
設
訪
問	
 

・
新
年
会	
 

・
損
害
賠
償
保
険
更
新	
 

・
九
州
地
区
会
長
会	
 

・
つ
く
し
ん
ぼ
巣
立
ち
の 

お
祝
い
金
の
贈
呈
式 

	
 	
 	
 ＜	
 定	
 例	
 会	
 若しくは	
 部	
 会	
 ＞	
 	
 	
 	
 	
 

＊月1回	
 定例会若しくは部会	
 
	
 

《内容別》	
 
行	
 事	
 期	
 日	
 参加者等	
 実	
 施	
 内	
 容	
 等	
 

総	
 	
 会	
 5月	
 日（土）	
 全	
 員	
 [会場]	
 福岡市こども総合相談センター	
 

懇談会	
 7月	
 役	
 員	
 子ども総合相談センターとの懇談会	
 

合同研修	
 
・レクレーション	
 
・施設訪問	
 

9月	
 会	
 員	
 ふれあいレクレーション	
 

1月	
 会	
 員	
 施設見学会	
 

全国里親大会	
 
・里親研究協議会	
 

10月6日（土）
～ 7 日
（日）	
 

会	
 員	
 [開催地]山形県	
 	
 

九州地区	
 
里親研修大会	
 

7月28日（土）	
 
7月29日（日）	
 

会	
 員	
 [開催地]長崎県	
 	
 

会
議	
 

全国評議員
会	
 

6月	
 会	
 長	
 全国里親会活動と情報交換	
 

九州地区会
長会	
 

3月	
 会	
 長	
 九州地区里親研修大会打ち合わせ	
 

定	
 例	
 会	
 
部	
 	
 	
 会	
 

毎月	
 
第２土曜日	
 
10:00～
12:00	
 

役員・全員	
 
[会場]	
 福岡市こども総合相談センター	
 
	
 

物品販売	
 5月～7月	
 全員	
 （島原手延そうめん：未定）の販売	
 

こ相主催研修会	
 

6月	
 5日	
 全員	
 「告知」について	
 

10月13日	
 全員	
 テーマ未定	
 

	
 	
 	
 

お盆ふれあい	
 
行事	
 

	
 8月12日	
 
(金)	
 

	
 	
 ～15日	
 
(月)	
 

希望者	
 

	
 
乳児院・養護施設に入所している子どものうち、お盆の時期に一時帰省
できない子どもを自らの家庭に預かり、家庭生活を体験させる。	
 

（主催：こども総合相談センター）	
 

新年会	
 	
 2月	
 全員	
 未定	
 

贈呈式	
 	
 3月	
 全員	
 つくしんぼ基金からの祝金を自立する里子に贈呈する。	
 

 

福岡 20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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1 
 

 

福岡市里親会の新しい組織図 平成24年 6月 

 

 

定例会 

部会          
  

              

 

 

 

  

 

 

 

社会的養護を担う諸団体への参加、或いは連携・交流・協働事業 

 全国里親会・九州地区里親協議会・札幌市里親会 

 福岡市子ども虐待防止活動推進委員会・福岡市里親委託等推進委員会 

ファミリーシップ福岡・子どもＮＰＯセンター福岡・子どもの村福岡・いっしょ☆ふくおか・

そだちの樹・福岡乳児院児童養護施設協議会(乳養協)・かんらん舎・九州冒険王 

 福岡赤坂ライオンズクラブ・フードバンク九州・ストリートプロジェクト他 

 
 

総会 

福岡市ファミリ

ーホーム（ＦＨ） 

協議会（準） 

企画・研修 

研修（計画・案内・ 

実施・記録） 

巣立ちの会 

ランドセル会 

広報・記録 

リーフレット作成・配布 

つくしんぼだより発行 

文集・機関紙発行 

ＨＰ・ブログ作成 

資料作成・紹介 

つくしんぼ 

巣立ちの基金 

親睦 

地域サロン 

懇親会 

レクレーション 

文化交流 

里親のためのリフレッシュキャンプ 

役員会・理事会 

福岡 21
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委託率アップの取り組み その２ 

 

 

         大分県 

 

継続的・積極的に行政が取り組んだ例 

委託率アップの取り組み その２ 

大分県 

継続的・積極的に行政が取り組んだ例 
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                     2 
 

 
＜はじめに＞ 

 

大分県の要保護児童 479 人（平成 24 年 3 月 31 日現在）のうち、全体の 25.1％を占める 120
人の児童が里親とファミリーホームに委託されている。平成 13 年度末の委託率は 1.2％だったの

で、ここ 10 年間で委託率が 23.9％上昇したことになる。 
 平成 24 年 7 月、大分県の協力を得て、平成 14 年度から現在に至るまでの大分県の里親委託推

進を全国里親委託等推進委員会が調査した。本章では、委託率の上昇につながったと考えられる

大分県の取り組みについて報告する。 
 

 

【目次】 

１ 大分県の概要と社会的養護の資源   

２ 里親委託の成功体験を共有する   

３ 組織的に里親委託を推進する   

４ 着実かつ継続的にアプローチする   

５ 里親支援を丁寧に行う   

６ 里親の社会的養護の担い手としての意識を高める   

７ 施設と里親 －相互理解と連携の仕組みづくり－   

８ 里親委託率アップの取り組みを振り返って   

９ データで見る里親と委託児童の増加   

10 参考 児童相談所と里親支援専門相談員との協働   

11 委託推進の歩み 10年間で委託率1.2％から25.1％へ   

大分県 資料一覧   
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                     3 
 

 

 
 
 
■里親委託推進が必要とされた理由 

 
 大分県の人口は 1,191,488 人、児童人口数は 189,440 人（平成 23 年 10 月 1 日現在）、県内の

児童相談所数は２か所である。県内には乳児院数が１か所、児童養護施設が９か所あるが、図１

にあるように、すべて県中部・北部にあり、県南部には乳児院と児童養護施設がない。平成 12
～13 年当時、増え続ける児童虐待のなかで要保護児童が増えて施設が満床になり、子どもの生活

の場が足りなくなったのが課題であった。また地理的な問題以外にも、集団生活に適応が難しい

児童がいるという理由で、他の選択肢が必要であった。児童養護施設は、精一杯子どもたちを支

えていたものの、個別的な関わりが必要な子どもへの対応については体制的に十分とは言えなか

った。現場が対策を模索するなかで、行き着いたところが里親制度であった。 
 
人口 1,191,488 人(H23.10.1) 約 119 万人 

児童人口 189,440 人(H23.10.1) 約 19 万人 

児童相談所数 2 か所  

乳児院数 1 か所 
18

(1)
人 20 名定員 （H23.4.1） 

児童養護施設数 9 か所 
348

(5)
人 405 名定員 （H23.4.1） 

情緒障害児短期治療施設 0 か所 0 人 0 名定員 （H23.4.1） 

里親登録数 128 世帯 （H23 年度末） 

受託里親数 62 世帯 （H23 年度末） 

里親委託児童数 82 人 （H23 年度末） 

ファミリーホーム数 10 世帯 （H23 年度末） ファミリーホームは９ホーム

が里親登録している 

ファミリーホーム委託児数 38 人 （H23 年度末） （里親委託の内数） 

 ※乳児院・児童養護施設の在所者の( )書きは他県・市からの措置児童(内数) 

 
 
 
 
 
 
               

１ 大分県の概要と社会的養護の資源 
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■里親委託推進が必要とされた理由 
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打開策を必要とするタイミングで里親制度の改革があった 

 
 このような状況のもとで、以前から細々と行われていた里親委託で子どもたちが落ち着いて生

活している様子が見られたことから、打開策として、現場が里親制度に関心を持つようになった。

また、平成14年、『里親の認定等に関する省令』と『里親が行う養育に関する最低基準』が施行

された。専門里親、親族里親が創設され、里親支援事業や里親の一時的な休息のための援助（レ

スパイト・ケア）が制度化された。このような国による里親制度の改革があり、「子どもの最善

の利益を確保する」という児童の権利条約に基づいた視点から、児童相談所内で里親制度の有効

性をとりまとめることとなった。その結果、以下の４つを里親委託の有効性として所内で共有し、

委託を推進することになった。 

  

 

 

 

 

平成 24 年 4 月 1 日現在 

図１ 大分県の社会的養護資源分布図 
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その結果、少しずつ施設から里親への措置変更が始められた。措置変更の推移についてはP110

里親・ファミリーホーム関係年度別データ中の「施設→里親(FH)措置変更数」を参照。平成14

年度から平成23年度までの委託率の推移と主な取り組み内容を図２に示した（時系列での取り

組み内容の詳細については、P119の表を参照）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

里親制度の有効性 

 

①乳幼児期の愛着形成が図られる。  

   ②子どもと養育者で１対１の関係がとれる。 

   ③健全な家庭モデルを知ることができる。 

   ④子どもの生活の連続性を確保できる。 

現場では どう動いたのか？ 

・登録里親に対して、家庭訪問や手紙等の手段で委託についての意

向を確認した。 

・施設入所児童のうち、長期にわたって入所している子どもや実親

等の交流がない子どもをリストアップした。 
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図２ 

 
※ P119「委託推進の歩み」の表参照。 
 
 大分県の委託児童数の推移 

 
 
 
 
 全国の里親等委託率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 

年度 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 

委託児童数 5 22 33 44 51 62 69 81 114 120 

委託率(%) 1.2 5.0 7.4 9.0 10.9 13.3 14.9 17.6 22.7 25.1 

   年度 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 
全国の里親等

委託率(%) 
7.4 8.1 8.5 9.1 9.5 10.0 10.5 11.1 12.0 13.6 

専任職員（常勤） 

の配置。 
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里親制度に関連した組織の紹介 

 

■里親会 

 事務局の所在：    大分県社会福祉協議会 

 事務局の所管事務：  文書関係事務、理事会決定事項の実施に係る準備・運営・調整、会計

管理（会費徴収、委託事業関係業務、予算・決算等）、里親賠償責任

保険窓口 

 里親会の活動内容：  事業計画は、理事会で決定。総会・理事会・委託を受けている里親サ

ロンのブロック別運営、全体交流会、児童相談所と県担当課との意見

交換会、会報の発行、ファミリーホーム協議会及び児童アフターケア

センター大分との連携、里親促進活動（里親開拓等）、里親賠償責任

保険 

 里親会加入率：     48加入里親数／128 登録里親数＝37.5％ (平成24年3月31日現在） 

            92加入里親数／130 登録里親数＝70.8％（平成24年 7月 1日現在）  

 
■里親委託等推進委員会 

 委員会構成団体：   児童養護施設、乳児院、県里親会、児童相談所、県庁担当課 

 委員会の内容：    1 回／年開催。社会的養護の現状や里親委託等の現状、取り組みにつ

いて報告し、県の取り組みについて共有を図る。 

 

■里親支援専門相談員   

設置箇所数：     乳児院1か所、児童養護施設4か所 

活動内容：      乳児院は、県全域担当。児童養護施設は、県を4ブロックに分担し地

域担当制。担当地域の里親家庭・ファミリーホームを訪問。施設内の

里親委託への措置変更を検討。ブロックの里親サロンへの参加・場所

の提供、週1回の里親支援専門相談員と児童相談所との定期連絡会の

実施、各種研修への参加（詳細は、P111参照）。 

 

                     8 
 

 
■里親委託率の顕著な伸びをもたらした取り組み 

 
里親委託率の顕著な伸びを実現できた要因として、大分県では、以下の４点を挙げている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

では、実践現場では、具体的にどのように取り組んだのだろうか。以下、実践現場における取り

組みを紹介する。 
 

 
① 里親委託を推進する理由が「子どもの最善の利益を確保する」という子ども中心

の視点であったこと。 

② 里親と施設の相互理解・連携が里親委託推進に関わる事業展開の大きな柱になっ

たこと。 

③ 施設入所児童のうち、里親委託が適当な子どもの選定や措置変更が、施設と里親

の理解・協力のもとに円滑に行われたこと。 

④ 児童相談所の体制強化、職員の里親委託の有効性理解が進んだこと。 
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■里親委託率の顕著な伸びをもたらした取り組み 

 
里親委託率の顕著な伸びを実現できた要因として、大分県では、以下の４点を挙げている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

では、実践現場では、具体的にどのように取り組んだのだろうか。以下、実践現場における取り

組みを紹介する。 
 

 
① 里親委託を推進する理由が「子どもの最善の利益を確保する」という子ども中心

の視点であったこと。 

② 里親と施設の相互理解・連携が里親委託推進に関わる事業展開の大きな柱になっ

たこと。 

③ 施設入所児童のうち、里親委託が適当な子どもの選定や措置変更が、施設と里親

の理解・協力のもとに円滑に行われたこと。 

④ 児童相談所の体制強化、職員の里親委託の有効性理解が進んだこと。 
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■成功体験の意義 

 
 前述したように、大分県が里親委託推進を行うきっかけとなったのは、要保護児童の措置先の

選択肢の乏しさや集団生活に適応できない子どもの存在であった。実際に里親に子どもを委託し

てみると、子どもの表情などに変化が見られ、地区担当ケースワーカー(児童福祉司)が里親養育

は子どもに有効と考えるようになった。これが児童相談所全体にとって、「里親委託の成功体験」

につながった。このような体験の積み重ねを経て、子どもが保護され措置を検討する時に、「こ

の子どもには、里親委託が良いのではないだろうか」という発想をするようになった。 

 
 集団のなかで生活をすることが難しく、個別的なケアを必要とするこ子どもは、養育者との１

対１の関係をつくることのできる里親委託が望ましい。しかし子どもには、それまでの育ちのな

かで受けた様々な影響があり、里親自身が子どもに振り回されるなど養育困難な状況に陥る可能

性がある。そこで、このようなことを避け、里親委託を推進するために、家庭訪問や通所による

心理面接など、里親と子どもに手厚い支援を行い、困難を乗り越えていけるように整えた。困難

事例の対応経験が里親支援の充実を促し、困難事例が成功体験へと転じていった。児童相談所内

で一連の流れが共有されることで、措置を検討する際に里親委託を優先的に考えるようになった。 
 
■成功体験のあるスーパーバイザーが重要ポイントを引き継ぐ 

 
大分県では児童福祉司を専門職で採用していないが、児童相談の経験を持つ者をスーパーバイ

ザーの立場で再度赴任させるなど、児童相談所の専門性の確保に努めている。里親委託において

も、成功体験を持つ職員がスーパーバイザーの立場で指導したり、里親担当をした職員が県庁の

担当課に配置されるなど、大分県として一体的に里親委託を推進する体制になっている。里親委

託の有効性や気をつけるべきポイントを熟知したスーパーバイザーが、児童相談所に複数配置さ

れている意義は大きく、里親委託における専門的支援を保てる理由となっている。 

２ 里親委託の成功体験を共有する 

里親に委託さ
れた子どもの
表情の変化が
見られる。

里親委託の成功体
験につながり、次
に子どもが保護さ
れた時、里親委託
が検討される。

地区担当ケ
ースワーカ
ーが里親養
育が有効と
考えるよう
になった。
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■児童相談所の体制整備 

 
 里親委託を推進するということは、里親の開拓、アセスメント、打診、家庭訪問など、施設措

置に比べて多くの労力を必要とすることでもある。大分県では児童虐待対応件数が増加するなか、

児童福祉司や一時保護所職員を中心に人員増が行われてきたが、里親委託を推進するに当たり、

里親制度に関わる人員も増員している（下記の表参照）。 
 
★平成 16 年度に里親専任職員（里親委託等推進員 非常勤１名）を初めて中央児童相談所に

配置した。その後、平成 18 年度に２名、平成 24 年度に１名と、非常勤専任職員を県全体で４

名に増員し、里親訪問や電話相談、トライアル里親（P107 参照）の調整、措置費のとりまと

め、台帳管理、各種事務など里親支援全般を担当している。 
★平成 22 年度には新たに里親専任職員（常勤 1 名）を中央児童相談所に配置した。常勤専任

職員の配置前は、地区担当児童福祉司が里親業務を担当していたため、里親開拓・普及啓発・

広報活動や研修対応が十分ではなかった。配置後は上記の業務に加え、里親委託に関わる指

導・助言、里親支援や里親会対応も行うことができ、里親委託の大幅な伸びにつながった。平

成 24 年度には、里親専任職員（常勤1名）が新たに追加配置された。 

 
また、かつて里親担当をしていた職員が県庁担当課など他部署を経て、児童相談所に里親ＳＶ

として戻ってくるなど、県全体で一体的に里親委託を進めることができる体制となっている。 
 
  児童相談所の体制 

  児童福祉司数 里親委託等推進員 

うち里親担当職員 
年度 

児相数 
 

 うち専任 うち他業兼務 
  常勤 非常勤 

H16 2 16 2 2 1  1

H17 2 20 2 2 1  1

H18 2 20 3 3 3  3

H19 2 21 3 3 3  3

H20 2 22 3 3 3  3

H21 2 23 4 4 3  3

H22 2 21 2 ※1 1 3  3

H23 2 23 2 ※1 1 3  3

H24 2 23 3 ※2 1 4  4

※H22 以降、里親専任職員は児童福祉司の数に含まれていない。 

３ 組織的に里親委託を推進する 
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■里親専任職員の受理会議と援助方針会議への参加 

 
 里親専任職員は週１回、児童相談所で定期的に開催される受理会議に必ず参加している。受理

会議では児童相談所が相談援助活動を行うすべての事例について扱うので、会議に参加すること

により、支援が必要な子どもたちの情報を把握することができる。また、入所や委託の措置を検

討する援助方針会議にも参加し、里親委託が適当かどうかを検討している。 
 
■中央児童相談所における里親担当職員の業務分担 

 
里親専任職員(常勤２名と非常勤３名)から構成される里親担当(班)が里親に関することや支援

メニュー、措置費に関する業務を行っている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  里親専任職員(SV)の主な業務 

・里親関係業務の総括・調整 
・里親とファミリーホームへの指導 
と助言 

・登録里親とファミリーホームの現状把握

・里親研修の企画・実施 
・児童福祉審議会里親部会関係 
・里親支援専門相談員との連携 
・里親会との連携 
・被措置児童虐待に関することなど 

    非常勤職員３名の主な業務（里親の居住地により担当地区がある） 

・里親とファミリーホームに関わる措置費のとりまとめ ・里親の現状把握(訪問

や電話など) ・里親研修会に関する事務補助 ・里親支援ボランティア事業に

関する事務補助 ・レスパイト事業関連 ・里親登録者台帳の整理 ・里親訪問

台帳の整理 ・トライアル里親事業関連 ・里親の開拓と調査関連 など 

  里親専任職員（担当）の主な業務 

・里親とファミリーホームへの指導 
と助言 

・登録里親とファミリーホームの現状把握

・里親研修の企画・実施 
・里親の開拓、里親認定のための調査関連

・里親支援ボランティア関連 
・里親委託推進委員会関連 
・里親関係支出事務など 
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■里親担当職員と地区担当ケースワーカー(児童福祉司)の業務分担 

 
 委託児童の措置に関することと実親に関することは地区担当ケースワーカー(児童福祉司)が担

当し、里親に関することや支援メニュー、措置費に関することは里親担当職員が受け持つ。しか

し、現実的には明確な分担が難しく、情報の共有が最も大切である。里親が児童相談所に連絡し

てくる場合も、連絡の内容や相談内容を担当毎に分けることが難しいので、受けた方の担当が内

容を整理した上で、適宜引き継ぎをする。通所、家庭訪問、実親との面会などの里親と子どもに

関する情報は、委託の継続の判断や家庭復帰等を検討するため、また、子どもの状態を把握する

のに重要なため、 
 

里親担当職員と地区担当ケースワーカーが小まめに連絡し合うことを徹底している。 

 
 
■里親個別ファイルの作成 

 
 平成 17 年度に里親の個別ファイルを作成し、過去の委託状況、里親の意向、家庭の状況、受

託可能な子どもの年齢層、不調のおそれがある子どものタイプ等を把握している。里親個別ファ

イルにより、 
 

職員の異動があっても、児童相談所内で情報を共有することができている。 
 

また、児童相談所の定例会議(毎週開催)では、月に１回、直近の里親情報を里親担当職員から

全職員に提供している（平成 22 年度から）。里親の近況や受託可能な里親、新規登録里親等の動

向が報告され、職員がケースワークを行う際の参考になっている。 
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■地域福祉の視点から里親委託を推進する 

 
大分県では「一中学校区に一里親家庭を」を目標に、平成 17 年度から、里親制度説明会を全

市町村で継続的に開催している（資料大分１）。前述したように、施設の場所が県内で偏在して

おり、施設のない地域で子どもが保護された場合、慣れ親しんだ地域から子どもが切り離されて

しまう可能性がある。そこで、施設の地域的偏在を補い、子どもの生活の連続性を確保するため

に、里親開拓を進めるに当たって、「一中学校区に一里親家庭」のスローガンを掲げている。 
 

地域で里親推進を行う利点 

                   
★子どもの地元に里親がいて受け入れできれば、馴染んだ学校や保育園に通い続けることが 
できる。 

★里親が生活する地域で里親制度に対する理解があれば、里親が地域で孤立することなく、 
地域の社会資源から子育て支援を受けることができる。 

 
■里親制度説明会の展開 

 
１．里親制度説明会の概要 

 
平成 24 年度は県内各地で計 14 回の里親制度説明会が開催された。広報の手段は、新聞や市町

村広報への案内記事の掲載である。市町村広報掲載の２～３週間後に説明会を実施すると、人が

集まりやすいという傾向が見られる。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 着実かつ継続的にアプローチする 

主
に
市
町
村
広
報
誌
に
掲
載

２～３週間後 

・場所によって夜に開催 

・希望者が１人でもいれば開催 

・真剣な希望者にしっかりと情報提供 

・大分県の現状を伝える 

・養育の喜びと難しさの両面を伝える 

・子どもの生活の場が必要だと伝える 

・じっくりと検討してもらう 

例年の繰り返しが着実な申し込みにつながる 
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大分市の説明会では夜 19 時から開催するなど、開催時間を工夫している。県下全域を対象に

した中央児童相談所での説明会も１回開催されたほか、若い人たちに里親制度を知ってもらうと

いう目的で大学や大学院の学生を対象に２回説明会を開催した。例年、説明会を繰り返すことが、

着実な申し込みにつながっている。 
 
説明会の内容は、社会的養護の体系、大分県の現状、里親制度の概要、里親養育のメリットと

デメリット、里親への支援体制、申請から登録までの流れなどの情報が網羅されている（資料大

分２）。社会的養護の体系の部分では、保護されている子どもたちが全員、里親に委託されるわ

けではなく、子どもにとって最善の利益が確保できる場所を児童相談所が選択することが説明さ

れている。また、里親委託は子どもと里親の双方に家族としての喜びや豊かさをもたらす一方で、

相性の問題や中途養育の難しさ、家庭という私的な場所で行われる公的養育であり、里親は社会

的養護の担い手であることなどを説明し、申請前に家庭で十分に検討するように働きかけている。 
 
２．里親制度説明会のターゲットは里親を真剣に考える人に絞る 

 

広報を見て説明会に足を運ぶ人はかなり関心の高い人なので、参加希望者が１名でもいれば実

施している。多くの参加者を募るというコンセプトではなく、真剣に考えて里親になってくれる

人にしっかりとした情報を届けることを目的としている。不特定多数では参加者の理解のために

必要なポイントを絞りにくいが、参加者が少ないことは、参加者の理解や興味にあわせて具体的

にわかりやすく説明できるという利点がある。 
施設がない地域の説明会では、里親がいないと保護された子どもが地元を離れなくてはいけな

いという事情を話し、「子どもの生活の場が必要である」と協力を求めている。 
 

３．里親制度説明会への市町村職員参加 

 
平成 24 年度は 14 回の説明会のうち、12 回で市町村担当者（要保護児童対策協議会担当者）

の参加があった。最近では、保護者の短期間の入院時に里親委託するなど、里親制度が地域の社

会資源として機能している。 
                   

■市町村に里親養育行政説明会への参加を呼びかける 

 

 里親制度説明会に加えて、里親養育行政説明会にも市町村の児童福祉担当者の参加を呼び掛け

ている。 

 

 

 

 

 

 

  平成24年度里親制度説明会 

・里親に関心がある人を対象に広報啓発

・県内各地で 14 回開催 
・12 回で市町村担当者（要保護児童 
 対策協議会担当者）が参加 

 平成24年度里親養育行政説明会 

・登録里親を対象に必要事項を周知 

・地区別に開催（7 地区） 
・11 市町 18 名の市町職員が参加 
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里親養育行政説明会は里親養育に必要な事項を登録里親に周知する目的で開催しているが、市

町村に対しても里親養育行政説明会を案内し、児童福祉担当者の参加を呼び掛けている（資料大

分３）。平成 24 年度は初めて地区別（別杵、大分、豊肥、県南、県北、玖珠・日田、中津）に開

催し、11 市町 18 名の市町村職員が参加した。市町村からは「市町村としても支援していきたい

ので、市内の里親や委託されている子どもについて、児童相談所から情報提供してもらいたい。

必要があれば市の他部局とも連携して支援できる」という反応があった。市町村が里親制度を知

ることで、里親に有効な子育て支援制度を紹介できるなど、スムーズな連携が図られている。 
また、里親が児童措置費の支給を含めどのような支援を受けているか、その根拠法令等を知り、 
 

市町村の子育て支援策の何を適用できるかを一緒に考えてくれることもあった。 
 

 
★市町村のバスを里親会の活動等に貸し出してくれる市町村が現われた。 
★ある市町村では子どもの小学校等での怪我などに備えて養育者が加入する 
日本スポーツ振興センターの掛金が免除となった。 
 

市町村職員からは、「地区別説明会を通じて、里親と顔見知りになれた。児童措置費など事務

的な内容も理解できてよかった」との反応もあった。児童相談所としても、各市町村に対して管

内里親委託児童について情報提供していくとともに、今後の委託についても、その都度、里親が

居住している市町村に連絡することになった（要保護児童対策地域協議会の位置づけで情報提供

するため、守秘は保持される）。 
里親からは「市町村にも里親を知ってもらいたい。まずは市役所の人と顔見知りになりたい。

支援もしてもらいたい」「市町村の人を知ることができてよかった」という反応があった。 
さらに里親のスキルアップ研修（年に１回の里親の全体研修）にも児童相談所から市町村に声

をかけて、市町村職員が参加している。 

 
 
 

市町村

里親

児童相談所
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■広報の機会にアンテナを張る本庁担当課 

 
 県の広報番組や広報誌など本庁(こども子育て支援課)の里親担当者が広報に関してアンテナを

張ることにより、広報の機会を逃さないようにしている。平成 23 年度は、地元新聞の県の広告

欄に里親制度説明会を掲載することができ（資料大分４）、それを見て、９組（14 名）が１週間

後の説明会に参加し、内７組が里親申請・認定された。新聞広告は県の買い取り枠で、本庁の里

親担当者が説明会の２か月半前に申し込んだ。３連休の中日に新聞の２面に掲載したことが、も

ともと関心のあった参加者の目に留まり、効果をあげた。前述した市町村での里親制度説明会も

じわじわと効果があった。以下の広報活動も行っている。 
 
・県の広報ＴＶ番組（15 分）で里親制度をとりあげる。 
・保育士・心理・福祉養成校で里親制度の講義をする。 
・学校教員向けの子どもの人権研修の１コマに「里親制度について」が設定される（里親による

小学校との連携体験談などを入れる）。 
 
 チラシも配布しているが、1000 枚配って反応が１件程度なので、 
 
 
 
 
 
その他、「県内の不妊治療クリニックから里親制度について聞いた」という里親希望者が複数

いたことから、里親担当職員が当該クリニックを訪問して、制度説明をするなどの工夫をしてい

る。 

不特定多数に配るよりも、もともと関心を持っている人に着実に説明会に足を運んでもら

うことが大切だというコンセプト 



102

                     17 
 

 
 
 
 
■里親制度に関わる児童相談所の人員を増やし、体制強化 

  
前述のように里親委託には、里親の開拓、アセスメント、打診、家庭訪問など、施設措置に比

べて多くの労力が必要であり、また、里親が増えれば、その分、里親への支援が必要になるので、

里親に関わる人員を増やすとともに、里親専任職員を配置している。里親専任職員を置くことで、

専門性が向上し（里親養育の気をつけるべきポイントや支援方法の蓄積）、里親からの相談を受

けやすい体制をつくることができたため、支援が行き届くようになり、里親が危機を乗り越えや

すくなった。 
 また、大分県ではファミリーホームが増えている。ファミリーホームは複数養育を経験したベ

テラン里親が開設していることもあって、ファミリーホームに難しい課題を抱える子どもが措置

されることが多くなってきている。そのため、ファミリーホームごとに固定した児童心理司を配

置し、養育者等が相談したい時にできるだけ応じられる体制及びファミリーホームの全体を把握

して相談に応じられる体制をつくった。さらに、平成 22 年度から児童相談所に24時間対応する

電話相談体制が整備されたため、里親がいつでも相談できるシステムができている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■里親家庭への心理面接・家庭訪問 

 
子どもの抱える課題が大きく、委託後の養育に困難が予想される場合には、養育目標を短期的、

５ 里親支援を丁寧に行う 
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かつ、達成可能なものとすることで、里親の養育が失敗しにくいものとすると同時に、心理面接

や家庭訪問などの援助や養育状態の把握の機会を頻回にしている。また、この委託に困難が予測

されることを十分に伝えて、たとえ不調になっても里親の心構えができるようにしている。 
例えば、「里親も子どもも拒否感なく１か月間生活でき、大きな逸脱で地域が受け入れられな

くなるようなことがないことを目標にしましょう」などと小さな目標を設定し、「難しい養育な

ので、他の枠組みの方が適切かもしれないが、この子どもに家庭生活の温かさを一度でも味わっ

てほしいので、お願いしたい。必要が生じれば、措置変更を行う」などと里親に告げておく等で

ある。 
小さな目標を設定しておくことで、里親の失敗体験を極力減らし、たとえ委託解除になっても、

その理由は里親の実力不足ではなく、子どものための発展的な措置変更のためであるという認識

を共有する。 
上記のような対応をしても、措置変更は、里親が委託の不調と考えたり、養育力不足であると

自分の養育を否定しがちなため、平成 23 年度からは措置解除から概ね 1 か月以内に里親宅を家

庭訪問するなどのフォローを行い、次の委託につながるようにする活動を開始した。 
 
■里親研修 

 
平成 24 年度は、スキルアップ研修（年に１回の里親の全体研修）（資料大分５）、テーマ別研

修（資料大分６）、里子研修（任意の夏季キャンプ）（資料大分７）、児童養護施設職員等合同研

修会などが開催されている。テーマ別研修は、発達障害をテーマとした研修が２回、トライアル

里親に関する研修（資料大分８）、真実告知に関する研修の計４回開催される。『平成 24 年度里

親研修の概要』（資料大分９）という資料を年度当初に配布し、研修の理念や意義を伝えたり、

研修の一覧を示して、里親が計画を立てられるようにしている。 
 
■レスパイト・ケア 

 
 大分県では、レスパイト・ケアは、里親が一時的に休息をとることで、里親が行う委託児童の

養育を支援することを目的とすると規定している。レスパイトの受け入れ先は他の里親宅や児童

養護施設等であり、その比率は概ね半々である。施設配置の里親支援専門相談員は、自分の施設

から里親に委託になった子どものフォローとともにレスパイトも受け入れているので、里親と緊

密に連携できる点が強みとなっている。施設から里親委託になった子どもを出身の施設が受け入

れるケースもある。平成 23 年度は 22 回、延日数 87 日活用された。 
 
■里親ヘルパー事業（里親養育援助者の派遣） 

 
 里親ヘルパー事業は里親からの要請により、里親家庭に派遣された養育援助者が家事や養育の

補助などを行うものである（資料大分 10）。養育援助の対象となる里親は、子どもの委託から概

ね１年以内で、養育に負担があると認められる場合や子どもを同伴できない外出等により、里親

の留守中の養育が必要だと認められる場合である。 
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養育援助者として登録するのは里親の知人・友人で子育て経験のある者や、ホームヘルパー・

保育士などの資格保持者などである。友人や知人が養育援助者になれば、里親も子どもも安心し

て援助が受けられるメリットがある。登録者数は約 50 人。児童相談所は養育援助者に対して、

謝礼と旅費を支給する。里親が葬儀に出席する際などに、ヘルパー事業が使われている。平成 23
年度は 53 回活用された（１回４時間）。 
 
■里親登録証 

 
 里親委託時に里親としての身分が証明され、市役所での子どもの転入手続きや転校手続き等が

スムーズに進むよう、名刺サイズの里親登録証の発行が平成 23 年３月に始まった。登録証には

養育里親登録証と養子縁組里親登録証の２種類あり、 
 
表面 ⇒ 里親の住所、氏名、生年月日、登録番号、登録年月日、有効期間、交付年月日を記載

し、知事印を押印している。 
 
裏面 ⇒ 里親の根拠法（児童福祉法６条の３＜当時＞）を記載している。 
 
 知事印は身分証明に大きな効果があり、市役所での様々な手続きがスムーズになるだけでなく、

公的な身分証明があることにより、社会的な信用が高まったと里親から報告されている。 
 

県こども子育て支援課は、里親登録証は予算措置がなくてもできる、里親支援の一つ  
と、位置づけており、 

 
「里親制度が社会的に十分根づいていない日本で、里親登録証を公的な身分証明とすることで、

社会に対する里親制度の普及啓発にもつながる。胸を張って『わたしは里親です』と言っていた

だくためにも必要なもの」だとしている。 
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■「里親が里親会を活性化する」仕組みをつくる 
 
 里親制度を安定的に運営するためには、里親会が当事者組織として里親同士の相互交流を通じ

て、養育技術の向上を目指し、次世代の里親へ経験を伝承し、孤立を防止する活動を活性化する

こと、里親自身が養育を社会的に委託されていると考えるようになることが重要である。このた

め大分県では、里親会に里親サロンの実施を委託するほか、児童措置費の請求を里親自身が行う

取り組みを行っている。 
 また、里親会の活動が一部の里親の活動となっては、効果が半減するため、登録里親の県里親

会への加入を原則としている。加入について県こども子育て支援課長名で依頼文書を送付し、「里

親及びファミリーホーム養育指針」と「里親委託ガイドライン」を根拠として明示している。ま

た、「国、県ともに、時代の流れを踏まえ、里親制度の安定的運営のためには『（里親会への）全

員加入による当事者組織の体制強化』は不可欠なことであるとの認識のもとに、今回の通知（加

入について）を送付させていただきました」と解説している。依頼文書は１度だけでなく、２度

送付し、平成 24 年 7 月現在、里親会への加入率は 70.8％となっている。 

 

           
 
■里親サロン運営を里親会に委託 

 
 大分県から里親会に里親サロンの運営が委託されており、サロンは県内５つのブロックごとに

開催されている。里親会は大分県から里親支援機関に指定されており、サロンで話し合われる内

容等について守秘義務を負う。サロンの冒頭でも守秘義務を確認するなど、安心して話ができる

環境を里親自身がつくっている。里親会への委託条件として年３回のサロン開催を義務付けてい

るが、里親が多いブロックでは毎月のように開催しているところもある。サロンには里親支援専

門相談員も参加して、交流を深めている。サロンの予算は１ブロック年間４万円で、サロンの開

催費用（例：通信費・印刷費）、旅行や行事（例：クリスマス会）の費用などに使われている。

里親会に里親サロンの運営を委託することで、里親会の自主的な活動が進んでいる。 
 

 

 

６ 里親の社会的養護の担い手としての意識を高める 

・里親及びファミリー 

ホーム養育指針 

・里親委託ガイドライン 

依頼根拠 
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■里親の請求行為に基づく児童措置費の支払いシステム 

 
 平成 18 年度から里親養育行政説明会を開催し（資料大分 11）、委託に関連した児童措置費の

請求書などの作成方法や里親支援制度の利用方法について説明する機会を設けている。平成 24
年度は里親が参加しやすいように地区別に開催するなどの工夫や、併せて大分県の里親の現状、

里親支援体制の拡充、里親会への加入について（資料大分 12）、また里親研修の概要、情報管理

や養育記録などについて説明を行う機会としており、里親の意識啓発の機会としている。 
 大分県では里親の請求行為に基づき、児童措置費を支払うというシステムになっている。 
 
 
 
 
 
児童措置費請求の留意点として、「期限厳守！」「責任を持って請求を！」と呼びかけるととも

に、「措置費請求書 月別・項目別 チェックポイント」表や請求書記入例を『児童措置費（里

親）請求の手引き』に掲載して、分かりやすく説明している（資料大分 13）。 
 里親養育行政説明会に参加した里親からは、「地区別に開催してくれたので参加しやすかった」

という反応があり、参加率も上がった（68 家庭が参加。参加率は 53.10％）。また、市町村児童

福祉の担当者(要保護児童対策協議会担当者)も招いて開催したため、「市町村担当者や施設担当者

を知ることができてよかった」という意見が出た（11 市町の担当者が参加。参加率 78.10％）。 
 

  
 
 

月に一度、養育についての必要経費を自分で請求することにより、社会的養護を担っている

という意識を高める狙いがある。 
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■施設との連携・相互理解を事業展開の大きな柱に 

 
大分県では平成 14 年度、里親委託推進に取り組み始めた当初から、里親委託を進めるために

は、乳児院や児童養護施設の理解を得るとともに、施設による里親への支援が不可欠と考え、施

設との連携・相互理解を事業展開の大きな柱としてきた。平成 16 年度には、児童相談所の呼び

かけで、施設職員が里親のスキルアップ研修に参加するようになった。 
里親養育がかなりの困難事例を抱えていることや里親の苦労を実感したことで、里親への肯定

的理解が高まり、施設職員が里親制度を理解するきっかけとなった。また、研修そのものが施設

と里親の交流の場にもなった。平成 23 年度のスキルアップ研修は里親 59 名（39 組）、ファミリ

ーホーム 12 名（６ホーム）、施設関係者 18 名、市町村関係者６名、県関係者 12 名の参加があっ

た。施設が、里親とファミリーホームの養育者を児童養護施設内の職員研修に案内するなど、お

互いの研修機会を有効に使って、交流や相互理解が進んでいる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
     

    
■トライアル里親事業で相互理解を深める 

 
トライアル里親事業は、乳児院や児童養護施設に入所している子どもに、一般的な家庭環境で

の生活を体験してもらうことにより、子どもの情緒の安定や社会性の発達を促し、子どもの福祉

を増進させるとともに、里親制度の普及、拡充を図ることを目的としている（資料大分 14）。 

７ 施設と里親 －相互理解と連携の仕組みづくりー 

 
 

施設職員が里親のスキルアップ研修に参加 

・里親が困難事例を抱えていることを知る 

・里親の苦労を実感し、里親への肯定的理解が高まる 

・スキルアップ研修が施設職員と里親の交

流の場になった。 

・施設が、里親とファミリーホームの養育

者を児童養護施設内の職員研修に案内す

るなど、お互いの研修機会を有効に使っ

て、交流や相互理解が進む。 
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トライアル里親の活動や研修などで里親制度に関心を持つ者が出るため、里親制度の普及につ

ながっている。未委託里親にとっては、施設と交流する機会にもなっており、里親の施設への理

解につながっている。また、施設職員は、施設入所児童が家庭生活を体験することで落ち着く姿

を確認することで、里親委託への理解が深まる。トライアル里親にも研修の機会が設けられてお

り、平成 24 年度は、里親制度の動向等の行政説明の後、「施設入所児童との交流の実際」という

テーマでグループ討議があった。トライアル里親の他に、児童養護施設等職員も受講対象者とな

っているため、施設職員が里親制度について学習する機会にもなっている。平成 18 年度に始ま

り、平成 22 年度の利用児童延べ人数は 79 人であった。 
平成 18 年度には、児童家庭支援センター職員が里親サロンに参加するようになったことから、

お互いが顔見知りになり、里親の施設養護への関心が高まった。里親からの要望もあり、里親研

修の一環で施設見学や施設職員との意見交換等が行われるようになった。平成 24 年、里親支援

専門相談員制度が始まった時は、お互いの関係ができていたことから、その職員がそのまま里親

支援専門相談員に着任した。 

 
 

 
■大分県児童養護施設協議会の考え方 

 
以下のような大分県児童養護施設協議会の広い視野が、里親委託の大きな推進力の一つとなっ

ている。 
 

 
 
 

 
この考え方に基づき、施設からは実親と交流がない子どもについては積極的に里親委託を検討

してもらいたいという依頼が児童相談所にきている。 

里親と施設の

相互理解へ 

施設と里親、どちらが良いとか悪いとかではなく、社会的養護の関係者すべてが協働、コ

ラボレーションして、子どもを守り、支えていくことが大切 
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 今後、里親養育をさらに推進していくためには、里親の新規開拓が必要不可欠であるし、さら

なる里親養育支援の充実などが挙げられる。特に里親養育支援においては、「連続した」支援と

「チームでの」支援が大事だろう、と大分県では考えている。 

また、そのためにも、里親制度に関わる支援者が里親ソーシャルワークを身に付けることが重

要であると考えている。里親は社会的養護の担い手であると同時に、地域のなかで暮らしている

一般の家庭でもあるので、里親委託の推進には、家庭の強みと弱みを理解しておくことが欠かせ

ない。例えば、子どもを新規に委託された家庭は、家族間のバランスが施設に比べると大きく揺

れることが多い。 

 

 

 

 

 

 

（注）『里親養育と里親ソーシャルワーク』（庄司順一、鈴木力、宮島清編著 明石書店発行）に

よれば、里親ソーシャルワークとは「子どもを里親に預けるときに起こってくるさまざま

なこと（生活課題、福祉課題ととらえられる）を、それにふさわしく、実際的に取り扱っ

て支援すること」である（P155）。里親ソーシャルワークの主な内容は、同書の P159-160 
を参考にされたい。 

 
 
 
                           
 
 
 
 
 
 
 
 
 

里親家庭で暮らす子どもと里親家庭、そして実親のいずれに対しても、里親ソ

ーシャルワークで支えることが重要である 

８ 里親委託率アップの取り組みを振り返って 
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■大分県の里親受託率・里親委託率の推移 

年度
登録里親数
（組）　①

受託里親
数（組）②

受託率
（②/①）

里親委託
児童数
（人）③

FH委託児
童数（人）
④

乳児院入
所児童数
（人）⑤

児童養護施
設入所児童
数（人）⑥

小計（人）
⑦

委託率
（③④/⑦）

全国の里
親委託率

14 68 5 7.4 5 0 15 393 413 1.2 7.4

15 58 19 32.8 22 0 16 402 440 5.0 8.1

16 61 19 31.1 33 0 16 397 446 7.4 8.5

17 74 31 41.9 44 0 16 429 489 9.0 9.1

18 95 35 36.8 51 0 16 399 466 10.9 9.5

19 111 45 40.5 62 0 17 388 467 13.3 10.0

20 119 51 42.9 69 0 17 376 462 14.9 10.5

21 96 56 58.3 77 4 14 366 461 17.3 11.1

22 115 66 57.4 90 24 15 374 503 22.7 12.0

23 128 62 48.4 82 38 17 342 479 25.1 13.6

里親（全体）受託率 要保護児童の里親委託率

 

※平成21年度よりファミリーホーム制度創立。 

 平成21年度より、里親等委託率は、里親＋ファミリーホームの委託児童数を里親＋ファミリーホー

ム＋乳児院＋児童養護施設の委託児童数で割ることに変更。 

※平成23年度新規登録 養育里親12組（うち専門里親２人）/養子縁組里親５組 

 

■里親・ファミリーホーム関係年度別データ 

養子縁組 その他

14 9 5 3 3

15 9 5 18

16 9 23 16 1 5 1)

17 16 33 31 20

18 23 8 44 24 3 14 2)

19 13 12 51 24 2 11

20 20 13 62 34 2 26

21 14 5 68 45 36 0 6 1 3)

22 21 16 77 64 6 45 5 23 3 4)

23 12 10 90 39 5 42 25 24 11

年度当初委
託児童数

里親新規
登録者

年度 注年度内委託
開始児童数

年度内委託
解除児童数

施設→里親
（ＦＨ）措置

変更数
年度内委託解除児童数

里親委託児童の推移 ファミリーホーム委託児童の推移

年度内委託
開始児童数

年度当初委
託児童数

 
注１）制度説明会・レスパイト開始、非常勤専任職員１名配置 

注２）トライアル里親・養育援助・里親委託推進委員会開始、非常勤専任職員２名追加配置  

注３）ファミリーホーム制度創設        

注４）常勤専任職員１名追加配置  

９ データで見る里親と委託児童の増加 



111

                     26 
 

 

 

 

 

■里親支援専門相談員制度の運用準備 

 
１．施設長会への情報提供 

 

里親支援専門相談員（以下、「相談員」と記載）が平成 24 年度から創設されることを知り、平

成 24 年 1 月、県こども子育て支援課及び児童相談所から施設長会に情報提供するとともに以下

の説明をした。 
 
・相談員と児童相談所の連絡会を毎週開催すること。 
・里親支援はあまり確立されていない分野なので、全国レベルの研修に参加が必要なこと 
（そのための予算確保も必要）。 

・児童相談所は里親支援から手を引くわけではなく、相談員と役割を分担しつつ、連携するこ

と。 
 
２．里親会への情報提供 

 

 里親支援専門相談員制度については、平成 24 年３月、県こども子育て支援課及び児童相談所

担当者、里親会理事が出席して開催された意見交換会で里親会（理事）に説明した。理事以外の

里親には、平成 24 年の４月から５月にかけて行われた里親養育行政説明会で説明した。その際、

以下の内容を里親に伝えた。 
 
・児童相談所の里親との関わりは今までどおりであること。 
・一番相談しやすいところに相談してもらえばよいこと。 
・相談先が増えたと考えてもらえばよいこと。 

 
里親からは「施設が里親を支援してくれることになってよかった」という好意的な反応があっ

た。反応を心配していた相談員も受け入れてもらえたことを喜んでいた。 
 
■制度の運用開始 

 

１．里親支援専門相談員の配置ともに相談員の所属施設を里親支援機関に指定する 

 

平成 24 年４月、大分県内の児童養護施設４か所、乳児院１か所に相談員が配置されたことに

伴い、県は当該施設を里親支援機関として指定した。乳児院は養子縁組里親と乳児院から措置変

更になった里親家庭への支援を中心に県全域を担当し、児童養護施設４か所は地域分担制とした。 

10 参考 児童相談所と里親支援専門相談員との協働 
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里親支援機関と位置づけることにより、里親支援専門相談員及び配置している施設の守秘義務

が明確化されている。 
 
２．里親支援専門相談員の位置づけを明確にする 

 

相談員の配置は、児童養護施設等に地域の里親（ファミリーホームを含む）を支援する拠点と

して位置づけたものである。相談員は里親を指導するのではなく、ともに子どもの育ちを考える

里親への寄り添い支援を目指している。社会的養護の支援者として里親とパートナーシップをと

り、信頼関係を構築することを重要視している。 
 
里親支援専門相談員のプロフィール（平成 24 年４月時点）と担当里親家庭数 

 
・児童養護施設職員（Ａ）：福祉業務従事年数６年７か月、社会福祉士 

                里親家庭 44、ＦＨ２  
・児童養護施設職員（Ｂ）：福祉業務従事年数 17 年４か月、児童指導員 

                里親家庭 30、ＦＨ4 
・児童養護施設職員（Ｃ）：福祉業務従事年数 18 年２か月、保育士・社会福祉士 

                里親家庭 24、ＦＨ4 
・児童養護施設職員（Ｄ）：福祉業務従事年数 34 年１か月、児童指導員 

                里親家庭 24 
・乳児院職員（Ｅ）   ：福祉業務従事年数 10 年７か月、児童指導員 

                養子縁組里親家庭８、乳児院からの措置変更里親家庭 10 
 
業務内容 

 
児童相談所との密接な連携のもとに、主に以下の業務を行う。 

 
①里親への家庭訪問、電話相談、子どもへの具体的対応の助言、里親からの相談内容の 
情報整理 

  例：リストカット時の対応、不登校児童への声かけ方法、委託解除後の進路 
②所属施設から措置変更が予定されている子どもと里親への支援 

  例：子どものマッチング、交流の立ち会い、子どもの移送 
③里親研修 

  例：里親研修への参加、所属施設における認定前研修（施設実習）の調整・受け入れ時の 
指導 

④里親の新規開拓支援 
  例：施設ボランティア等への声かけ、里親制度説明会への参加 
⑤トライアル里親関係 

  例：所属施設における該当児童の選定、マッチング、交流時の立ち会い、児童移送 
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⑥レスパイト・ケア関係 
  例：所属施設の日程調整、受け入れ時の対応 
⑦里親会活動支援 
例：里親サロンへの参加、企画助言、会場提供など 

⑧地域における里親支援の輪づくり、関係者の理解促進のための活動 
  例：乳児院主催の里親サロンの開催、委託児童が在籍する学校への訪問など 
⑨児童相談所との定期連絡会に毎週参加 

 
里親支援専門相談員制度の創設時、業務として可能なことを想定して児童相談所が上記をリス

トアップしたため、平成 24 年 12 月現在、上記業務はほぼ全部、行われている。 
 
３．ファミリーホームと里親宅への家庭訪問からスタート 

 
 平成 24 年４月から５月にかけて、県内 10 か所のすべてのファミリーホームに相談員５名と児

童相談所職員で家庭訪問し、各ホームの特徴や養育方針等を知ることからスタートした。また、

児童相談所の地区担当ケースワーカー(児童福祉司)や里親専任職員とともに各相談員が担当する

里親家庭にも訪問した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭訪問した相談員からの反応 

 
・大変な子どもを受託していることに驚いた。施設職員が逆に教えられるくらいだ（里

親には難しくない子どもが措置されて、施設に難しい子どもが措置されるという認

識が変わった）。 
・里親の熱意とパワーに圧倒された（施設職員ももっと元気がほしい）。 
・家庭養護、丁寧な生活、個別ケアの良さに改めて感動した。施設でやれないことが

できていて、とても自然体。 
・ファミリーホームは小さな施設ではないことがわかった。 
・これまで里親の顔しか見えていなかったが、そこで暮らす子どもを知って里親養育

が理解できるようになった。 
・小集団は安全と実感できた。 
・里親家庭への訪問はこれまでやりたくてもできなかった。児童相談所職員との同行

訪問で理解が深まった。 
・里親と施設の土俵は一緒。今後、協働して子どものためにいろいろなことができそ

う。 
・複数の里親から「相談員制度ができてよかった」「施設が里親を支援してくれる時代

がやっと来た」と言われ、励みになった。 
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⑥レスパイト・ケア関係 
  例：所属施設の日程調整、受け入れ時の対応 
⑦里親会活動支援 
例：里親サロンへの参加、企画助言、会場提供など 

⑧地域における里親支援の輪づくり、関係者の理解促進のための活動 
  例：乳児院主催の里親サロンの開催、委託児童が在籍する学校への訪問など 
⑨児童相談所との定期連絡会に毎週参加 

 
里親支援専門相談員制度の創設時、業務として可能なことを想定して児童相談所が上記をリス

トアップしたため、平成 24 年 12 月現在、上記業務はほぼ全部、行われている。 
 
３．ファミリーホームと里親宅への家庭訪問からスタート 

 
 平成 24 年４月から５月にかけて、県内 10 か所のすべてのファミリーホームに相談員５名と児

童相談所職員で家庭訪問し、各ホームの特徴や養育方針等を知ることからスタートした。また、

児童相談所の地区担当ケースワーカー(児童福祉司)や里親専任職員とともに各相談員が担当する

里親家庭にも訪問した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭訪問した相談員からの反応 

 
・大変な子どもを受託していることに驚いた。施設職員が逆に教えられるくらいだ（里

親には難しくない子どもが措置されて、施設に難しい子どもが措置されるという認

識が変わった）。 
・里親の熱意とパワーに圧倒された（施設職員ももっと元気がほしい）。 
・家庭養護、丁寧な生活、個別ケアの良さに改めて感動した。施設でやれないことが

できていて、とても自然体。 
・ファミリーホームは小さな施設ではないことがわかった。 
・これまで里親の顔しか見えていなかったが、そこで暮らす子どもを知って里親養育

が理解できるようになった。 
・小集団は安全と実感できた。 
・里親家庭への訪問はこれまでやりたくてもできなかった。児童相談所職員との同行

訪問で理解が深まった。 
・里親と施設の土俵は一緒。今後、協働して子どものためにいろいろなことができそ

う。 
・複数の里親から「相談員制度ができてよかった」「施設が里親を支援してくれる時代

がやっと来た」と言われ、励みになった。 
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平成 24 年 12 月末現在、相談員による委託里親家庭への初回訪問は終了。現在は児童相談所

の非常勤職員(県全体で４名)等と一緒に、相談員が家庭訪問をしている。家庭訪問は新規委託

の場合、委託から 10 日以内に訪問し、その後は様子を見ながら時期を決めている。養子縁組

里親へは、新規委託から 6 か月が試験養育期間ということもあり、月に１回、養子縁組里親を

担当する相談員（乳児院の相談員）が家庭訪問をしている。６か月を過ぎると、養子縁組里親

の意思を確認した上で特別養子縁組の手続き等を児童相談所が説明し、養子縁組里親は家庭裁

判所への申し立ての準備に入る。 
家庭訪問の内容は、近況を聞くところから会話を始めて、里親と養育のエピソードを共有し、

子どもが在宅であれば様子や表情を確認している。また困ったことがないか里親に質問し、里

親から相談があれば助言するという活動をしている。 
相談員が家庭訪問するようになってからも、児童相談所職員の訪問頻度に変化はない（委託

後 1 週間～10 日以内に家庭訪問。その後は様子を見ながら２週間に１回程度～１カ月に 1 回

程度）。 
 

４．里親サロンと里親支援専門相談員 

  
相談員の初回サロン出席の際は、児童相談所職員がサロンに同行した。里親への制度説明は済

んでいたので里親の反応は好意的であった。里親会理事が相談員を里親に紹介したサロンもあっ

た。また、相談員制度ができる前から児童家庭支援センターの職員としてサロンに参加していた

児童養護施設職員は、里親との関係ができていたため、相談員としてそのまま同じサロンに参加

することになり、スムーズな移行ができた。 
 相談員のサロンでの役割は、サロンの企画内容にもよるが、サロン運営の手伝いや助言などで

ある。サロン開催場所が児童養護施設の場合は、相談員がコーディネーターとして、施設の栄養

士や心理士を呼んで講話の時間を設けることもある。例えば、「なかなか食べない子どもへの対

応をどうしたらよいか」などの具体的な話を、里親が現場の専門職から聞ける貴重な機会となっ

ている。 
 
５．制度発足から8か月経過して、里親との関係はどう変化してきたか 

  
相談員が施設に併設されている児童館で子どもと実親の交流に立ち会うなど、専門性を生かし

た活動が新たに始まった。また、相談員は里親の人柄や考え方の傾向を把握しているため、里親

研修で里親がグループワークをする際、ファシリテーターとしての役割を担うなど、細やかな配

慮をすることができている。 
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６．児童相談所との連携 

 
里親には「相談員に相談したことが児童相談所に情報として入ることもある」ということが伝

えられているが、だからといって、「相談員は児童相談所とほぼ同じ立場」と里親が認識してい

るわけではない。気になることや深刻な状況については、相談員が児童相談所に報告しているが、

その判断は相談員に委ねられている。相談員は子どもの措置には絡まないので、里親からは「児

童相談所とは職務や立場が異なる人」と考えられているようだ。 
相談員は自立支援計画の作成には関わっていないが、養育の方針（例えば、家庭復帰の予定の

有無など）は児童相談所から相談員に伝えられている。 
毎週の定期連絡会等で、相談員と児童相談所との信頼関係が構築されており、自然な役割分担

が可能になっている。 
 

 

              相談員が感じた変化 

  
・担当の区域内を中心に顔見知りになれた里親が増え、研修やサロンで会った時にも 
近況や困ったことなど、いろいろと話ができるようになった。 

・訪問をとおして、より身近に互いを感じられるようになった。 
・担当地区の里親とは、家庭訪問、サロン、研修会で顔を合わせることが多く、名前 
と顔が一致してきた。 

・里親から施設のことを聞かれるようになった。 
・里親から気軽に声をかけてくれることが多くなった。また、子どもの成長を話してく

れたり、ちょっとした相談をしてくれるようになっている。 

相談員の関わりのなかでのエピソード 

 
・家庭訪問することで里親の本音が聞けた。７年前から里親と交流が始まり、サロンに

参加してきたが、相談員となり訪問したことで、初めて聞く話も複数あった。 
・施設から措置変更された子どもが委託されている里親家庭の訪問に、当時の子どもの

担当職員も同行した。里親は子どもの小さい頃（昔）を知る人に会いたい気持ちが強

く、子どもの成長を見てもらいたい、成長を共有したい思いも強い。これまでに、そ

の里親家庭を何度も訪問している児相職員が、初めてみるような里母の大喜びしてい

る姿に驚くとともに幸せな気持ちになった。 
・こうした家庭訪問は、施設と里親の連携、相談員の配置により実現できたもの。地味

ではあるが、里親の心情を汲んだ里親支援ができたように感じた。 
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７．相談員の施設内での活動 

  
 相談員の施設内での活動は以下のとおり。 
 

・里親から措置変更になって入所した児童と里親の調整、里親からの電話・来客対応、事務処

理、ケース記録管理、児童関係書類の整理、学校との連携、実親対応（面会調整、相談等）。 
 ・里親関連行事（施設で開く里親サロン）の企画や定期連絡会、研修会の報告書作成。 
・児童家庭支援センターと兼務しているところは、児童家庭支援センターの設備を利用して、

レスパイト受託、電話相談、面会立ち会い等をスムーズに行うことができている。 
 

   施設において相談員は、里親担当、里親連携職員として捉えられている。他の職員に対して

は、里親の動きや子どもの様子を報告する等、活動を知らせることを通じて、里親養育への理

解を広めている。また、里親から措置変更になったケースについて調整する役割を担っている。

施設内では、里親家庭や児童相談所とのパイプ役として認識されている。 
 
施設内における里親関係事例について、支援の在り方についての検討の機会は以下のとおり。 

 
・里親からの電話相談等のスーパーバイズを施設長に依頼。 
・レスパイトを受け入れた際の子どもの様子を児童家庭支援センター職員が行動観察を行い、

里親支援専門相談員と子どもの状態について検討。 
・里親から施設への措置変更児童について、里親や実親との関係の持ち方について、各担当

職員、基幹的職員、ファミリーソーシャルワーカーなどと検討。 
 

８．定期連絡会での密な連携 

 
 毎週水曜日の午後、中央児童相談所にて定期連絡会を開いている（資料大分 15）。出席者は中

央児童相談所職員５名、中津児童相談所職員２名、相談員５名の計 12 名。取扱事項は、①情報

共有・連絡 ②訪問計画調整 ③訪問結果・ケース報告など。個別の協議は相談員の来所や電話

などの手段で行われている。 
 全国里親委託等推進委員会の調査チームが同席した７月 18 日の連絡会では、主に以下の内容

が話し合われた。 
 
 ①諸報告 
  ・研修会、サロンの報告 
  ・行事予定の確認 
  ・豪雨被害について（里親・ＦＨ関係） 
  ・里子キャンプについて 
  ・委託関係報告（マッチングなど） 
  ・各相談員からの報告（訪問、相談、トライアル里親など） 
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 ②訪問計画について 
 ③事例紹介 
 ④意見交換 
 ⑤次回定期連絡会について 
  
定期連絡会は情報の共有には欠かせないものとなっている。定期連絡会は相談援助の方向性を

確認し、支援の方法について意見交換することで、児童相談所の里親担当職員と相談員が一貫し

た支援を行うことができるとともに、相談員等の研修的な役割も担っている。週１回連絡会に出

席していれば、里親委託の全体的な動向が漏れなく分かるシステムになっており、チームとして

の一体感を持つためにも重要な位置づけである。 
また、相談員研修として、全国里親大会などに全員、あるいは分担して参加し、定期連絡会で

報告し合い、情報を共有している。 
 

９．相談員向けの研修や交流の場 

 
研修 
・定期連絡会：里親委託ガイドライン、里親及びファミリーホーム養育指針、厚生労働省行政説

明資料等を使った学習会、その他、関連文献の紹介及び説明（国連代替ケアガイドライン・里

親関係寄稿文等）（資料大分 16）。 
・里親研修（児童相談所主催）：テーマ別研修、スキルアップ研修 
・社会的養護関係者向け研修（県内 NPO 法人主催）：治療的養育研究会 
・里親会主催体験発表会 
・県外研修：全国里親大会、ファミリーホーム研究全国大会、九州地区里親研修大会、福岡市フ

ォーラム新しい絆、日本社会事業大学専門職大学院リカレント講座 
・児童養護施設職員向け各種研修会（県外研修・所内研修） 
 
交流 
・福岡市児童相談所（こども総合相談センター）、子ども NPO センター福岡・子どもの村福岡へ

視察 
・他県の児童養護施設職員を定期連絡会で視察受け入れ 
 
■里親支援専門相談員制度のメリット 

 

・児童相談所が里親から直接、「良い助言を得られた」という声を聞くことも多く、施設職員と

しての経験の蓄積から、養育に関するノウハウを持っており、「このような場合、どうしたら

いいのか」という里親からの個別相談に応じることができている。  
・施設職員としての視点が里親研修の内容に厚みをもたらしている。例えば、子どもの権利擁護

は里親がとっつきにくく感じる分野であるため、施設職員が「施設でも課題になっていること

なので、一緒に学んでいきましょう」と説得力をもって語りかけ、里親が主体的に参加する研



117

                     32 
 

 ②訪問計画について 
 ③事例紹介 
 ④意見交換 
 ⑤次回定期連絡会について 
  
定期連絡会は情報の共有には欠かせないものとなっている。定期連絡会は相談援助の方向性を

確認し、支援の方法について意見交換することで、児童相談所の里親担当職員と相談員が一貫し

た支援を行うことができるとともに、相談員等の研修的な役割も担っている。週１回連絡会に出

席していれば、里親委託の全体的な動向が漏れなく分かるシステムになっており、チームとして

の一体感を持つためにも重要な位置づけである。 
また、相談員研修として、全国里親大会などに全員、あるいは分担して参加し、定期連絡会で

報告し合い、情報を共有している。 
 

９．相談員向けの研修や交流の場 

 
研修 
・定期連絡会：里親委託ガイドライン、里親及びファミリーホーム養育指針、厚生労働省行政説

明資料等を使った学習会、その他、関連文献の紹介及び説明（国連代替ケアガイドライン・里

親関係寄稿文等）（資料大分 16）。 
・里親研修（児童相談所主催）：テーマ別研修、スキルアップ研修 
・社会的養護関係者向け研修（県内 NPO 法人主催）：治療的養育研究会 
・里親会主催体験発表会 
・県外研修：全国里親大会、ファミリーホーム研究全国大会、九州地区里親研修大会、福岡市フ

ォーラム新しい絆、日本社会事業大学専門職大学院リカレント講座 
・児童養護施設職員向け各種研修会（県外研修・所内研修） 
 
交流 
・福岡市児童相談所（こども総合相談センター）、子ども NPO センター福岡・子どもの村福岡へ

視察 
・他県の児童養護施設職員を定期連絡会で視察受け入れ 
 
■里親支援専門相談員制度のメリット 

 

・児童相談所が里親から直接、「良い助言を得られた」という声を聞くことも多く、施設職員と

しての経験の蓄積から、養育に関するノウハウを持っており、「このような場合、どうしたら

いいのか」という里親からの個別相談に応じることができている。  
・施設職員としての視点が里親研修の内容に厚みをもたらしている。例えば、子どもの権利擁護

は里親がとっつきにくく感じる分野であるため、施設職員が「施設でも課題になっていること

なので、一緒に学んでいきましょう」と説得力をもって語りかけ、里親が主体的に参加する研
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修になった。 
・相談員が所属する施設の栄養士・看護師・心理士等、施設の専門職員のノウハウを里親研修等

に活用できる。例えば乳児院において、保育士、看護師、栄養士が同席する養子縁組里親向け

サロン（「里親きっさ」という名称）が開かれており（資料大分 17）、里親が相談員以外の施設

職員に子育てについて質問したり相談できる機会となっている（特に養子縁組里親は、離乳食

や栄養、子どものからだの健康などに興味があり、専門職から情報を得られる貴重な機会にな

っている）。 
・施設職員向けの研修に里親を案内することができる（同じ養育者という立場なので、同じ悩

みを共有できる。相談員が案内することで里親の資質向上に寄与することができる）。 
 

■相談員自身が評価できると感じている点、課題と感じている点 

 

・相談員は指導的立場にないので、中立の立場で里親の話が聞けて良い。 

・相談を聞いていて、「もっとこうしたらいいのに」と思う時はそれとなくアドバイスすること

ができる。 

・施設も里親も同じ子どもを預かっているという意識が出てきて良かった。 

・里親と一緒に子育てについて勉強でき、良い機会を与えてもらっていると感じている。 

・施設職員の後輩への助言のようには話ができず、うまく助言ができないため自分の力不足を感

じることがある。 

・傾聴する立場にあるが、ちょっとした言葉が里親に指導と捉えられてしまうことがあって、難

しいと感じた。 

・里親との関係が深まることで、それゆえに起こってくる問題があると思う。例えば、処遇に関

する意見を求められたり（特に不調や措置変更のケース）、児童相談所に言えないことを相談

された場合、関係者にどのように伝えるかは難しい問題だと思う。 

・児童相談所内の連携が、うまくいっていないことがあると感じることもある。前回の家庭訪問

から時間が経っているのに、里親の悩みや課題が前回と変わっていない。なかには、早急に解

決すべきことやすぐに解決できるようなこともあるのに、なぜか前に進んでいないなど。 

こうした場合は、ソーシャルワーカーとして、子ども担当ケースワーカー(児童福祉司)と直接

話し合いをする機会があると、連携や支援をより強くすることができると思う。 

・措置解除後のフォローがうまくいかないケースについて、児童相談所に対する不満をじっくり

聴く役割を相談員がしてもいいのではないかと思う。同じ社会的養護に携わる立場として、傾

聴して思いを受け止めていくことができるのではないかと感じている（この場合、里親の気持

ちを整理していく力量も必要とされる）。 
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平成14年度（委託率1.2％）：里親制度の大改革とともに 

健康的に育っている里親家庭の子どもたちの事例が共有され、平成 14 年に里親制度の改正

もあり、「子どもの最善の利益を確保する」という児童の権利条約に基づいた視点から、児

童相談所内で里親制度の有効性をとりまとめることとなった。その結果、以下の４つを里

親委託の有効性として、委託を推進することになった。 
 ①乳幼児期の愛着形成が図られる  
 ②子どもと養育者で１対１の関係がとれる 
 ③健全な家庭モデルを知ることができる 
 ④子どもの生活の連続性を確保できる 
 また、登録里親を家庭訪問や手紙等の手段で委託についての意向確認をするとともに、

施設入所児童のうち、長期にわたって入所している子どもや実親等の交流がない子どもを

リストアップし、少しずつ、施設から里親への措置変更が始められた。 

平成15年度（委託率5％）：里親委託の有効性の実感と課題の認識 

里親委託の有効性を児童相談所職員が実感する一方で、里親委託の課題もみられ、里親支

援が必要であるという認識を持つこととなった。全里親対象の１日研修会を開始すること

になり、第１回目は「これからの里親に期待すること」のテーマで研修が開かれた。里親

委託推進は施設と協働して行う方向性を所内で確認した。施設から里親への措置変更のほ

か、家庭（一時保護所）から直接、里親委託される子どもが出てきた。 

平成16年度（委託率7.4％）：里親制度の普及啓発・開拓の開始 

「一中学校区に一里親家庭」を目標に一般県民向けの里親制度説明会が始まった。また、

中央児童相談所に里親専任職員（非常勤１名）を配置し、CW・心理・里親担当による受

託里親家庭への訪問が始まった。施設で適応が難しい子どもの里親への措置変更など意欲

的に里親委託が行われた。 

平成17年度（委託率9％）：里親委託について県本庁の理解が進み、 

事業の予算化が進展 

市町村単位の里親制度説明会が開始され、民生委員、児童委員、主任児童委員、子育て支

援者等の関係団体へ積極的に働きかけた。新規登録者研修会を開始した（講義とグループ

討議の１日研修）。里親個別ファイルを作成して、里親に関する情報を共有できるようにし

た。里親推進に向けて里親会の組織強化を支援した。トライアル里親事業等の予算化を図

った。 

11 委託推進の歩み 10 年間で委託率 1.2％から 25.1％へ  
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平成18年度（委託率10.9％）：里親委託・支援のための事業開始 

トライアル里親事業、里親サロン事業、里親事務説明会が開始され、児童措置費県単独補

助制度が創設された。里親委託推進委員会が開催され、各児童相談所に 1 名ずつ非常勤の

里親専任職員が追加配置された。 

平成19年度～21年度（19年度委託率13.3％、20年度14.9％、21年度17.6％）： 

SVの存在や施設との協働など体制が進む 
里親委託の有効性を理解した複数のベテラン児童相談所職員がスーパーバイザーとなり、

職員をサポート。施設との協働体制も進んだ。里親専任職員(非常勤)が熱心に活動。新生児

委託の取り組みも開始した。 

平成22年度～23年度（22年度委託率22.7％、23年度25.1％）： 

事業の遂行・調整など児童相談所の体制整備による委託率向上 

中央児童相談所に常勤の里親専任職員が新たに配置された。里親開拓・普及啓発・広報・

研修など里親事業を包括的に調整するとともに、里親委託や支援に関わる助言・指導を行

い、里親の情報を所内で共有するなどチームで動いた。 
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大分 1-3

H23.5.9　大分合同（9）掲載例

市報掲載例
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大分 2-1
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大分 2-3
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大分 4

H23.10.9（日）　合同朝刊　2面　右下
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大分 8
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大分 9-1
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大分 9-2
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大分 9-3

139
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大分 9-4

140
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開催日

①
平成２４年１０月２８日（日）
１０：００～１６：００／こ女セ

発達障がい
（１回目）

平成２４年６月３日（日）
１３：００～１６：３０／こ女セ

発達障がい
（２回目）

平成２４年９月３０日（日）
１３：００～１６：３０／こ女セ

トライアル里親
平成２４年１２月１日（土）

１３：００～１６：００／こ女セ

真実告知
平成２５年１月１９日（土）

１３：００～１６：３０／こ女セ

③

平成２４年８月３日（金）
　　　　　～８月４日（土）

※１泊２日（※宿泊なしも可）
ゆふの丘プラザ（由布市）

　平成２４年８月２４～２６日（東京都）
　平成２４年９月７～９日（京都）

平成２５年未定日（東京都）
平成２５年未定日（京   都）

⑤
平成２５年２月未定日

別府市　ホテル芙蓉倶楽部

①

平成２４年１０月６日（土）
平成２４年１０月７日（日）

山形県天童市

②

平成２４年７月２８日（土）
平成２４年７月２９日（日）

長崎県長崎市

③

平成２４年８月２５日（土）
平成２４年８月２６日（日）
宮城県内（開催市は未定）

④

平成２４年１２月７日（金）
平成２４年１２月８日（土）

高知県高知市

⑤

平成２４年９月未定日
平成２５年２月未定日

福岡県福岡市

希望里親
発達障害②～発達障害児と暮らす～
講師：肥前精神医療センター　小児科医師　三ヶ田智弘先
生

※こ女セ→大分県こども・女性相談支援センターの略です。

日本で最大の児童虐待防止の学会。専門的な内容をはじ
めとした相当数の分科会あり。

里親制度の動向や現状／行政説明／交流会
※里親協議会事務局がとりまとめをします。

希望里親

専門里親研修
（更新）

※県外等での関係研修につきましては、参考までに記載しています。詳細を確認の上、お申し込みは各自でお願いします。

里子同士の相互交流、ピアカウンセリングが目的。戸外活
動（ゲーム）／バーベキュー／先輩里子からのエール／交
流会など。雨天決行。

児童養護施設職
員等合同研修会

毎年年１回、１泊２日で県内の児童養護施設職員等が集う
研修会（講演＋分科会）、交流会。

通信教育／スクーリング３日／施設実習７日
※各都道府県ごとに申し込みを行います。
※要件を満たしている方に別途連絡します。

九州地区里親研修会

里親制度の現状／留意点／意見交換

里親子研修
（夏季キャンプ）

専門里親研修
（新規）

希望里親
希望里子

希望里親

専門里親認定希望者
※要件あり。

テ
｜
マ
別
研
修

発達障害①～発達障害の基礎知識～
講師：肥前精神医療センター　小児科医師　三ヶ田智弘先
生

「子どものライフストーリーを考える」
講師：（社）家庭養護促進協会神戸事務所　米澤晋子先生

希望里親

希望里親

平成２４年度　大分県里親研修　一覧表

「家庭での養育を支え合うために、いま、考えておきたいこ
と」
講師：青山学院女子短期大学  子ども学科
　　　　　                                  准教授   横堀昌子先生

スキルアップ研修

カリキュラム概要

専門里親認定者のうち
更新時期の者

研修名

　　　全里親
　施設職員等

対象者

トライアル里親

全国ファミリーホー
ム研究協議会

ファミリーホーム
運営者・希望者

ファミリーホームの全国的な動向や現状／厚生労働省行政
説明／テーマごとの分科会など

希望里親
日本子ども虐待防
止学会学術大会

フォーラム
新しい絆

希望里親
福岡市が里親制度の普及啓発を委託しているNPOが開催
するフォーラム。
他県からの参加も可能。

②

④
スクーリング２日
※各都道府県ごとに申し込みを行います。

平成２４年度　県外等での関係研修　一覧表

全国里親大会 希望里親
里親制度の全国的な動向や現状／厚生労働省行政説明
／テーマ別分科会など

大分 9-5



142

大分 10-1



143

大分 10-2



144

大分 10-3



145

大分 11-1



146146

大分 11-2　　　　　　　　　　　　



147

大分 11-3



148

大分 11-4



149

大分 11-5



150

大分 11-6



151

大分 11-7



152

大分 11-8



153

大分 11-9



154

大分 11-10



155

大分 11-11

（記載例）



156

大分 11-12



157

大分 12-1



158

大分 12-2



159

大分 12-3



160

大分 12-4



161

大分 12-5



162

大分 12-6



163

大分 13-1



164

大分 13-2



165

大分 13-3

165

護



166

大分 13-4

166



167

大分 13-5

167



168

大分 13-6

168



169

大分 13-7

169



170

大分 13-8

170



171

大分 13-9

171



172

大分 13-10

172



173

大分 13-11

173



174

大分 13-12

174



175

大分 13-13

175



176

大分 13-14

176



177

大分 13-15

177



178

大分 13-16

178



179

大分 13-17

179



180

大分 13-18

180



181

大分 14-1



182

大分 14-2



183

大分 15-1



184

大分 15-2



185

大分 15-3



186

大分 16-1



187

大分 16-2



188

大分 16-3



189

大分 16-4



190

大分 16-5



191

大分 17





 

 

  
      里親等委託率アップの取り組み報告書 

～委託率を大きく増加させた福岡市・大分県の取り組みより～ 

 
平成 25 年 2 月 

全国里親委託等推進委員会 
 

〒107-0052 東京都港区赤坂 9-1-7-857 
公益財団法人 全国里親会内  

全国里親委託等推進委員会事務局 
TEL:  03-3404-2024 
FAX:  03-3404-2034 




